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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成１８年１０月１８日（水）午前１０時　　　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後　５時３分　散会

１．場所

大会議室

１．出席委員

委 員 長
 上村高義 
 副委員長
 安藤　薫 
 委　　員
 山崎雅数

委　　員
 三好義治 
 委　　員
 村上英明 
 委　　員
 渡辺慎吾

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正

生活環境部長　前田宜伸　　同部次長兼自治振興課長　大場房二郎

同部参事兼環境業務課長　紀田光司　　同部参事兼環境対策課長　前川　弘

自治振興課参事　萩原　明
 市民課長　村江　卓
 同課参事　浅井重雄

産業振興課長　藤井智哉
 同課参事兼農業委員会事務局長　中井文雄

環境センター長　五里江路人　　環境対策課参事　池上敦実

保健福祉部長　堀口賢司
 同部次長兼福祉総務課長　佐藤芳雄

同部参事兼健康推進課長　福永冨美子　同部参事兼高齢者障害者福祉課長　登阪　弘

健康推進課参事　阪口　昇
 高齢者障害者福祉課参事　小矢田博子

こども育成課長　稲村幸子
 国保年金課長　野村眞二
 同課参事　大嶋良一

介護保険課長　山田雅也
 同課参事兼地域包括支援センター長　川口敦子

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三
 同局主幹　日垣智之

１．審査案件（審査順）

認定第１号　平成１７年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分

認定第７号　平成１７年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計歳入歳出決算

　　　　　　認定の件

認定第３号　平成１７年度摂津市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定の件

認定第４号　平成１７年度摂津市老人保健医療特別会計歳入歳出決算認定の件

認定第８号　平成１７年度摂津市介護保険特別会計歳入歳出決算認定の件
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（午前１０時　開会）

○上村委員長　ただいまから民生常任委

員会を開会します。

　理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　本日は、お忙しい中、民生常任委員会

をお持ちいただきまして、ありがとうご

ざいます。

　本日の案件は、平成１７年度の摂津市

一般会計歳入歳出決算認定の件所管分ほ

か４件についてご審査をいただくわけで

ございますが、どうかご認定賜りますよ

う、よろしくお願い申し上げます。

　なお、助役が少し体を壊しまして、委

員会の欠席、申しわけございませんが、

どうぞよろしくお願いしたいと思います。

　私は、一たん退席いたしますけれども、

在庁をいたしておりますので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。

　ありがとうございました。

○上村委員長　あいさつが終わりました。

　本日の委員会記録署名委員は山崎委員

を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しております案のとおり行うことに

異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　異議なしと認め、そのよ

うに決定します。

　暫時休憩します。

（午前１０時２分　休憩）

（午前１０時３分　再開）

○上村委員長　再開します。

　認定第１号所管分の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　堀口保健福祉部長。

○堀口保健福祉部長　おはようございま

す。

　それでは、認定第１号、平成１７年度

摂津市一般会計歳入歳出決算のうち、保

健福祉部に係る部分につきまして、目を

追って、その主なものについて補足説明

をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、３２ペー

ジの款１２、分担金及び負担金、項１、

負担金、目１、民生費負担金は、前年度

に比べ３．５％、約２，３４７万円の増

となっております。これは介護保険制度

の報酬改定により、せっつ桜苑に係る介

護サービス保険者負担金が減少したもの

の、入所児童数の増加等により私立保育

園保育料等が増加したことにより、総額

では増となったものでございます。

　３４ページ、款１３、使用料及び手数

料、目３、衛生使用料のうち、保健福祉

部に係る使用料は、前年度に比べ８．５

％、約８１３万円の減となっております。

これは、主に市営葬儀使用料、葬儀会館

使用料の減によるものでございます。

　４０ページ、款１４、国庫支出金、項

１、国庫負担金、目１、民生費国庫負担

金は、前年度に比べ０．４％、約１，１

１９万円の減となっております。これは

知的障害者訓練施設等支援負担金で約１，

００９万円、生活保護世帯の増に伴い生

活保護費負担金で約９，９６２万円など

が増加したものの、三位一体改革により

国民健康保険基盤安定負担金が府負担金

に組みかえられたことに伴い、約１億３，

０２８万円の減少となったことなどによ

り、総額では減となったものでございま

す。

　同じく４０ページ、目２、衛生費国庫

負担金は、前年度に比べ２．６％、約７

１万円の減となっております。これは、

１歳６か月児、３歳児６か月児、健康診

査等に係る母子保健事業費負担金が三位

一体改革の税源移譲により廃止されたこ

とによるものでございます。
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　同じく４０ページ、項２、国庫補助金、

目１、民生費国庫補助金は、前年度に比

べ２１２．９％、約１億４，２９５万円

の増となっております。これは、せっつ

保育園等の施設整備に係る次世代育成支

援対策ハード交付金に加え、次世代育成

支援対策ソフト交付金が交付されたこと

などに伴い、増となったものでございま

す。

　４４ページ、項３、委託金、目２、民

生費委託金は、国民年金事務に係る委託

金で、前年度に比べ６％、約１５８万円

の減となっております。

　同じく４４ページ、款１５、府支出金、

項１、府負担金、目１、民生費府負担金

は、前年度に比べ３６．４％、約１億４，

２１１万円の増となっております。これ

は、三位一体改革に伴い、国民健康保険

基盤安定国庫負担金が府負担金に振りか

えられたことによる増が主なものとなっ

ております。

　同じく４４ページ、目３、衛生費府負

担金は、前年度に比べ２％、約６０万円

の減となっております。これは、１歳６

か月児、３歳６か月児健康診査等に係る

母子保健事業負担金が三位一体改革の税

源移譲により廃止されたことによるもの

でございます。

　４６ページ、項２、府補助金、目２、

民生費府補助金は、前年度に比べ１５．

５％、約６，９９０万円の減となってお

ります。これは、主に国の次世代育成支

援対策ソフト交付金の新設に伴い、府補

助金の保育所運営費補助金が見直され、

６，３０５万円の減少となったことによ

るものでございます。

　４８ページ、目３、衛生費府補助金は、

前年度に比べ１８％、約２４万円の減と

なっており、母子栄養管理事業、乳幼児

育成指導事業などの補助金が税源移譲に

より廃止されたことに伴う減が主なもの

となっております。

　５２ページ、項３、委託金、目２、民

生費委託金は、前年度とほぼ同額となっ

ております。

　同じく５２ページ、款１６、財産収入、

項１、財産運用収入、目１、財産貸付収

入は、旧みやけ幼稚園をせっつ保育園建

て替え工事中の仮園舎として貸し付けた

ことによる貸付収入でございます。

　５４ページ、款１８、繰入金、項１、

特別会計繰入金、目２、介護保険特別会

計繰入金は、市負担に係る過年度精算金

でございます。

　５８ページからの款１９、諸収入、項

４、雑入、目１、雑入のうち、６２ペー

ジから６５ページの保健福祉部関係は、

各種検診自己負担金、生活保護法による

返還金・徴収金、市立障害者入所施設支

援費収入、老人医療返還金、保育所職員

給食費負担金などでございます。

　続きまして、歳出でございますが、１

１８ページ、款３、民生費、項１、社会

福祉費、目１、社会福祉総務費は、人件

費を除き、前年度に比べ１．３％の増と

なっております。これは、福祉総務課、

高齢者障害者福祉課、介護保険課に係る

経常経費並びに社会福祉事業運営委託料

などの委託料のほか、社会福祉協議会補

助金、障害者福祉作業所運営補助金、小

規模通所授産施設運営補助金などの補助

金、特別障害者手当等給付金などの扶助

費、さらには国民健康保険などの特別会

計への繰出金が主なものとなっておりま

す。

　１２６ページ、目２、老人福祉費は、

施設介護サービス委託料や高齢者民間賃

貸住宅家賃助成補助金、老人入所施設措

置費等を執行しておりますが、前年度に

比べ１４．１％の減となっております。
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その主なものは、平成１６年度に執行し

ました社会福祉法人に対する老人福祉施

設整備費補助金の執行がなかったことに

よるものでございます。

　１３０ページ、目３、国民年金総務費

及び目４、国民年金事務費は、国民年金

事務に係る経常経費でございます。

　１３２ページ、目５、身体障害者福祉

費は、前年度に比べ０．３％の増となっ

ており、身体障害者に係る補装具交付援

護施設支援費、また、ホームヘルプ・ガ

イドヘルプサービスに係る支援費などで

ございます。

　１３４ページ、目６、知的障害者福祉

費は、市立みきの路運営委託料や援護施

設支援費等を執行しておりますが、前年

度に比べ１．５％の減となっております。

その主なものは、援護施設支援費におい

て、支援費単価の減額並びに平成１６年

度に執行しましたグループホーム整備補

助金の執行がなかったことによるもので

ございます。

　同じく目７、老人医療助成費は、前年

度に比べ１６．８％の減、また、目８、

身体障害者医療助成費は、前年度に比べ

９．２％の減となっております。その主

なものは、平成１６年１１月からの制度

改正などによるものでございます。

　同じく項２、児童福祉費、目１、児童

福祉総務費は、保育所運営費負担金等を

執行しておりますが、前年度に比べ１６．

３％の増となっており、主なものはせっ

つ保育園等の施設整備に係る補助金でご

ざいます。

　１３８ページ、目２、児童措置費は、

児童手当、児童扶養手当の支給を執行し

ておりますが、対象者の増に伴い、前年

度に比べ５．４％の増となっております。

　目３、児童福祉施設費は、主に市立保

育所の運営に係る臨時職員等の賃金、給

食賄材料費の経費を執行しておりますが、

臨時職員を正職員の退職補充として配置

したことに伴いパート職員等賃金が増と

なったため、前年度に比べ９．２％の増

となっております。

　１４２ページ、目４、母子福祉費は、

母子生活支援施設運営負担金等を執行し

ておりますが、入所者の増に伴い、前年

度に比べ２１．３％の増となっておりま

す。

　目５、乳幼児医療助成費は、乳幼児入

院医療費の減により、前年度に比べ４．

９％の減となっております。

　目６、ひとり親家庭医療助成費は、前

年度に比べ１６．８％の減となっており、

その主なものは平成１６年１１月からの

制度改正などによるものでございます。

　同じく１４２ページの項３、生活保護

費、目１、生活保護総務費は、前年度に

比べ２５．６％の減、また、１４４ペー

ジ、目２、扶助費は、前年度に比べ１４．

３％の増となっております。いずれも生

活保護事務の経常経費及び保護に要する

経費でございます。

　１４８ページ、款４、衛生費、項１、

保健衛生費、目１、保健衛生総務費は、

前年度に比べ９．９％の増となっており

ます。これは保健センター及び休日応急

診療所の管理運営に係る経費、また、三

師会、三次救命救急センター、休日応急

診療所等の補助金や負担金などでござい

ます。

　１５０ページ、目２、予防費は、前年

度に比べ１．９％の減となっております。

その主なものは、各種がん検診委託、市

民健康診査委託、各種予防接種委託、乳

幼児の各種健診などに係るものでござい

ます。

　１５２ページ、目３、環境衛生費は、

前年度に比べ４．４％の減となっており
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ます。その主なものは、消毒業務及び飼

い主不明の犬・猫の死獣処理などに係る

経費でございます。

　１５４ページ、目６、斎場費は、前年

度に比べ２．９％の減となっております。

これは、市営葬儀委託料や斎場・葬儀会

館の管理運営業務委託料等でございます。

　１５６ページ、目７、墓地管理費は、

市営墓地の管理経費でございます。

　以上、保健福祉部に係ります平成１７

年度一般会計歳入歳出決算についての補

足説明とさせていただきます。

○上村委員長　次に、前田生活環境部長。

○前田生活環境部長　おはようございま

す。

　続きまして、認定第１号、平成１７年

度摂津市一般会計歳入歳出決算のうち、

生活環境部にかかわる部分につきまして、

目を追ってその主なものについて補足説

明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、３４ペー

ジ、款１３、使用料及び手数料、項１、

使用料、目２、民生使用料のうち、総合

福祉会館等に係るものは、前年度に比べ

５．２％の増となっております。

　３６ページ、項２、手数料、目１、総

務手数料のうち、市民課に係るものは、

前年度に比べ０．４％の減となっており

ます。

　３８ページ、目２、衛生手数料のうち、

塵芥処理手数料では、前年度に比べ２．

７％の減となっております。

　目３、農林水産業手数料のうち、農業

委員会手数料は、前年度に比べ６３．６

％の減となっております。

　４２ページ、項３、委託金、目１、総

務費委託金のうち、戸籍住民基本台帳費

委託金は、前年度に比べ１３．４％の減

となっております。

　４８ページ、目２、民生費府補助金の

うち、生活文化費補助金は、新進芸術家

育成補助金でございまして、リトルカメ

リア推薦コンサートに対する大阪府から

の補助金でございます。前年度と比べ７

５％の減となっておりますが、この主な

要因は、府内各市町村からの補助金申請

が増加し、定められた大阪府の予算の範

囲内で補助金が分配されたものでござい

ます。

　目３、衛生費府補助金のうち、公害対

策費補助金は、騒音、振動、悪臭対策等

の委任事務補助金でございます。また、

違法屋外広告物除去事務経費補助金は、

違法簡易看板除去に係る補助金でござい

ます。

　目４、農林水産業費府補助金は、前年

度に比べ５．２％の減となっております。

　目５、商工費府補助金は、地域就労支

援事業に係る補助金の交付を受けたもの

であります。

　５２ページ、項３、委託金、目１、総

務費委託金のうち、戸籍住民基本台帳費

委託金は、前年度に比べ８．３％の減と

なっております。

　５６ページ、款１９、諸収入、項３、

貸付金元利収入、目２、中小企業事業資

金融資預託金収入は、前年度と同額となっ

ております。

　６０ページ、項４、雑入、目１、雑入

のうち、生活環境部に係ります主なもの

は、総合福祉会館の光熱水費等負担金、

文化ホール入場料、市町村振興助成金、

資源ごみ売却収入等でございますが、中

でも資源ごみ売却収入は、前年度に比べ

２９２．６％の増加となっております。

その原因は、前年度までは指定法人を通

じて処分しておりましたペットボトルを

リサイクル需要が高まったため売却した

ものであります。

　続きまして、歳出でございますが、９
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０ページ、款２、総務費、項１、総務管

理費、目７、都市交流費は、その主なも

のとして、国際交流嘱託員報酬及び国際

交流協会補助金、市外宿泊施設利用補助

金等に係る経費でございます。

　９４ページ、目１１、防犯対策費は、

防犯灯の設置と維持管理及び防犯協会に

対する負担金等でございます。

　９６ページ、目１４、自治振興費は、

地区振興委員等の報酬のほか、自治会に

対する広報紙等の配布手数料並びに地域

活性化事業と自治連合会が実施する研修

会及び摂津まつり振興会への補助金が主

なものでございます。

　１０６ページ、項３、戸籍住民基本台

帳費、目１、戸籍住民基本台帳費の主な

ものは、戸籍住民基本台帳事務事業及び

市民サービスコーナー事務事業等に係る

経費でございます。

　次に、１４４ページ、款３、民生費、

項４、生活文化費、目１、生活文化総務

費は、財団法人摂津市施設管理公社への

事業委託に係る経費が主なものでござい

ます。

　１４６ページ、目２、総合福祉会館費

は、総合福祉会館の維持管理に係る光熱

水費及び１７年度末での閉館に伴う店舗

の移転補償金が主なものでございまして、

前年度に比べ３７．３％の増加となって

おります。

　目３、文化ホール費は、文化ホールの

維持管理に係る経費でありまして、前年

度に比べ５５．８％の増加となっており

ます。その主な原因は、老朽化した舞台

照明装置を更新したことによるものであ

ります。

　１５４ページ、款４、衛生費、項１、

保健衛生費、目４、公害対策費は、大気

水質、騒音振動対策等に係る経費でござ

いまして、前年度に比べ４３．４％の減

となっております。その主な原因は、前

年度に公害パトロール車として天然ガス

車を導入したことによるものでございま

す。

　目５、環境政策費は、環境保全に係る

啓発事業等に係る経費でございまして、

前年度に比べ８９．９％の減となってお

ります。その主な原因は、前年度に実施

しておりました緊急地域雇用対策として

環境美化推進強化事業の終了によるもの

であります。

　１５６ページ、項２、清掃費、目１、

清掃総務費は、一般廃棄物の収集・処理

事業に係る経常的な経費でございます。

　１５８ページ、目２、塵芥処理費の主

なものは、再生資源集団回収協力金、ス

トックヤード運営に係る光熱水費、可燃

ごみの収集運搬、不燃ごみの中間処理、

不燃ごみ収集運搬、選別委託料等でござ

いまして、前年度に比べ１．０％の減と

なっております。

　１６２ページ、目４、環境センター費

は、環境センターでの可燃ごみ焼却処理

経費のほか、３号炉及び４号炉の維持管

理に係る経費でございまして、前年度に

比べ２．７％の増となっております。

　１６６ページ、款５、農林水産業費、

項１、農業費、目１、農業委員会費は、

農業委員報酬及び農業委員会の運営事務

に係る経費でございまして、前年度に比

べ３．４％の増となっております。

　目２、農業総務費は、農業改良委員報

酬、大阪北部農業共済組合への負担金が

主な経費でございまして、前年度に比べ

１．６％の増となっております。

　１６８ページ、目３、農業振興費は、

地域米消費拡大、市民農園設置委託及び

花とみどりの補助金が主な経費でござい

ます。

　１７０ページ、款６、商工費、項１、
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商工費、目１、商工総務費は、事務管理

費等の経常経費でございまして、前年度

に比べ２７．４％の減となっております。

　１７２ページ、目２、商工振興費は、

商業活性化対策の事業補助や中小企業事

業資金融資預託金等の商工振興策に係る

経費でございます。

　目３、消費対策費は、消費生活相談ルー

ムの運営及び消費者啓発事業の資料作成

等に係る経費等でございまして、前年度

に比べ９．０％の減となっております。

　以上、歳入歳出決算の補足説明とさせ

ていただきます。

○上村委員長　説明が終わり、質疑に入

ります。

　質疑のある方、挙手をお願いします。

　山崎委員。

○山崎委員　では、質問させていただき

ます

　この間の中で、決算、予算と重なるこ

とがないように気をつけるつもりなんで

すけども、そういうときは、またご容赦

のほどをお願いしたいと思うんですが、

決算概要を使わせていただいて、何点か

執行率の低いところとかをちょっと見せ

ていただきたいと思うんですが。

　まず、６２ページ、地域福祉計画です

ね、これは、昨年この福祉計画書をつく

られたということだと思うんですけども、

ことしは去年に比べて１４万で、どういっ

たことをされてきたのかなということを

お聞かせ願えればと思います。

　それから、同じく６２ページのホーム

レスの自立支援というか、相談事業です

ね。これは、支援相談で解決の方向へ行

けてるのかどうかとか、中身の方をちょっ

とお聞かせ願いたいと。

ホームレスの状態に戻られたりというよ

うなことがないのか、お聞きしたいと思

います。

　それから、同じく６２ページの肢体不

自由児父母の会への活動補助金というの

が、昨年は２１万で、ことしが１４万、

これはどういった性格のものでこういう

動きがあるのか、お聞かせ願えればと思

います。

　それから、６３ページですね、精神障

害者の福祉金、これがどういったもので、

これが一昨年あったやつがなくなったと

いうのが、どういう流れでなくなってき

たのかということもお聞かせ願えればと

思います。

　最後のＪＲ千里丘駅のエスカレーター

の管理事業なんですが、昨年が４１４万

で、ことしが２５１万、これもどういっ

たことなのか、お聞かせいただきたいと

思います。

　それから、６５ページ、障害者の店の

この新規事業の補助金なんですが、これ

は１００万円。切りのいい金額、これ、

ぽんと渡してしまうというものなのかど

うか、ちょっとお聞かせ願えればと。

　それから、コミュニティソーシャルワー

カーのこの事業。またこれも新規なんで

すけども、また、ことしからはいろいろ

変わるということも聞いてますけれども、

この決算の中身は消耗品というか、消耗

経費のようですけれども、ほかとの関連

で、事業主体というか、どういったこと

をやられているのか、聞かせてもらえれ

ばと思います。

　関連して、こういうソーシャルワーク

事業というか、府の関連の仕事もたくさ

んあるんでしょうけれども、母子の支援

とか介護訪問の指導なんかでもお聞きし

たいんですけども、保健所支所がなくな

りまして、市民への影響、こういうのは

どうなのかということを、あわせてお聞

かせ願えればと思います。

　保健師さんなんかの派遣の事業などが、
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広域になってくるとなかなか個人宅へは

足を運べないというようなことをお聞き

していますもので、こういった場面で摂

津市民への影響が出てきてないのかとい

うことをお聞かせ願いたいと思います。

　似たような形で、６５ページの介護相

談員の派遣事業、これも事業者への相談、

もう１８回、決まって定期的に動いてい

るということを事務報告では書いてある

んですけども、これだけ、だから個人宅

というか、こういう事が足りているのか

どうか、これをどういうふうに評価され

ているのかいうのも聞かせていただけれ

ばと思います。

　６８ページ、認知症高齢者家族支援事

業なんですけど、これ新たに２０万つけ

たような形になってますけども、この中

身の方もお聞かせ願いたいと思います。

　次の７０ページの障害者手帳の無料化

の負担の軽減ですね、これも一昨年が２

２３万で、ことしが７２万と。この差の

動きを教えていただければと思います。

　それから、次に７３ページ、７４ペー

ジのですね、民間保育所と市立の運営事

業とあわせてちょっとお聞かせ願いたい

んですが、保育所が民営化されまして２

年目ということですが、１５年から１７

年の決算の資料もいただいて、民間と市

立、乱暴な話でちょっと合算させてもら

うと１８億ほどで、民間と公立と合わせ

て民営化したことの効果の方をどういう

ふうに見ておられるのかということを聞

かせてもらえればと思います。

　強いて言えば、民間保育所の設備の補

助の分ができたということができるのか

もしれませんけれども、昨年の答弁では、

保育所環境の向上というような答弁もあ

りましたので、この辺もあわせてお聞か

せ願えればと思います。

　７４ページの新規ですね、これも育児

支援ということで相談、虐待防止の相談

というようなことだと思うんですけれど

も、これの虐待防止の効果というか、何

かわかったことがあれば、新しいことで

教えていただきたいと思います。

　次に、７７ページの母子支援の支援員

の設置ですね、これ、一昨年も昨年も２

００万円ほどあって設置をされてお金が

出てるわけですけども、この上の派遣の

費用が未執行というかゼロになっている

んですけども、こういうのは関係がある

分野なのか、教えていただければと思い

ます。

　次に、同じ７７ページの一番下の乳幼

児の医療費助成なんですけども、府の制

度が変わりまして、１６年が１億３，０

００万、１６年の１１月から１歳から４

歳まで引き上げたわけなんですけども、

これが１７年は１億２，４００万と、決

算額が少し減ってるぐらいなんですけれ

ども、これを制度の変更でどう見るのか

というのをお聞かせ願いたいと思います。

　この辺で、ことし医療改革で食事代な

どが保険から外れて乳幼児の医療でも食

費が出なくなるんですかという話も聞か

せてもらったんですけども、ことしは助

成からは外れていないということですの

で安心はしておるわけなんですけれども、

乳幼児医療の点では、もっと引き上げろ

と、できれば就学前までの助成を検討し

たらどうかということを常々言わせても

らっているわけですけれども、東京の中

野区で、昨年の１０月から小学校６年生

まで、中学校まで所得制限なしで入院に

係る医療費の助成を行っておられるわけ

なんですけれども、１歳引き上げるのに、

単純に今までの数字を年で割って４，０

００万で１歳引き上げれるとかいうよう

に思っていたわけですけども、伺います

と、これ五、六歳以上のお子さんは、基
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本的にはお元気で、なかなか病気される

方が乳幼児に比べてガンと減るというこ

とですので、予算の規模は４，０００万

円規模じゃなくても引き上げは可能であ

ると思いますので、少子化対策というか、

子育てに力を入れているという宣伝効果

の上からも、就学前までの助成というの

を検討されてみてはどうかと思います。

　次に、７９ページなんですが、生活保

護費ですね、一昨年が１６億から１８億、

大幅にふえているわけなんですけれども、

これは今の社会情勢かんがみますと、こ

れからもふえるという方向になるのか、

保護制度も母子加算や老齢加算が削減さ

れてきて、１件当たりの保護費というの

は大分減らされてくる方向になっている

んですけれども、こういったことが市民

生活に影響が出てるのかどうか、この保

護費について、どういうふうに考えてい

けばいいのかというのをお聞かせ願いた

いと思います。

　それから、８４ページの高齢者への訪

問指導、これも執行率が何か非常に低い

ような気がして、気になりましたので、

お聞かせ願いたいと思います。

　８６ページの母子栄養強化事業の部分

も、一昨年は６万３，５５５円出てるん

ですけども、ことしは母子栄養の部分が

ゼロになってますが、この辺もお聞かせ

願いたいと思うんです。というのが、先

ほどもずっと保健師さんの話からさせて

もらったんですけども、訪問事業という

のがここ大変、職員さんも不補充という

ようなことで大変だと思うんですけれど

も、こういったことはなかなか、行かな

いと実態がわからないということが多い

と思うので、訪問事業について問題がな

いのか、お聞かせ願いたいと思います。

　それから、８７ページ環境対策の方で

すが、環境調査というのは、定点・定期

の調査というのが非常に重要だと考えて

おるわけですけれども、事務報告では府

の資料がつけてあったり、水質調査とか

窒素酸化物の、これは変わっていないん

ですけど、この騒音の部分が一昨年４万

から４９万８，０００円と、これ、どう

いうことをされたのか、お聞かせ願いた

いと思います。

　ダイオキシンの問題でも出てきました

けども、大阪府、国の河川の調査は、そ

ういったところに任せてしまっておいて

よいのかというような、環境調査の考え

方をお聞かせ願いたいと思います。

　８９ページの墓地管理なんですが、１

６年、１７年と同じ執行で、大体１５万

ぐらいで、ともに予算が４０万ほどある

んですけども、この予算での検討はどう

だったのか、お聞かせ願いたいと思いま

す。

　９２ページのリサイクルプラザの事業

で、備考欄に整備計画の推進というよう

なことが書かれているんですけれども、

これがちょっとどういったものか、お聞

かせ願いたいと思います。最近の進捗状

況のニュースとかあれば、お聞かせ願い

たいと。

　同じ９２ページですね。これ、ごみ減

量なんか、少し経費も減ってるのかなと、

ごみ減量の状況なんかも聞かせてもらえ

たらと思います。

　あと、９６ページの水田農業経営確立

対策なんですが、これが１６年が１８万、

１７年４０万ということで、この需要に

応じたというような中身をちょっと聞か

せていただければと思います。

　あと、１００ページの産業振興の部分

で中身の方をお聞かせいただきたいんで

すが、労働者信用基金協会債務保証料補

助のこの事業ですね、これも執行率ゼロ

で、昨年の質問と記録を見ましたら、課

－�9�－



長自身が首をかしげるというような答弁

してはるんですけども、改めて中身整理

してお聞かせ願えればと思います。

　あと、地域ネット関連事業の執行率が

非常にないというやつですね。これは府

の事業へ移っていくというようなことで

お聞きしているんですけども、この市の

決算に乗らない府の事業との、大きな北

大阪でやっている事業との関連もお聞か

せ願えればと思います。

　１回目は、以上です。

○上村委員長　質問、多岐にわたってお

りますけれども。順次答弁願います。

　紀田参事。

○紀田生活環境部参事　リサイクルプラ

ザ整備計画の推進の内容ということと、

ごみ減量の状況についてお答えさせてい

ただきます。

　プラザにつきましては、平成１３年２

月にストックヤードをオープンしておる

んですが、それは一部の施設という位置

づけでございまして、基本的に当初設置

する計画といたしましては、不燃物の処

理施設並びにストックヤード、あとリサ

イクルを推進するための啓発施設、そう

いったものを予定しておったんですが、

とりあえず平成１３年２月に収集体制を

見直すということで、まず必要なものか

らということでストックヤードを整備し

たんですが、それ以降の部分については、

当初の計画から若干おくれておりますが、

とりあえず、建設する方向へ検討したり、

財政状況を勘案しながら着手時期を検討

したりというようなことで今進んでおり

まして、今の状況ではなかなか、いつか

ら着手するというのが言えない状況でご

ざいまして、ただ、内容的には、やはり

現在のリサイクル法の取り組みであると

か、そういうものを見ながら、何が必要

かというようなことも含めて内部的な検

討はしてございます。

　ごみ減量の状況でございますが、８月

１５日の広報にもお知らせさせていただ

いたりということで、府下でもナンバー

ワンの減量率ということで、市民のご協

力をいただきながら、おかげさまでかな

り減量してまいっております。

　当初の目的は、やはり１炉運転に取り

組むということでスタートしておりまし

て、その１炉運転の目標を３００日の９

０トン炉ですから、２万７，０００トン

ということで、平成１７年度末現在の１

年間の可燃物の収集量が２万九千数百ト

ンやったと思いますんで、あと３，００

０トンぐらいを何とか減量すれば１炉運

転に達成できるということでございます。

　ただ、目標年次は、平成１８年度とい

うことになっておりまして、あと半期し

か残ってないわけですが、それまでに確

実にできるかということになると若干自

信を持って言うことはできないんですが、

ただ、現在も自治会等プリントをお配り

する中で、従来集めてない雑紙といった

ものも今、資源として業者さんが回収し

ていただけるということも聞いておりま

すので、そういうことも広げながら、あ

と何とか当初の目標をクリアしたいとい

うふうに考えております。

○上村委員長　前川参事。

○前川生活環境部参事　環境調査の考え

方ということでございますけども、摂津

市におきましては、騒音、振動、悪臭等

におきましては委任事務という形で位置

づけられておりまして、大気、水質等に

ついては経由事務という位置づけになっ

ています。その関係上、我々としては主

体的に騒音、振動、悪臭に関しての自然

環境調査というのを重点的に行っている

ところでございまして、騒音につきまし

ては、備品購入費といたしまして、約３
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０年ほど前に購入した精密騒音計が老朽

化したために更新という形で精密騒音計

を１台購入して、現在、自動車関係の道

路騒音については３か所、一般環境騒音

につきましては１８か所を測定してござ

います。

　それと、水質につきましては、一般的

には府の環境調査で補っておられるんで

すけども、それ以外の中小河川等につい

ては市の方で、補完的に今現在９河川で

年４回測定して、それを補っているとい

うことでございます。

　また、先ほど言われましたダイオキシ

ンの関係なんですけど、これは主な河川

については府の方でされているというこ

とで、我々の方では補完してございませ

ん。

　あと、大気につきましては、現在、市

役所横に大阪府の常時観測所が１か所ご

ざいます。ただ、摂津市域１か所では不

十分ということで、簡易測定でございま

すけども、市域１６か所ということで、

１平方キロに１か所程度、補完的に簡易

測定でございますけれども、状況把握に

努めているということです。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　介護保険課に係る

質問ということで、介護相談員派遣事業

についてお答え申し上げます。

　この介護相談員派遣事業につきまして

は、市が委嘱しましたボランティアによ

る相談員が市内の入所施設及び通所施設

に訪問して、サービスの利用者が施設の

職員に直接言いにくい、あるいは聞きに

くいといった施設での不満や不安、疑問

や苦情をじっくり聞くことで、その場で

解決できるものはお答えし、解決できな

いものについては事業者に橋渡ししてい

くと。それとあわせて、第三者の目とい

うことで気がついたことを事業者に伝え

ていくということで、それぞれの施設の

改善、サービスの質の向上ということに

努めていただくと。それに加えて、苦情

や事故を未然に防ぐという目的で実施し

ているものでございます。

　１７年度につきましては、１０名の相

談員の方が市内の１１の事業者、計２４

のサービス事業になるわけなんですが、

これを事業者によっては月２回、あるい

は月１回ということで訪問させていただ

いているということでございます。

　ご質問の中に、個人宅への訪問はどの

ように考えているのかということだった

かと思いますが、これにつきましては、

なかなかボランティアの方の確保が難し

いということと、施設でしたら一度に複

数名の方とお話ができるんですが、個人

宅ではなかなか事業効果も期待しにくい

というようなことで、現在は考えており

ませんが、これにつきましてはケアマネ

ジャーの方が定期的に利用者の方の声を

聞いておりますので、例えば、ヘルパー

さん、あるいは訪問看護の方への苦情と

か、相談が直接言いにくいという場合は、

ケアマネジャーさんを通じて、あるいは

市へ直接ご相談したりしていただければ

というふうに考えております。

　また、この施設への派遣については、

１８年度からの話ですが、２名増員しま

して回数の方もふやしておりますので、

ご理解いただきますようお願いいたしま

す。

○上村委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　福祉総務課にか

かわります３点のご質問でございますが、

まず１点目の地域福祉計画推進事業、こ

れについてでございますが、この決算に

表示をされておりますのは、このいわゆ

る１７年度に地域福祉計画の推進協議会

を設置いたしておりまして、この協議会
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の運営に係る経費が、いわゆる決算概要

に計上されておりまして、主なものは、

この協議会の委員さんの報酬というよう

な中身になってるわけでございますが、

この地域福祉計画そのものは、ご承知の

ように１６年度末に策定をいたしており

まして、昨年につきましては、主なもの

といたしましては、この計画を踏まえま

してＣＳＷの設置を行わせていただいた

という形になっておりまして、また、こ

れは本年の話になるわけでございますが、

本年は引き続きまして地域の福祉活動拠

点の整備に向けて取り組みを行っている

ということでございます。

　それから、２番目のホームレスの件で

ございますが、ここでのホームレスの自

立支援事業、決算額が５７万９，０００

円になっておりますが、これにつきまし

ては、大阪府の社会福祉協議会の方に委

託をいたしましてホームレスの巡回指導

を行っておるわけでございますが、この

負担金でございます。

　ちなみに、本市でのホームレスの状況

を申し上げますと、平成１５年の２月の

段階では４１名ございました。これが１

７年の７月段階では３８名に減少してお

りまして、また、本年の２月の段階では

３１名に減少いたしております。

　ですから、徐々に減少はいたしておる

わけでございますが、具体にこのホーム

レスの方々に対する対応と申しますのは、

先ほど申しましたように大社協の方から

の相談員の方が定期的に巡回して、この

ホームレスの方々の健康相談に応じたり、

また、さまざまな生活上の問題に対応す

るというようなことと、ホームレスの実

態がどうなっているのかというようなこ

とで、把握に努めているというふうなこ

とでございます。

　それから、３点目の生活保護の問題で

ございますが、これにつきましては、ざっ

とこの５年間ほどのスパンで見ますと、

保護費そのものといたしましては１３年

度が約１２億円ぐらいでございました。

これが１７年度には１８億ほどの決算額

になっておりますので、この５年間でほ

ぼ５割アップというような形になってお

ります。

　また、被保護者の状態につきましても、

１３年度の段階では、これは年間平均の

数値でございますが、世帯数が４２７世

帯、被保護者の人数が６５４名でござい

ましたが、１７年度では６５０世帯、９

４８名というようなことで、年々いわゆ

る保護率も上昇をいたしておるところで

ございます。これにつきましては、昨今

の景気動向、それから市の人口の中での

年齢構成等で今後の見通しといたしまし

ては、現在、ほぼ年率１０％ぐらいの伸

びを示しているわけでございますが、こ

の傾向はいましばらく続いていくのでは

ないかなというふうに考えております。

○上村委員長　福永参事。

○福永保健福祉部参事　保健所支所が茨

木保健所に統合されて、市民への影響は

というご質問についてでございますが、

保健所支所が統合されることが決まりま

して、まだこちらに支所がございます時

点から支所、あるいは茨木保健所との合

同会議を毎年持っております。摂津市民

にとってサービスが低下しないようにと

いうことをコンセプトに、健康推進課が

事務局となっておりますが、高齢者障害

者福祉課や社会福祉協議会等、関係職員

集まりまして、茨木保健所とのサービス

の低下を来さないような対応をしていた

だきたいという会議を持っております。

　その中で、茨木保健所の方で摂津に対

して、このようなことをします、また、

しましたというような報告、あるいは保
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健所と摂津市との覚書等も交わしており

まして、その内容といたしまして一部ご

紹介させていただきますが、例えば、先

ほど精神障害者へのというようなご質問

もございましたが、例えば、心の健康相

談につきましては、毎月第１、第３水曜

日、それから第２、第４水曜日、毎週水

曜日の午後、保健所の方からこちらに出

向いていただきまして、精神保健相談を

実施していただいている、あるいは、当

日、面接や家庭訪問等、市の職員と同伴

をしたり単独で行かれたりというような

ことを実施していただいております。

　それから、特定疾患患者の医療費公費

負担申請につきましては、７月の月末１

週間、市役所の会議室を提供いたしまし

て、こちらに出向いて医療費の公費負担

の申請をしていただいております。

　そのほか、障害児の健康相談や母子保

健、成人・老人保健等、家庭訪問指導、

そのままこちらに茨木保健所の自転車等

も預かっておりまして、茨木保健所の方

から出向いて家庭訪問指導等を実施して

いただいているところでございます。

　それから、高齢者への訪問事業につい

てのご質問でございますが、予算的には

訪問指導事業の中に消耗品費と訪問審査

委託料が組まれておりますが、この訪問

審査委託料につきましては、ここ数年、

実施件数ゼロが続いております。これは

寝たきりの高齢者の方の市民健診を家庭

訪問して実施していただくという事業で

ございまして、ご希望のある市民の方に

は、いつでも訪問できる体制をとってお

るところでございますが、今のところご

希望がないというのが実態でございます。

　そのほかの保健師の方の訪問に関しま

しては、訪問実績の訪問実数につきまし

ては、数年来ほとんど変化なく実施でき

ているものと認識しております。ただ、

訪問延べ数、こちらの方は若干、年々、

減少してきております。

　しかしながら、これに関しましては、

介護保険制度が充実してまいりまして、

継続しての訪問看護等は各種各事業所等

が継続して行っていただける状況が充実

してまいったというようなことでカバー

できているものと考えております。

　それから、母子栄養食品支給の実績が

なかったということに関してでございま

すが、こちらの方も若年妊婦や高齢妊婦、

ハイリスク妊婦、それから妊婦世帯主等

のハイリスク妊婦への家庭訪問指導とい

うのを保健師の方が実施しておりまして、

この母子栄養食品の支給事業というのは、

栄養状態の悪い妊婦さんや乳児に対して

牛乳を支給するという制度でございます

が、実際に妊婦、それから新生児訪問等

やっております健康推進課といたしまし

て、必要な方には随時ご紹介を申し上げ

ているところなんでございますが、平成

１７年度はお申し込みがなかった、必要

な方がなかったという状況だと認識して

おります。

○上村委員長　阪口参事。

○阪口健康推進課参事　私の方から、墓

地管理事業に係ります予算と決算の乖離

につきまして、予算編成時どういうふう

な考え方で予算組みをしているのかとい

うふうなお問いに対しましてご答弁させ

ていただきます。

　墓地管理事業に係ります予算で、これ

は主なものは消耗品、光熱水費といった

経常的な経費に当たるわけでございます

が、そのほかに墓地の返還金、積立金と

いう二つの項目がございます。実はここ

で予算と決算の乖離が生じてまいります。

　墓地というのは、当然ながら、一度お

渡しすると永続的な使用というのが前提

でございますので、なかなか返還があり
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ません。現在もすべて埋まっておる状態

なんですけれども、これが年度途中で使

用者の方から返還があった場合、既に納

めていただいております使用料、管理料

の総額の６分の１、５年を超える使用に

関して６分の１の額を返還するというふ

うなことが条例でうたわれております。

この返還のあったときに備えまして、歳

出予算として毎年度３基程度が返ってく

るということで予算組みをしております。

　それと、墓地基金積立金でございます

けれども、私ども基金条例を持っており

まして、このいわゆる墓地管理に係る経

費に充てるための基金でございますが、

ここに管理費を積み立てるというふうな

ことになってございますので、この場合

も墓地の返還があって、それを新たに分

譲した場合の得られる予算につきまして

計上しておりますもので、毎年度、乖離

が生じてくるというようなことでござい

ます。

　ちなみに、１７年度につきましては１

基返還を受けまして、これを１６年度で

の墓地募集がございましたけれども、補

欠当選者の有効期限が残っておりました

ので譲渡いたしましたということでござ

います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　まず、６２ペー

ジ、肢体不自由児者父母の会の補助金に

ついてでございますが、現在、父母の会

に対しましては２９万円の補助金を出し

ておりますが、その内訳につきましては、

活動補助金が９万５，０００円、それか

ら社会参加補助金ということで１９万５，

０００円の計２９万円となっております。

　社会参加補助金につきましては、重度

の障害のある方たちの団体ということで、

なかなか社会参加もままならないという

ことで、レクリエーション活動等に使用

していただこうということでバス代２台

分を補助として出させていただいており

ます。

　ただ、この補助金につきましては、補

助金の性格上、不用額となった場合につ

きましては返還をしていただくという形

になっておりまして、１６年度につきま

しては、そのうちの７万６，４００円を

返還していただいておりまして、決算額

として２１万３，６００円、１７年度に

つきましては１４万８，８００円を返還

していただいておりまして、決算額が１

４万１，２００円となっております。

　続きまして、精神障害者の福祉金につ

いてでございますが、これにつきまして

は、個人給付を見直すということで現在、

一津屋の府営住宅の味生住宅に精神障害

者の方のグループホームを開設しており

ますが、また、千里丘三島線沿いに三島

地域にアシストという施設を開設してお

りますが、これも制度としては福祉作業

所という制度をとっておりますが、内容

的にはグループワークや精神障害者の方

の相談支援に当たっていただくと、こう

いった事業にシフトしていくということ

で、平成１６年６月末をもちまして、他

の身障・知的の福祉金とあわせて廃止を

した経過でございます。

　続きまして、千里丘駅のエスカレーター

の保守点検委託料が前年度と比べまして

減額となっておりますのは、平成１７年

度から庁舎の管理契約等と一括契約をさ

せていただきましたので、減額となった

次第でございます。

　続きまして、６５ページ、障害者の店

でございますが、これは平成１７年８月

に正雀本町の空き店舗を活用いたしまし

て市内の障害者団体、あるいは障害者施

設や作業所の方々で運営会をつくってい

ただきまして運営を始めたものでござい
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ます。内容につきましては、喫茶と、そ

れから市内の障害者施設や作業所で製作

しております自主製品の販売、それから

ボックスを設けまして市民の方が自主的

につくっておられる自主製品を展示、ま

た販売等をさせていただいております。

　この１００万円の補助金につきまして

は、障害者の店を立ち上げるに当たりま

して、市として支援をしていくというこ

とで補助をさせていただいているもので

ございまして、一応、１７年度限りの補

助金というふうに考えさせていただいて

おります。１８年度以降につきましては、

障害者団体等に自立をしていただくとい

うこともございますが、市といたしまし

ては１８年度から新たに授産活性化の補

助金というのを授産施設に対して補助を

しておりますので、その中から障害者の

店等にも負担等をしていただいて、自立

して運営をしていただくという形で考え

ております。

　続きまして、６５ページ、コミュニティ

ソーシャルワーカーについてでございま

すが、これは大阪府の事業でございまし

て、平成１７年度につきましては、試行

的に第一中学校区に配置するということ

で市役所を拠点といたしまして高齢者障

害者福祉課で社会福祉士と精神保健福祉

士の資格を持っている職員をコミュニティ

ソーシャルワーカーとして配置したもの

でございます。府の制度で、人件費４８

０万円、それから活動費ということで１

００万円の補助がつきます。ただ、市が

直接する場合につきましては、この２分

の１が補助されることとなっておりまし

て、市の職員が担当しておりますので、

このコミュニティソーシャルワーク事業

としては人件費の支出で上がってこずに、

活動費１００万円の分として備品や消耗

品等の内容で決算として上がってまいっ

ております。

　なお、１８年度からは他の四つの中学

校区につきましても、そのうち三つが社

会福祉協議会の職員、それからもう一つ

が市内の精神障害者の団体であります、

あけぼの福祉会の方の職員を配置して、

現在取り組みを進めております。これに

つきましては、人件費４８０万円、活動

費１００万円が支出されることになりま

すが、府の補助が１０分の１０というこ

とで、すべて府の補助となっております。

　次の認知症の支援事業でございますが、

これにつきましては、摂津市老人介護者

家族の会の方で取り組んでいただきます

認知症に対する取り組みに対して補助を

してまいるものでございます。具体的に

は、相談活動といたしまして、電話によ

る相談及び電話による介護者の状況確認

ということで年間１００回、それから地

区集会ということで、各地区で年５回の

交流集会を開催しております。それから、

リフレッシュ事業、その他ということで

研修会の開催ということで、年２回の開

催をさせていただいているところでござ

います。

　続きまして、障害者手帳の無料化につ

いてでございますが、身体障害者手帳に

つきましては新規発行と再発行がござい

ますが、平成１７年４月から、新規発行

につきまして、市民税の非課税世帯に限

定をさせていただきました。それにより

まして、１７年度実績で言いますと、申

請件数が新規が１９６件、再発行が１７

１件の計３６７件ございましたが、助成

対象となったのが１１７件ということで

ございます。

　なお、大阪府の補助制度につきまして

は、新規、再発行合わせまして、いわゆ

る非課税世帯に限るということになって

おりまして、実際に本市が助成としまし
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た１１７件のうち、大阪府の補助金対象

となるのは６５件ということになってお

ります。

○上村委員長　中井参事。

○中井産業振興課参事　それでは、決算

概要の９６ページ、水田農業経営確立対

策事業のご質問にお答えいたします。

　水田農業経営確立対策事業、米の生産

調整、減反政策であります。米政策は改

革の時でありまして、平成１６年から生

産調整の手法として生産調整面積から生

産目標数量に、また、助成金制度も全国

一律の反別、作物別助成から産地づくり

対策等の助成にと大きく変更になりまし

た。また、平成１９年度からは配分の方

針や事務を行政主導から農業者及び農業

者団体が実施することになっております。

このような中で、報償金２５万円の予算

に対しまして執行額５万２，０００円、

未執行額１９万８，０００円、したがい

まして執行率が２０．８％になり、事業

費全体の執行率を低くしてしまったもの

でございます。

　報償金の内訳といたしましては、地域

の特色を生かした取り組みに対する交付

と摂津市地域水田農業推進協議会委員に

対する報償金でございます。地域の特色

を生かした取り組みに対する交付を一般

会計からの執行ではなく、摂津市地域水

田農業推進協議会の予算から執行したこ

とに伴いまして、一般会計において不用

額が生じたものでございます。

　それから、平成１６年の決算額１８万、

１７年が４０万となっております。ふえ

た理由でございますが、減反事務におき

まして手持ちのパソコンではシステムが

動かないということでございまして、容

量の大きいものを購入させてもらったと

いうことで、ちょっとページが変わりま

して下の欄、庁用器具費で２２万何がし

かの執行をしております。これがふえた

理由でございまして、１６年１８万、１

７年も内容的には１８万、変わりないよ

うな内容でございます。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　産業振興課におけ

ますご質問の中で１００ページ、日本労

働者信用基金協会債務保証料補助が未執

行についてご説明させていただきます。

　この制度は、本市に居住する労働者が

社団法人日本労働者信用基金協会の債務

保証を受けて労働金庫から融資を受けた

際に、その債務保証に要する保証料を助

成するものであります。助成内容は、教

育ローン、カーライフローン、リフォー

ムローンの融資を受けた者で、融資を受

けた金額のうち、１００万円以下で融資

期間が５年以内にかかわる債務保証料相

当額と本市に居住し、あるいは本市に居

住する目的で自己の居住用住宅を新築・

増改築、または購入するための融資を受

けた者で、融資を受けた金額のうち、１，

０００万円以下で融資期間が３０年以内

の部分にかかわります債務保証料相当額

であります。

　各市に照会をかけておりますが、どこ

も利用は大変低調でありますものの、産

業振興課が持ち合わせますデータベース

４，１５０事業所中、従業員９９人まで

の事業所が４，１００を占める状況をか

んがみましてもニーズはないと言い切れ

ず、制度周知の徹底を図ってまいりたく

思います。

　次に、１０１ページ、大阪府地域ネッ

ト関連事業の未執行についてでございま

す。

　昭和５９年、多様化、複雑化する消費

者問題に対応するため、特殊法人国民生

活センターのホストコンピューターと各

市の消費生活センターに設置した端末機
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を結ぶ全国消費生活情報ネットワークシ

ステム「パイオネット」の運営が開始さ

れました。このシステムは、都道府県レ

ベルで、各都道府県の消費生活センター

を経由しており、都道府県と各市の消費

生活センター間の整備事業にかかわる費

用は、都道府県のネットワークシステム

体制整備事業として、本市におきまして

は大阪府からの補助金として全額補助を

受けておりました。

　平成５年１０月、この国民センターが

独立行政法人に移行し、平成１６年６月

に施行されました消費者基本法では、消

費者政策における中核的な機関として役

割が明記され、あわせて三位一体改革に

基づき整備交付金が見直される中、この

平成１７年度以降のパイオネットは、独

立行政法人国民センターの運営にすべて

統合されることになりました。

　よりまして、都道府県が各市へ全額補

助するネットワークシステム体制整備事

業は廃止され、本市で生じます整備にか

かわります費用は大阪府からの補助金交

付から国民センターの全額費用負担に変

更されましたため、予算執行が不要となっ

たものでございます。

　また、府との関連事業としましては、

この消費行政のほかに地域就労支援ネッ

トワーク事業の共同事業がございます。

現在のところ予算執行は伴っておりませ

ん。この共同事業とは、府内を７ブロッ

クに分け、労働行政関係機関、労使団体、

経済団体がそれぞれの役割を果たしつつ、

連携を図り地域の労働にかかわります課

題や問題を共通認識し、雇用啓発、相談

に関するネットワーク事業を展開してお

ります。

　平成１７年度におきましては、北大阪

地域労働ネットワーク関連事業として池

田市でのジョブカフェ事業、吹田市での

シニアワークサポート事業、豊中市での

ゆとり時短事業、茨木市での高年齢者就

業セミナー、そして本市での地域労働セ

ミナー等を実施してまいりました。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　こども育成課に

かかわる部分についてお答えさせていた

だきます。

　１点目、保育所の民営化２年を迎えま

して、民営化した効果について保育所環

境の向上という面からどうなのかという

ご質問でございますが、せっつ保育園の

民営化に当たりましては、もともと建て

かえを条件ということでお願いをしてま

いりました。

　せっつ保育園は、昭和４４年に創設さ

れまして老朽化が激しく、保育環境を考

えた場合に、早急な建てかえ、改築が望

まれておりました。また、この地域は住

宅地域でもありまして、要保育児童も多

く、市内各方面から通園可能であるとい

うこともありまして、この増改築に伴い、

定員の増、そして集いの広場というよう

な事業も含めました地域への子育て支援、

そして一時保育、休日保育なども含めた

多機能保育所へということで計画を進め

ているところでございます。

　本年の６月には建てかえもされまして、

今までの保育環境ということとは全く違っ

た形で、安全で安心のできるような保育

環境で、また、いろいろな保育を行って

いけるような保育環境が整えられてきた

のではないのかなというふうに考えてお

ります。

　続きまして、２点目の児童虐待発生予

防システム構築事業についてでございま

すが、この事業は、虐待要因を抱えた家

庭を早期に把握して、継続的な訪問支援

を行うことで養育者の孤立を防いだり、

子育て支援につなげることで、乳幼児へ
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の虐待の未然防止を図るというものでご

ざいます。４か月健診や１歳６か月健診

の未受診者を対象に保健師の訪問、そし

て、あわせて主任児童委員の見守り活動

を行うということになっております。

　１７年度の事業といたしましては、具

体的に健康推進課の方で保健師と主任児

童委員さんとの連携ということで図って

きております。また、主任児童委員さん

の研修でありますとか、また、広く虐待

を啓発して、子ども虐待の意識を市民全

体で高めていくという意味でフォーラム

などを実施して、虐待の発生予防に寄与

してきたというふうに考えております。

　３点目は、母子家庭の日常生活支援事

業の未執行ということ、それから、あわ

せて母子自立支援員の設置が関係あるの

かどうかというご質問でございますが、

まず、母子自立支援員でございますが、

母子及び寡婦福祉法の改正によりまして、

平成１５年４月より市に母子自立支援員

の設置が義務づけられております。母子

自立支援員の役割といたしまして、母子・

寡婦に対し、相談に応じ、その自立に必

要な情報提供及び指導を行う。また、母

子・寡婦に対し、職業能力の向上及び求

職活動に関する支援を行うというふうに

なっております。この母子自立支援員の

配置と、また、母子家庭等日常生活支援

事業の未執行というところにつきまして

は、関係はございません。

　母子家庭日常生活支援事業につきまし

ては、ひとり親家庭に対して家事の援助

を行うために、家庭生活支援員、ヘルパー

を派遣するものでありまして、これにつ

きましては、大阪府も大阪府母子・寡婦

福祉連合会に委託をしておりまして、現

在のところ相談がありましたら母子自立

相談員への相談を通しまして連合会の方

に依頼をしております。

　平成１６年、１７年にわたりまして、

この事業を実施することができないまま

でおりますけれども、府下各市、制度化

しても、まだ実際にはなかなか動けてい

ないというような状況などもありまして、

いかに有効な制度としてつくっていくの

かというところを検討中というところで

ございます。

　平成１８年度には、ひとり親家庭自立

促進計画を策定するということで現在策

定中でございますが、この中で委員の皆

様方にもいろいろな議論をお願いしなが

ら、有効な事業として行っていきたいと

いうふうに考えております。

　次に、乳幼児医療助成の制度について

でございますが、平成１６年の１１月か

ら１歳年齢を引き上げたという制度変更

がありながら、実際には助成額が減少し

ている、このことをどう見ていくのかと

いうご質問でございました。これにつき

ましては、同じ平成１６年の１１月より、

一部自己負担額が導入されておりまして、

ほぼこの一部自己負担額と一歳年齢を上

げた額とが一致しているような状況でご

ざいます。ですから、平成１６年度と１

７年度の助成額を比べましたときに、ほ

とんど差がないというような状況になっ

ております。

　平成１５年度の額と比較いたしますと、

一部自己負担額が全くない時の状態との

比較でございますので、それと、また一

歳年齢を引き上げたことによる助成額の

増とあわせますと、大体、前回の定例会

でも申し上げさせていただきましたとお

り、一歳引き上げる形で２，７００万円

ぐらいの医療費に対する助成額の増が見

込まれるというふうに考えております。

　少子化対策として、就学前までの検討

をというお話がございましたけれども、

本市の財政状況からもいろいろな形で負
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担も大きくなることも考え合わせまして、

先日の定例会でもご答弁させていただき

ましたとおり、今後また、その負担と、

それから少子化対策として子どもを安心

して生み、育てていくというところから

どう考えていくのかというところとあわ

せまして、今後また研究、検討というこ

とでさせていただきたいというふうに考

えております。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　丁寧なご答弁ありがとうご

ざいます。地域福祉計画、よくわかりま

した。これからの取り組みをしっかりま

たやっていただきたいと思います。ホー

ムレスも府の事業ということですけれど

も、やっぱり市の方としても気をつけて

いただきたい分野でもありますので、よ

ろしくお願いします。

　肢体不自由児者父母の会への負担の話

もよくわかりました。障害者福祉金も移

行していくということですから、結構で

す。エスカレーターもわかりました。あ

と、これは障害者の店の分ですね、オー

ケーです。

　ＣＳＷの事業につきましては、試行段

階ということではあるんですけれども、

市役所の職員さんがやっておられるので、

経費としては入ってこないということな

んですけれども、確かに、こういったも

のは、つくるようにということで地域支

援というのがいかに重要かということで

すので、しっかりやっていっていただき

たいと思います。

　保健師さんの話で健康推進課から会議

とか心の健康相談、いろんなご答弁いた

だきましたけれども、なかなかこの精神

疾患の方というのは家から出られない方

が非常に多いとお聞きしてます。私の娘

ができたときも保健師さんに来てもらっ

て、いろんな相談を受けてもらったんで

すけれども、その１０数年前の当時です

けども、拒食症とか過食症とか、こういっ

た精神疾患の方だけでも本当にたくさん

の方がいらして、保健師さんの手が回ら

ないということをお聞きしてますので、

なかなか外へ出てこれない精神疾患のと

ころへの訪問活動というのを、ぜひとも

また力を入れていただきたいと思います。

　それから、認知症の話もよくわかりま

した。本当に電話かけるだけでも大分違

うと思いますので、よろしくお願いしま

す。

　障害者手帳、市民税の課税世帯が省か

れたということですので、これは仕方が

ないのかなというか、よくわかりました。

　保育所の問題は、保育環境の向上とい

う点でも、せっつ保育園の方は新しい園

舎になっていいんだと思うんですけど、

市内全体の保育環境の向上も、どういう

ふうに見ておられるのかなと。職員の不

補充でずっと臨職というか、正規でない

方が今、保育所の職員さんふえていると

いうふうにも聞いていますので、この辺

を公の保育所としては、やっぱり公的な

保育責任、保育所の設置責任というかね、

これをどういうふうに見ているのか、で

きればもう一度お答え願えればと思いま

す。

　それから、児童虐待の方もわかりまし

た。

　母子自立支援の方の設置の話、これ義

務づけられてつくったというような形も

今ありましたけれども、情報提供という

意味では、パートを探しておられる母子

のお母さん方、何か要するにお助けする

ということですから、この市庁内の連携

というか、求職活動の連携等もしっかり

とってもらって、それこそ私、市民ルー

ムのそばにおりますんで、市民ルームな

かの毎週の求職情報なんかは結構お母さ
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ん方が見にこられてしてはるのをお見受

けしますので、この間、市庁舎の方のあ

そこにも求職情報あるのに、真っ暗けで

意味あるのかという話ちょっとしました

ら、早速電気つけていただいたというこ

ともあったりするんで、やっぱり求職情

報というのはスピードというか、すぐに

行かないと、というところがありますの

で、この辺もあわせてしっかりやってい

ただきたいと思います。

　あと、その後の派遣の方は家事支援と

いうことなんですけど、これも、だから

皆さん、こういうことがほんまにお困り

のときにできるということを知らないと

思うんで、こういうのも知らせていただ

くようにお願いしたいと思います。

　それから、乳幼児の医療助成について

は、一部の自己負担で吸収されたという

形になりますけども、先ほど私も言いま

したように、年齢を同じ上げるのも、乳

幼児を上げるのと五、六歳の子どもさん

に対象を引き上げるのとでは、ほんまに

予算規模というか、対象が非常に少なく

なるというのが、ほかの実施してはる自

治体の計算からも出てきてますので、ぜ

ひ研究していただきたいと思います。

　それから、生活保護の方ですけれども、

職員がふやしていただいて、件数がふえ

ていることに対して、一人当たりの件数

を減らせるように努力していただいてい

るのは聞いているんですけども、なかな

か忙しいと、その保護のケースがきちっ

と把握できるかということが問題になっ

てくると思います。

　九州の裁判で、辞退届を書いて、もう

調査せずに打ち切って裁判に負けたとい

うようなあれがありましたけれども、そ

ういったことがないように、実態に合わ

せたというか、当然、不正受給なんかは

ないような、しっかりとした運営をして

いただきたいと思うんですが、私もいろ

いろ相談活動なんかさせてもらいますと、

保護の制度自体、余り皆さんきちんと把

握してられないという方が多いのでね。

　例えば、稼働年齢で、ちょっとでも仕

事ができてたら保護は受けられないとか、

収入がそれこそほとんどなくても、そん

なふうに考えてはる方も非常に多いです

から、最後のセーフティーネットとして、

国民の権利として保護も受けられるんだ

ということもお知らせいただきたいと思

います。

　それから、高齢者への訪問指導と母子

の訪問指導ですけども、これも希望がな

かったということなんですけども、やっ

ぱり知らせるというか、知らない方が多

いんではないかと思いますし、ハイリス

クの妊婦さんというのは、保健師さんと

いうよりはお医者さんから知らせてもら

えるというか、何かそんな情報というか、

できないものかと思うんですけども、やっ

ぱり産科のお医者さんが一番その妊婦さ

んの状態とかいうのがよくおわかりにな

ると思うので、ちょっと工夫をしていた

だければどうかなと思います。

　それから、環境調査の分なんですけど

も、管轄がありますからそれは仕方がな

いにしても、私が知らないだけかもしれ

ませんけど、簡易測定を空気なんかでも

やっておられるということなんですけど、

この結果なんかは定期的にお知らせいた

だいているのかどうか、ちょっとまたお

聞かせ願えればと思います。

　それから、最後の地域ネット事業とい

うか、府の事業との産業振興の話なんで

すけれども、最後に紹介していただいた

のが、結構、他市の事業が非常に多いよ

うに思いますので、この辺の関係なんか

もお聞かせ願えたらと思います。

○上村委員長　佐藤次長。
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○佐藤保健福祉部次長　生活保護に関す

ることでございますが、生活保護のケー

スワーカーの配置基準につきましては、

ケースワーカー一人当たり８０世帯とい

うのが一つの基準として国の方から提示

されているわけでございますが、先ほど

申し上げましたように、年々その被保護

世帯が増加をしてきておりまして、こう

いう中で適切な保護実施をするという観

点から、平成１６年度に、当時それまで

５名体制でございましたが、６名に、い

わゆる１名増をいたしまして、６名、さ

らに本年４月からまた１名増をいたしま

して、現有７名という形で対応いたして

おります。

　ただし、現段階で約７００世帯ぐらい

の被保護世帯数に増加をしてきておりま

すので、引き続き来年度以降についても、

適切な保護の実施ができるようにワーカー

の体制を整備をしていきたいというふう

に考えております。

○上村委員長　池上参事。

○池上環境対策課参事　環境調査の簡易

測定の調査結果を市民にどう周知させて

いるかという質問についてお答えさせて

いただきます。

　環境調査の結果については、広報紙、

まず環境特集号、年２回発行してるんで

すけど、その環境特集号と、また、環境

白書の内容を、こういった環境白書なん

ですけども、それもホームページの方で

掲載させていただきます。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　正規の職員の退

職に対する不補充と公的な保育責任に対

してというご質問でございましたけれど

も、現在、保育所の正規職員は、退職し

てもこのところ何年間かは不補充のまま

で来ております。ただ、平成１５年度と

比べましたら、平成１７年度につきまし

ては、少し割合が正規の職員対臨時職員

という割合が正規職員の方の割合が高く

なってきているという事実はございます。

やはり保育を一貫して進めていくという

意味でも、継続した雇用によって責任を

持って保育を進めていくという、そうい

うことで考えましても、正規の職員で保

育を担っていくというのは、もちろん望

ましい形ではございますし、責任を持っ

てやっていくということでございますけ

れども、やはり経済的な状況等を考え合

わせまして、どこで、どこまでで、ぎり

ぎりのところでやっていくかということ

を現場との間でも、あるいは保護者の皆

さんとの間でも、いろいろな話を重ねな

がら検討してきているところでございま

す。

　平成１９年度につきましては、新規職

員の募集もいたしておりますので、また

正規の職員ということで保育を担ってい

けるのではないかというふうに考えてお

ります。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　地域就労支援ネッ

トワーク事業にかかわります他市に比べ

まして本市の事業がちょっと小さいので

はないかとご質問なんですけども、この

地域ネットの共同事業は、例年、ネット

ワーク会議が６月ごろに開催され、各市

がどの事業をやるか協議をしておるとこ

ろでございます。

　本市は、ここ数年、労働セミナーを担

当しております。これは、講師謝礼が大

阪府持ちで、会場借り上げ料を公共施設

を使った場合、１００％減免されるとい

うことから、予算執行が発生しておりま

せん。他市が行っております事業は、バ

ス借り上げ料、それからパソコンの借り

上げ料等、かなりの予算執行が伴うもの、

また、各市が備えます公共施設の器、ま
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た職員の数等、大変負担が大きく、財政

規模の大きい市が今現在、担当しておる

ところでございます。

　ただ、今後、このような制限もござい

ますが、他市との共催等を考えながら、

本市でもこのセミナー以外に何とか他の

事業ができないか、今後、他市との共同

開催等を考えてまいりたく思います。

○上村委員長　次、質問のある方、挙手

願います。

　村上委員。

○村上委員　おはようございます。

　まず初めに、一般会計歳入決算書の方

の９２ページですけども、款２、総務費、

項１、総務管理費、目７、都市交流費、

節１９、負担金、補助及び交付金という

ものがございます。この中で市外宿泊施

設利用補助金というのがあるんですけど

も、この宿泊施設ということで、これ今、

旧国名市町村ですかと提携してやってい

るということで、大人の方１，２００円

の補助と小学生が８００円の補助という

ことでございます。これは、１７年度事

務報告書を見ますと、この活用されてい

るというのが５７件の４１３名というこ

とでございましたけども、この過去３年

間の数字がわかれば、教えていただけれ

ばなというふうに思います。

　続きまして、２番目なんですけども、

同じ決算書の１０９ページでございます。

款２、総務費、項３、戸籍住民基本台帳

費、目１、戸籍住民基本台帳費、節１３、

委託料というものの中に、市民サービス

コーナーの管理委託料というものがござ

います。この市民サービスコーナーとい

うのは、住民票の写しだとか、また、印

鑑登録証明だとか、また、年金の現況証

明ですかね、いうものを発行していると

いうことだと思うんですけども、これ今、

平成９年、モノレール南摂津駅のところ

に１か所ふえて、現在５か所ということ

に聞いておりますけども、それに際しま

して、この摂津市の行財政改革、第３次

新アクションプランのところに、統合等

も含めて検討するということがこの２０

年度に決定しますよというふうに書いて

あるんですけども、それについてちょっ

と考え方を、わかれば教えていただけれ

ばというふうに思います。

　続きまして、同じ決算書の１６８ペー

ジなんですけども、款５、農林水産業費、

項１、農業費、目３、農業振興費、節１

３、委託料ということで、その中に市民

農園設置委託料というものがあります。

これも私ども昨年１回、ちょっと質問は

させていただいたんですけども、今、市

内に７か所ですかね、あります。２５団

体と今貸し付けがされているということ

で事務報告が上がっているんですけども、

ことしと去年、新規とか、また、解約さ

れたものがあれば、ちょっと教えていた

だければというふうに思います。

　続きまして、同じ決算書の１２３ペー

ジなんですけども、款３、民生費、項１、

社会福祉費、目１、社会福祉総務費、節

１３、委託料というものがございます。

この中に社会福祉事業運営委託料という

のが、約２億７，７００万円ということ

があるんですけども、これは今回、障害

者自立支援法ができましてということで、

今までの知的・身体とか、精神障害です

ね、それぞれの法律でやっていたものが、

今度は一体的に障害者の自立支援という

ことを目的につくられたということでご

ざいますけども、これについて何か今後、

軽減措置等々考えておられるのであれば、

ちょっと教えていただければというふう

に思います。

　続きまして、同じ決算書の１２５ペー

ジでございます。款３、民生費、項１、
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社会福祉費、目１、社会福祉総務費、節

１９、負担金、補助及び交付金というこ

とで、この社会福祉法人の介護特例補助

金ということで、予算が５７２万１，０

００円で決算が約半額というふうに計上

されているんですけども、その差異につ

いて、内容についてお聞きしたいという

ふうに思います。

　それと、同じ決算書の１２９ページの

ところで、款３、民生費、項１、社会福

祉費、目２、老人福祉費、節１９、負担

金、補助及び交付金ということでござい

ます。この中には、老人クラブ補助金と

いうものが今回、平成１７年度は約２９

５万３，０００円ということで、平成１

５年と対比しまして、若干ですけど９万

円の減ということになりました。今この

団体数と会員数というものがわかれば、

教えていただければと思います。

　それから、今度は決算概要に移ります

けども、決算概要の６５ページ、コミュ

ニティソーシャルワーク事業、先ほども

ちょっと質問をされましたけども、事務

報告書の中で、相談件数が８２１件あり

ましたというふうに書いてありましたけ

ども、先ほど一つがここで、三つが社協

さんの方で、一つがあけぼの福祉会さん

の方ですかね、各校区でやられていると

思うんですけども、その校区別の件数が

わかれば、教えていただければというふ

うに思います。

　それから、決算概要の７４ページなん

ですけども、そこに育児支援家庭訪問事

業というのがあります。これは新規とい

うことなんですけども、この１７年度の

取り組みを振り返って、どういうふうに

考えておられるのかというものをお聞き

したいというふうに思います。

　それから、同じ決算概要の８３ページ

に健康せっつ２１推進事業というものが

あります。その中に健康づくり年間日程

表作成等々のお金が上がっているという

ことで、これに対しまして胃がんと大腸

がんの検診ですね、今５か所でされてい

るということなんですけども、その５か

所別の受診者数がわかれば、教えていた

だければと思います。

　もう一つ、決算概要の９１ページのと

ころで、ごみ減量対策事業、先ほどもちょっ

とありました。このごみ減量に対しまし

て、ことしの広報６月号ですかね、市民

の意識調査というものが発表されて、前

回の平成１２年度の意識調査よりも２．

１％上がりましたということで、市民の

方が、このごみ減量に関しまして意識が

かなり上がっているのかなと私は思って

いるんですけども、そこで、その中でチッ

プ化処理機借上料というのがございます。

今、このチップの活用をどういうふうに

されているのかというのをお聞きしたい

と思います。

　それから、決算概要の１００ページ、

先ほど日本労働者信用基金協会の債務保

証料補助事業というものがありましたけ

ども、これは執行率がゼロということで

先ほどご説明等々がありました。この周

知の徹底方法ですね、今、年間１回か、

広報か何かで事業を、毎年ちょっとずれ

て市民の方に周知をされているというふ

うにお聞きしたんですけども、先ほどご

答弁ありました周知の徹底方法というも

のをどういうふうに考えておられるのか、

これをお聞きしたいというふうに思いま

す。

○上村委員長　暫時休憩します。

（午前１１時４６分　休憩）

（午後　１時　　　　再開）

○上村委員長　それでは、再開します。

　答弁を求めます。

　大場次長。

－�23�－



○大場生活環境部次長　市外宿泊施設の

過去３年間の数字ということでございま

すが、１４年度では、助成額、決算額で

は９２万６，４００円、利用人数でいき

ますと６６７名でございます。件数が１

０６件となっております。１５年度では、

助成額４６万７，９２０円、人数が４３

３名、件数７４件でございます。１６年

度につきましては、補助額４５万６，３

２０円、利用人数４２７名、件数６９件

でございます。

○上村委員長　村江課長。

○村江市民課長　市民サービスコーナー

について市民課として検討していること

でありますが、５か所の市民サービスコー

ナーは、各方面からの要望の中で設置さ

れてきたものであり、私どもの検討の第

一は、各地域にありますので、これまで

も市民課以外の業務について、例えばは

り灸マッサージ助成券の交付などのよう

に、拡充していくことでございます。

　第二に、月曜日から土曜日の午前中に

かけて開業しておりますが、これを経費

的に見直すため、比較的来庁の少ないサー

ビスコーナー、曜日または時間帯につい

て、１人で運用できないかを検討してま

いります。これには、もちろん市民課だ

けの意見ではなく、現場の職員の意見も

踏まえ、総意でこれからのことについて

改善していきたいというふうに思ってお

ります。

○上村委員長　紀田参事。

○紀田生活環境部参事　チップ化処理の

活用についてということでご質問いただ

いておりますが、このチップ化につきま

しては、平成１６年、１７年度と一応試

行を行うということで、１か月間そのチッ

プ化機械のリースを受けまして処理いた

しております。おおむね各年度１００ト

ン程度のチップ化を行っておりまして、

１６年度につきましては、主に公共施設、

公園であるとか、それ以外のプランター

等の利用をいただくということで活用し

ております。

　１７年度につきましては、公共施設と、

あと自治会の会員さん等に対して、会員

さんがそのプランターをされておられる

場合に提供したり、それ以外の自治会で

管理されておられる集会所周辺の防除用

ということで、自治会に配付というよう

なことで活用しております。

　平成１８年度からは、試行をあけまし

て本格稼働するということで機械を導入

しておりまして、５月に導入しておるん

ですが、この間、おおむね１２０トン程

度の処理をしておりまして、普及、せっ

かくつくったやつが利用されなくて眠っ

ているということも問題になりますんで、

できるだけ利用を見込める範囲でチップ

化処理をしていくというような方針で、

当面３００トンを目標ということで取り

組んできたんですが、若干まだ半分以下

という現況にございます。

　あと、さらに活用方策といたしまして

は、自治会にも幅広く、今後、利用いた

だくということにあわせて、学校給食の

残菜であるとか、それとチップと、あと

ＥＭ菌等を混合しながら、堆肥化できな

いかというような試行も行ったりしてお

りますが、そういった利用の拡大につい

ても工夫しながら処理してまいりたいと

いうふうに考えております。

○上村委員長　中井参事。

○中井産業振興課参事　市民農園のご質

問にお答えします。

　１６年度末に鳥飼八防一丁目の市民農

園の中の１団体から、貸付面積６５２平

米の返還がありました。これを以前から

貸し付けの要望があった３自治会と以前

に面積を減らされてふやしてほしいと要

－�24�－



望のあった１団体、４分割を行いまして、

貸し付けを行ったところでございます。

　平成１６年と平成１７年度を比較しま

すと、貸付面積は５，８３１平米と変わ

らず、貸し付け団体数は平成１６年２２

団体、平成１７年２５団体でございます。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　社会福祉法人介護

特例補助金の予算と決算との差というこ

とについてお答えいたします。

　この事業につきましては、介護サービ

スの低所得者の利用者負担額の軽減策の

一つとして実施しておるものでございま

して、当初予算で１２２万１，０００円

を計上させていただいております。それ

で、補正で４５０万を計上させていただ

きました。

　その中身につきましては、当初予算で

計上いたしましたのは、従来から実施し

ている制度ということで、社会福祉法人

が、生活が困窮された利用者の方の負担

軽減を図るという趣旨で利用料の２分の

１の減額を実施された法人に対しまして、

その軽減前の額と軽減した額を比較しま

して、軽減額が総収入額の１％を超える

場合に公費で補助を行うというようなも

のになっております。これにつきまして、

当初、減額の適用対象者を最大限に見込

みまして、施設利用の方の補助について

は１０人分、６８万４，０００円、居宅

サービスの利用分については、２５人分、

５３万７，０００円、計１２２万１，０

００円ということで当初予算を計上させ

ていただきました。

　その後、平成１７年の１０月から介護

保険制度の一部改正がございまして、新

たに施設の居住費、食費等が保険給付の

対象外になったということで、特別養護

老人ホームのユニット型個室、これにつ

いては従来から別の負担が必要だったわ

けなんですが、介護報酬の減額により、

法人施設側が収入減ということになりま

すので、低所得の方にその収入減の負担

を転嫁しないよということで、ことし４

月に、さらに介護報酬の改定が行われる

までの間、昨年１０月からことし３月ま

での暫定措置として、施設を運営する法

人に対しまして、非課税世帯の利用者の

方一人について月額３万円を限度に補助

を行うという特例措置が実施されたもの

です。

　これにつきましては、年度途中からの

制度ということであり、また、社会福祉

法人への補助ということでありますので、

同じ予算事業で執行するのが適当という

ことで、その時点で見込みを立てまして、

既に入所されている対象の方１９人の６

か月分に加えて、近隣に新たなこのユニッ

ト型の施設が整備されるという情報があ

りましたので、そこに摂津の市民の方、

入所される場合もあるということで、新

規の対象者２５人分の３か月分を加算し

て見込んで４５０万円の増額補正を行っ

たものでございます。

　しかしながら、結果といたしましては、

生活困窮者への軽減に対する補助につい

ては、かなり当初の見込みよりも下回り

まして、結果的に上半期で３名の方、下

半期で１名の方の軽減だけであり、軽減

額が１％枠を超えませんでしたので、公

費による補助の対象外ということで、そ

の部分については執行がゼロと。

　それから、特養のユニット型個室に関

する特例措置については、新規見込んで

いた分はございませんで、従来から入所

されている方１８名が対象ということで、

３施設に対して１か月最大２万３，００

０円を補助し、２１７万５，２７０円の

執行ということになりました。これにつ

きましては、３月年度末に各法人から実
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績をいただき、それに基づいて年度末に

執行するということで、その間ちょっと

減額の補正等ができなかったために不用

額が生じてしまったということでござい

ます。

○上村委員長　福永参事。

○福永保健福祉部参事　胃がん、大腸が

んの実施場所別受診者数についてでござ

いますが、平成１７年度、４月４日の安

威川公民館が３２名、５月２日、保健セ

ンターが３１名、７月１日、保健センター

が２８名、８月１日、鳥飼西小学校が３

３名、２月１０日、保健センターが３６

名、加えまして１１月１３日は健康まつ

りの日に実施しておりますが、このとき

が８２名、平成１７年度は６回というこ

とで実施いたしました。平成１８年度が

５回の予定で、４月１２日、安威川公民

館が４６名、保健センターが４６名、第

五中学校が３８名というのが去年からこ

としにかけての現状でございます。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　それでは、高齢

者障害者福祉課に係る分についてご答弁

を申し上げます。

　決算書１２３ページの社会福祉事業運

営委託料についてでございますが、これ

は社会福祉法人摂津市社会福祉事業団の

事業に対する運営委託料でございます。

　障害者自立支援法に基づく事業といた

しましては、ふれあいの里の知的障害者

の更生施設はばたき園、知的障害者の授

産施設ひびき園、それから、身体障害者

福祉センターの障害者デイサービス、そ

れから鳥飼下の障害児童センターの従前

からめばえ園事業ということで、障害児

の通園事業として取り組まれておりまし

た障害児のデイサービスが障害者自立支

援法に基づく事業という形になっており

ます。

　また、ことし１０月から同じ障害児童

センターの知的障害児通園施設つくし園

の事業につきましても、根拠法令は引き

続き児童福祉法でございますが、今まで

の措置制度から施設との契約による利用

制度に移行いたしまして、原則１割、定

率１割の利用者負担制度が導入されてお

ります。

　利用者負担等に対する軽減措置といた

しましては、市立ひびき園、はばたき園

におきましては社会福祉法人減免を適用

させていただきまして、そうすることに

よりまして、いわゆる低所得１、低所得

２と言われる階層におきましては、その

施設の利用に限りまして、本来、低所得

１につきましては１万２，３００円、低

所得２につきましては２万４，６００円

が１か月の負担上限額になりますが、社

会福祉減免を適用することによりまして、

月額７，５００円が上限とさせていただ

いております。

　また、障害児童センターの児童デイサー

ビス事業につきましても、低所得の方に

つきましては利用料の軽減措置を行って

おります。

　また、１０月からつくし園の方で原則

１割の定率負担が導入されたわけでござ

いますが、１割負担となりますと利用者

負担が非常に大きくなるということで、

現在、その軽減措置についても検討いた

しております。

　続きまして、老人クラブの補助金でご

ざいますが、団体数と会員数ということ

で、１７年度におきましては５９クラブ、

３，７４２人となっております。また、

１８年度におきましても５９クラブ、３，

７０２人という形になっております。

　続きまして、コミュニティソーシャル

ワークの相談件数についてでございます

が、事務報告の方で８２１件という件数
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を上げさせていただいております。

　先ほどもご答弁申し上げましたように、

１７年度につきましては、一中校区で試

行的な事業ということでございまして、

その職員が一応、二中から五中校区につ

きましては、いわゆるＣＳＷの事業とし

て認められるといいますか、ＣＳＷの事

業として確認できる相談件数といたしま

して、二中校区が４７件、三中校区が２

６件、四中校区１９件、五中校区２２件、

その他７０７件が一中校区ということで

ございますが、これは一中校区の事業と、

それから担当の職員がケースワーカーと

いう業務をやっておりますので、身体、

知的、精神の３障害、あるいは高齢の部

分につきましても、ケースワーク業務や、

その他さまざまな事業にかかわっており

ますので、そういった中での相談件数も

入っております。

　また、１８年度の４月から９月までに

つきましては、現在のところ全体で７１

８件、二中校区につきましては１１３件、

三中校区が４１件、四中校区４０件、五

中校区が５９件、一中校区が４６５件と

なっております。一中校区が多いのは、

今言ったような状況が引き続き続いてい

るということでございます。

　また、この相談件数につきましては、

いわゆる個別ケースの相談にとどまらず、

例えば、リハサロンの運営に対する相談

支援とか、リハサロンのニュースとか通

信の作成の相談支援、あるいは地域での

取り組みの、行事とかの取り組みの相談

支援、それから民生委員さん等が抱えて

おられるケースに対する助言等も含めま

した件数ということになっておりますの

で、ご理解をお願いしたいと思います。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　育児支援家庭訪

問事業についてでございますが、この事

業は、養育の困難な家庭で支援の必要性

があると判断したご家庭に対して、子育

て経験者などによる育児家庭の援助、あ

るいは保健師等による専門職によりまし

て具体的な育児支援に関する技術的援助

を訪問により実施する事業というふうに

なっております。

　本市におきましては、家庭児童相談室

を中核機関といたしまして、関係機関な

どから情報収集したり、あるいはいろい

ろな相談に対応することによりまして、

困難な家庭に対して必要性を判断いたし

まして訪問を行ってきております。

　訪問支援者なんですけれども、子育て

アドバイザー養成講座というのを５回連

続講座で行いまして、そこで大阪府の

「子ども家庭サポーター養成講座」など

を受講された方ですとか、あるいは市内

でいろいろな子育てにかかわっておられ

る方ですとか、今までご自分で子育てを

経験してこられた方ですとか、そういっ

た方々に講座を受けていただきまして、

その中から子育てアドバイザーとして登

録をしていただいて、必要なご家庭に育

児家事援助という形で訪問をしていただ

いております。

　そのほかに、家庭児童相談室におりま

す臨床心理士の方で、必要なご家庭に対

しては家庭訪問をして、子育てアドバイ

ザーの方に必要なこともお伝えしながら、

調整を図っていくというようなことも行っ

ております。

　子育てアドバイザーは、現在１５名お

りまして、年間１３２回、訪問を行って

おります。臨床心理士の方は、訪問の延

べ件数が７１回ということになっており

まして、合わせて２０３件分、家庭児童

相談室の方で訪問を行っております。

　訪問実家庭数につきましては、子育て

アドバイザーと臨床心理士で１０か所に
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行っておりますので、平均いたしますと、

少ない回数で終わられるご家庭もござい

ますが、平均しますと２０回ほど行って

いるという形になっております。

　それから、育児支援家庭訪問事業自体

につきましては、健康推進課の保健師、

助産師の方で行っている事業も含めてお

ります。そちらの方といたしましては、

専門的な家庭訪問支援ということで、保

健師、助産師によりまして、年間６７１

件、それから訪問実家庭数といたしまい

ては４１７件、一件当たり、平均いたし

ますと２回、訪問というような形になっ

ております。

　具体的には、子どもをたたいてしまう

というようなお母さんの訴えですとか、

あるいはうつ状態、育児ノイローゼの方

など、そういうような方のご家庭に行か

せていただいて、忙しい時間でストレス

がたまりやすいような時間帯に限って援

助を行わせてもらったり、あるいはいろ

いろな気持ちを聞かせていただきながら、

具体的に子どもにもこんなふうに対応し

ていくということを伝えていくというよ

うなことの中で、ご家庭が落ちついてき

ているというような効果もあらわれてき

ております。

　ただ、課題といたしましては、この養

成講座で現在１５名の方に登録していた

だいているわけなんですけれども、だん

だんと必要なご家庭もふえてくるという

こともございますし、お一人でいろいろ

な困難な家庭を受け持たれるということ

が難しいというような面もございますの

で、今後、支援員さんの確保ということ

が課題になってくると考えております。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　日本労働者信用基

金協会債務保証料の補助にかかわります

制度の周知についてでございますが、当

初この制度は、融資を受けにくい労働組

合が組織されていない事業所の労働者が

対象でありましたが、現在はその対象が

広くなり、労働者全般の利用が可能になっ

ております。また、さまざまな金融機関

が、さまざまな商品を取りそろえる中、

この制度は労働金庫からの融資が対象と

なりますので、労働金庫の商品として労

働金庫融資担当者による周知が主になる

と思っております。

　今後は、労働金庫側が他の商品より有

利な融資として、どのように周知してい

くのか、その方法を協議してまいりたく

思います。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　２回目の質問、要望をさせ

ていただきたいというふうに思ってます。

　まず、１点目の市外宿泊施設利用補助

金の件なんですけども、お聞きすると平

成１４年には６６７人であって、まだ１

５年、１６年、そしてこの１７年と、ほ

ぼ数字的には落ちついているというよう

な形が見えるのかなというふうには思っ

ているんですけども、これも今、この補

助というのが大人の方と小学生の方に限

るという形になってるかと思うんですけ

ども、今後、少子化対策というんですか、

の一部として、小学生未満、乳幼児の方

への補助も拡大にならないのかなという

ふうに思っているんですけども、その辺

のお考えをちょっとお聞きしたいという

ふうに思います。

　それから、２点目なんですけども、市

民サービスコーナーの件なんですけども、

今、拡充のお話がございました。これ今、

平日と土曜日、午前中にやっておられる

と思うんですけども、例えば、茨木市さ

んの方では、土曜日は受け付けだけされ

てて、まだ日曜日は受け付けと交付、住

民票とか印鑑登録がされているというこ
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とで、市内どこかに行けば、一週間七日

間のうちで取得ができるという体制をとっ

ておられるということもありますんで、

その辺で、財政等々との絡みもあろうか

と思うんですけども、その辺で再度、そ

ういう業務時間、業務日の曜日の拡充に

ついて、お考えをお聞きしたいというふ

うに思います。

　それから、市民農園の件なんですけど

も、先ほど平成１６年度末で３団体さん

が新たに貸し付けされましたということ

であるんですけども、これ再度、今、団

体でしか貸し付けできないような制度に

なっているかと思うんですけども、その

辺で、要は個人貸し付けについて、再度、

ちょっとお聞きしたいというふうに思い

ます。

　私もちょっとお聞きするところですね、

自分で農業やりたいんですと。やりたい

んだけども、個人ではできないような今

は形になってますんで、その辺で、今、

登録されている団体さんとか、自治会長

さんとこにお話をしにいくと、その会長

さんが、自治会としては考えてませんと

いう形で何か言われたということで、ど

うしても地方から出てこられた方という

ことで農業に親しみたいという方がおら

れましたので、その辺で個人貸し付けに

ついて、今後、拡充をしていただくよう

な方向で、検討していただきたいという

ふうに思いますんで、これは要望させて

いただきますんで、よろしくお願いいた

します。

　次に、社会福祉事業運営委託料の件な

んですけども、これ今、何らかの形で利

用者負担等の軽減を検討しておられると

いうお話もございました。１万２，００

０円とか２万４，０００円の上限額を７，

５００円に抑えるというようなお話もご

ざいました。こういう形で、ほんとに利

用されている方々にとっては、よりよい

方向というんですかね、利用しやすいよ

うな形での制度となるようにご検討お願

いしたいというふうに思います。

　それから、社会福祉法人介護特例補助

金の予算と決算額の差異についてという

ことでございました。当初予算があって

補正をされて、決算があったんですけど、

その補正をしていたときの予想いうのは

ちょっと今回下がりましたと。上期が３

人で下半期が１名ですか、いう形であっ

たんですけども、これも広報せっつ等々

で市民周知いうんですかね、していただ

いて、皆さん、より活用いうんですかね、

いう形で市民の周知を、またお願いした

いというふうに思います。

　それと、老人クラブの件なんですけど

も、今５９団体で３，７４２名ですかね、

いう形でご答弁がありました。今後、こ

れ高齢化というか、この団塊世代の方が

退職されて、今後、老人クラブに入る対

象の年齢の方がどんどんふえていくとい

うような社会状況になっているかと思い

ますので、その辺で、この老人クラブの、

より多様な活動ができるような形で補助

金の考えをしていただいて、また、入会

の促進をしていただければと、そういう

ふうに思います。これもまた要望させて

いただきますんで、よろしくお願いいた

します。

　それから、コミュニティソーシャルワー

カーの件なんですけども、件数をお聞き

しますと、この平成１８年度は、既にも

うこの１７年度を上回っているというこ

とでありましたけども、今後この、また

先ほどの話じゃないですけども、高齢化

等々進んでくると思いますし、ただ、そ

ういう形で今後の人員を含めた、業務の

考え方について、再度お聞きしたいとい

うふうに思いますんで、よろしくお願い
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します。

　それから、育児支援家庭訪問事業の件

なんですけども、合計２０３回訪問され

て、平均１か所当たり２０回行っておら

れるという形なんですけども、これ、訪

問されてるのが時間内であったり、あと

時間外、例えば土曜日、日曜日について

も、どうされているのかと、その今後の

考えがあれば、お聞きしたいというふう

に思います。

　それから、健康せっつ２１推進事業の

件なんですけども、場所別受診件数、そ

んな大きな差はないのかなというふうに

思っています。鳥飼方面について言えば、

８月に実施されたということで、これ、

学校、ことしは五中で、その前が西小だっ

たんですかね、いう形だったんですけど

も、例えば、ある方がですね、学校でク

ラブをされているというようなことで、

ちょっと行きづらいような雰囲気もなき

にしもあらずというようなこともお聞き

しました。

　例えば、公民館を活用されるとか、い

う形での、今後そういうお考えはないの

かということをちょっとお聞きしたいと

いうふうに思います。

　ごみ減量対策の件なんですけども、先

ほどご答弁の中で、公共施設等々にも使

用されているというお話を聞きました。

具体的にもう一度、公共施設のどういう

ところにお使いをされているのかという

のをちょっとお聞きしたいと思います。

○上村委員長　大場次長。

○大場生活環境部次長　それでは、市外

宿泊施設の小学生未満といいますか、幼

児への拡大についてでございますが、こ

の市外宿泊施設の補助につきましては、

自然に触れる機会を提供するということ

と親子のふれあい、健康づくりやレクリ

エーションの活動を促進することを目的

として、現在５市４町に利用提携を結ん

で、施設利用者に対して宿泊費の一部補

助を行っているところでございます。

　それで、１７年度の各施設の大人と子

どもというんですかの利用状況で言いま

すと、４１３名の中で大人が３３８名、

約８割と、子どもの場合、これは小学生

になるんですけども、２割の７５名とい

う利用状況となっております。

　ご提案いただいております小学生未満

への助成の拡大については、当然その小

学生未満のお子さんも一緒に宿泊される

場合もあろうかと思いますが、一度、各

施設で何歳までの宿泊料金というんです

か、そういう料金を取られておるのか、

また、幼児まで拡大することで、どのぐ

らいの人数になるのかとか、また、その

補助額も当然、増額にもなろうかと思い

ます。本市の厳しい財政状況でもありま

すし、また、市民のレジャーに対する考

え方も多様化しておりますんで、その宿

泊施設を利用する市民へ助成することに

ついて、一定、行政としても一定限度が

あろうかなというふうに考えております

んで、ちょっと厳しいかなというふうに

考えております。

○上村委員長　紀田参事。

○紀田生活環境部参事　チップ化したも

のをまいてる公共施設の具体的な場所と

いうことでご質問いただいたんですが、

具体的には、せっつ幼稚園の横にござい

ます三島公園ですね、そちらに平成１７

年度、まかせていただいております。そ

れと、１７年度につきましては、環境セ

ンターの入り口部分に、旧国名の記念碑

の建っている、そこが結構、草がどんど

んどんどんヘデラが出てきて歩けない状

況になっておりましたので、そこを通路

として改善するということで、そこにも

まかせていただいております。それ以外
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につきましては、最近ですと、南摂津駅

の駅前広場であったり、あと、学校で言

いますと、千里丘小学校、べふ幼稚園、

せっつ幼稚園、それ以外に新在家の自治

会館の横の広場にまかせていただいたり

というようなことで、ご要望があれば、

市民さん個人で、なかなかトラックを持っ

てないという場合は、トラックで一応積

み下ろしさせていただくというような形

で協力させていただきながら普及に努め

ていっております。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　コミュニティソー

シャルワーカーの今後の取り組みについ

てでございますが、現在取り組んでおり

ます各校区におけますリハサロンやキッ

ズサロンの運営に対する支援、それから

地域におけます要援護者の相談から適切

なサービスの利用や機関へのつなぎ、こ

うした業務を引き続き実施していくのは

もちろんでございますが、ご指摘のよう

に、今後ますます高齢者人口がふえてい

くということを見据えまして、今後の地

域福祉の課題といたしまして、１８年度

につきましては、まず団塊の世代の方を

地域福祉の活動に参加していただけるよ

うなボランティアの養成講座、それから

認知症の予防の取り組み、それから、現

在、介護保険課、健康推進課、それと私

ども高齢者障害者福祉課で取り組んでお

ります高齢者虐待防止のネットワークづ

くりへの参加協力など、こういった取り

組みを進めてまいりたいというふうに考

えております。

○上村委員長　村江課長。

○村江市民課長　平成１７年度、市民サー

ビスコーナーの土曜日の取り扱い件数で

ございますが、２，３３４件で、サービ

スコーナー全体の分では全体の取り扱い

件数比では５．８％になっております。

仮に、土曜日、月曜日から日曜日まで開

業とすれば、情報政策課のホストコンピュー

ターの保守点検の関係がありますので、

当面、曜日については現行のままで運営

したいと思っております。

○上村委員長　福永参事。

○福永保健福祉部参事　胃がん、大腸が

ん検診の公民館の利用についてでござい

ますが、過去には平成１３年まで味生公

民館に行かせていただいたりもしており

ました。

　ところが、平成１４年度からなんです

が、この胃がん、大腸がん検診のバスが

大型化いたしまして、重量があるのと、

それから大きさが大きいということで、

味生公民館の角を曲がれないということ

がございましたり、それから道路上でと

いうわけにいきませんので、敷地の中へ

入れさせていただくんですが、重量があ

るので、タイルとか、コンクリートとか、

そのあたりがもたないというようなお話

があったりいたしまして、平成１４年度

には味生体育館を使わせていただいた経

緯もございます。

　ところが、味生体育館の方は、今度は

ご近所からエンジン音がうるさいという

ような苦情が出たというようなこともご

ざいまして、現在は公民館としては安威

川公民館にお願いをしております。

　鳥飼西小学校が、やはり正門の方から

だと入りませんもので、裏の運動場の方

から入れさせていただいているというの

が現状でしたんですが、それで少し今の

ようなご意見が出たかとも思います。

　今年度は、鳥飼西小学校の改修工事の

ために第五中学校にお願いしてご協力を

得たんですが、第五中学校の方は、門か

ら入ってすぐのところで対応していただ

けることができましたので、今年度は多

分そのような苦情はなかったんではない
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かなとも思っております。

　今後についてでございますが、今申し

上げたように大きさ、それから重量等々

制限がございますので、できるだけ設置

しやすい場所で、市民の方が暑くない、

寒くないというような、雨が降っても何

とかその場所で気持ちよく受診していた

だけるというような場所を考慮して、ど

こへ出かけていくかを決めていきたいと

思っております。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　育児支援家庭訪

問事業の時間外と土日の対応ということ

でございますが、子育てアドバイザーさ

んは基本的にボランティア活動というふ

うな形でございますので、その方が提供

できる時間を提供していただくという形

になっております。ご家庭によりまして

は、夕方の時間帯が必要だとか、あるい

は朝の時間帯が必要だとか、そのご家庭

によりまして支援の必要な時間帯が変わっ

てまいりますので、それに対応していた

だけるアドバイザーさんに行っていただ

くという形をとっております。ですから、

８時４５分から５時１５分の間とか、一

般の職員の勤務時間内というような形で

はございません。

　ただ、そういう時間帯に行っていただ

きましたときに、もし何か相談されたい

ことですとか、何かあったときの対応の

ためには、必ず職員と連絡がとれるとい

うような体制にはなっております。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　まず１点目なんですけど、

宿泊施設の補助金のことなんですけども、

これも幼稚園いうんですかね、幼児の方

も、これが少子化と言われつつあります

けども、まだまだおられますし、また、

親子でどっかに行きたいというような形

の促進にもなろうかと思いますので、そ

の辺で、また乳幼児の方への拡充もでき

るような形で、ちょっとご検討をお願い

したいなというふうに思います。

　それと、市民サービスコーナーの件な

んですけども、やっぱり今どうしても共

働きの方がかなりふえてきているという

ような形で、どうしても平日、もしくは

土曜日、ちょっと時間的にしんどいとい

う方もおられるようにも聞いております

ので、その辺で、できたら日曜日ですね、

午前中だけとかいう形で、もうちょっと

拡充をしていただければなと、そういう

ふうに思いますんで、要望だけさせてい

ただきます。よろしくお願いいたします。

　コミュニティソーシャルワーク事業の

件なんですけども、今後、先ほども言い

ましたが高齢者等ふえてきますというこ

とで、相談件数もかなりふえてくるんじゃ

ないかなというふうに思いますんで、こ

の辺の人員、また、その業務の内容です

ね、その時々に即したような形で対応で

きるようなことで、今後、検討をお願い

したいというふうに思いますんで、よろ

しくお願いいたします。

　育児支援家庭訪問事業の件なんですけ

ども、これも育児の件については、さま

ざまな内容なり時間なりが、やっぱり相

談したいという方がおられるというふう

に思います。ここ数年で、そういう方々

が急にふえてきているというような社会

状況等々も聞いておりますんで、その辺

で対応できるような形で今、このアドバ

イザーが１５名ですか、いうことも、こ

の辺も拡充もしていかなければいけない

というようなこともあろうかと思います

んで、その辺も登録の方々の人数も含め

て、また、さまざまな時間に対応できる

ような形での体制づくりをお願いしたい

というふうに思います。

　この健康せっつ２１推進事業の件で、
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大腸がん検診の件なんですけども、先ほ

ど言いましたように、学校ではという方

もちょっとおられましたので、ちょっと

場所的に、要は、その検診の前後で要は

クーラーがきくというか、この８月、特

に暑かろうと思いますんで、その辺の場

所もちょっと考慮していただきながら、

今後の来年の１９年度ですね、場所選定

をお願いしたいというふうに思います。

　ごみ減量対策事業の件なんですけども、

先ほどご答弁がありました。例えば、こ

のチップしたものを伊丹市だったですか

ね、公園のすべり台の下に敷くとか、あ

と遊具の下に敷いて、要はクッションの

かわりにするとかという形で何か対応さ

れているというようなこととか、あと、

公園は遠方から見ると、もう土一色では

なくて、ところどころにちょっと穴を掘っ

てそういうチップを埋めて、カラー化い

うんですかね、色をつけるというんです

か、そういうような公園の環境整備にも

しておられるようなことも聞いておりま

すので、そういう形での利用もあるのか

なということで、今後の使い方ですね、

今、年間３００トンですかね、いう形で

の処理も、かなり要るかと思いますんで、

その辺の利用の方法をさまざまな対応を

考えていただいて、今後お願いしたいと

いうふうに思います。

○上村委員長　村上委員の質問が終わり

ました。

　渡辺委員。

○渡辺委員　久しぶりの民生の常任委員

会でございます。非常にふなれでござい

ますんで、話が前後したり、それからほ

かの委員さんが発言された内容と重なる

面もあると思いますけど、その点ご容赦

お願いしたいと思います。

　まず、決算書の４５ページなんですけ

ど、国民年金の事務委託金についてです

けど、先日、私、日曜日でしたかね、テ

レビの番組で、支払われない年金という

ことで非常にこう、特集みたいな番組が

あったんですね。年金の支給される年齢

になって、年金のその受け付けに行った

ときに、あなた、この一定の期間未納の

期間があるんで、現時点では支払うこと

はできないということで、そのようなこ

とがあるということで、裁判なり、そう

いう事件が起きてるわけでございますが、

そこで、その原因が何かということにな

りますと、過去において手書きで書いた

ことが、それがパソコンで入力という形

とられたわけですけど、そのときに非常

にその入力ミスとか、例えば「オダ」い

う名前の人が「コダ」になったり、全然

架空の人物がつくり上げられたり、また、

本当に現時点で現存する方々が消えてし

まったり、さまざまなその事務のミスが

生じたということで、それで東京のどこ

の区か忘れたんですけど、３０人の方に

一応、実験じゃないけど、自分の年金は

どうなってんのかいうことで、自分の住

んでる区役所に行って、いろいろ手続の

結果を聞いたら、そのうちの一人にやっ

ぱり不備があったというね、テレビ番組

でそういうことをやってたんですけど、

ほとんどがですね、社会保険庁がその仕

事をやるということで、今そういうこと

になっているらしいんですけど、委託料

いただいとる限りは、市が行う年金の事

務事業は、どういうことをやっておられ

るのか、また、国の社会保険事務所との

連携はどうなっておるのか、ちょっとそ

の点をお聞きしたいというふうに思いま

すんで、よろしくお願いします。

　それから、あと、決算概要でずっとお

話しさせていただきたいんですけど、概

要の６１ページ、民生児童委員協議会補

助事業ですけど、非常に人手不足という
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ふうにお聞きしました。この委員さんが

各地区からなかなか選ばれないというよ

うな、そういう候補者があってもなかな

か受けていただけないというようなこと

をお聞きしたんですけど、今後どういう

ふうに対応していかれるのか、ちょっと

お聞きしたいと思います。

　それから、概要の６３ページですけど、

障害者雇用助成事業ですけど、今の現状

どうなっているのか、ちょっとお聞きし

たいと思います。

　それから、概要の７４ページの家庭児

童相談室運営事業ですけど、ちょっと内

容を教えていただきたいと思います。

　それから、概要の７９ページ、生活保

護費、先ほど山崎委員の方から生活保護

者の推移といいますか、この数年来の一

つの動向を質問があったんですけど、急

激にこの二、三年で１８億ですか、非常

に額がふえているということでございま

すが、社会情勢が何ぼ景気がよくなった

といえども、まだ末端までそのことは行

き届いてないし、また、この格差といい

ますかね、そういうこともあって、今後

数年、増加傾向が続くというようなご答

弁いただいたんですけど、ケースワーカー

が、どのように対応されているのか、私

が過去においてそのことで質問したこと

あるんですけど、非常にお若いケースワー

カーが対応されてるということで、例え

ば、２０代の方が、そういう生活保護者

の方々をきちっと説得してね、納得さす

ことができるのかという、私は不安を感

じるわけでございまして、そういう面か

ら、ケースワーカーの対応はどういうふ

うになっているのか、ちょっとそのこと

もお聞きしたいと思います。

　それから、概要の１００ページ、これ、

先日の朝日新聞の記事なんですけど、島

本町議会が、一応その一般会計の決算、

全会一致で不認定ということで、地域就

労支援事業に非常に不適切な一つの処理

がされとったいうことで、これ、記事が

載ってるわけですけど、摂津市の就労支

援はどのようになってるのか、この就労

支援事業ですね、ちょっとお聞きしたい

というふうに思います。

　それから、概要の９０ページの、この

魚腸骨処理対策協議会負担金ですね、こ

れは一応、一定の金額出てるんですけど、

ずっとこの金額で今までずっときたのか、

また、減額なり増額になったのか、その

内容はどういう内容なのか、ちょっとお

聞きしたいと思います。

○上村委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　福祉総務課にか

かわります２点のご質問でございますが、

まず１点目の民生児童委員についてでご

ざいますが、現在、本市民生児童委員が

１２９名、それから主任児童委員が１２

名、合計１４１名の定数枠で活動をお願

いいたしているところでございますが、

現在、このうち民生児童委員が２名、そ

れから主任児童委員が１名、合計３名が

欠員というような状態になっております。

　それで、こういうような形で委嘱期間

中に、実はさまざまな形で辞職される場

合につきましては、補充につきましては

基本的には民生委員推薦会からの推薦を

経て府知事の方に進達をするという中で、

いわゆる補充選考をさせていただいてお

るところでございますが、委員ご指摘の

ように、年々、民生児童委員の活動の幅

が広がってくる中で、また、社会状況も

厳しい状況が続いておりますので、欠け

た場合については、なかなか後任の委員

の選考に、非常にできにくいというよう

な地域も一部に出てきております。

　こういうことで、私どもといたしまし

ては、現行のこの民生児童委員の委嘱期
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間が来年の１１月に切れまして、新たに

再委嘱というようなことが必要となって

まいりますので、これに向けまして、現

在、内部的にはこの民生委員の推薦会の

下部組織的なものを各中学校区単位ぐら

いの規模で組織をしていって、それぞれ

の地域での、いわゆる民生委員活動にご

参加いただけるような人材の発掘を、現

行よりもより充実できるような仕組みも、

現在検討をいたしておるところでござい

ます。

　それから、次に生活保護の問題でござ

いますが、これにつきましては、一般的

にご相談をいただく場合につきましては、

いわゆる最初にご相談にお越しになった

際に窓口でお話をお聞きしまして、詳細

については、面接室に入っていただいて、

状況なりをお聞かせいただくというプロ

セスが、まず入り口の部分にあるわけで

ございますが、これは現在７名のケース

ワーカーがおるわけでございますが、７

名のケースワーカーが一日に二人体制で、

交代で当番を決めまして受け付けをする

という形をとっておりまして、そういう

中で状況をお聞かせいただいて、保護の

申請に至った場合については、この申請

を受けまして、内部的に、いわゆるその

可否についての検討をいたしまして、最

終的にその保護決定という形になった段

階で、この７名のケースワーカーについ

てそれぞれ担当地域を分担しております

ので、例えば鳥飼西地域であれば、だれ

それケースワーカーというふうな形で決

まっておりますので、それぞれのケース

ワーカーが家庭訪問をさせていただいて、

具体の生活指導なり、援助に当たると、

こういうような形で進んでおるところで

ございます。

　それで、委員ご指摘のように、現在７

名のケースワーカーがおるわけでござい

ますが、１名が４０代後半、あとの６名

については、ほぼ３０前後というような

ことで、比較的若いケースワーカーが多

いわけでございますが、最初に相談を受

けた際の、いわゆる保護決定に至るまで

の間、それから、具体にその保護を実施

する中で、さまざまな問題が起こってき

た際については、適宜ケース検討会を開

く中で、ベテランの査察指導員を置いて

おりますので、この者もまじえながら具

体の対処についての検討をさせていただ

いとるということで。確かに、いわゆる

年齢的には比較的若い職員が多いことは

事実でございますが、保護の実施に必要

な一定の水準は確保できておるものとい

うふうには考えておりますが、この点に

ついては、引き続き適切な保護の実施が

できるように努めてまいりたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

○上村委員長　大嶋参事。

○大嶋国保年金課参事　それでは、先ほ

ど委員からご質問ありました国民年金の

委託金の中で、国民年金の市が行う事務

についてご説明いたしたいと思います。

　まず、平成１４年から市が行う事務と

いうのが大きく変わりまして、以前から

あった印紙の検認、要するに納付すると

いう事業、それがまずなくなった。それ

と第３号被保険者、これに関する届けの

事務が１４年からなくなりました。とい

うことで、現在、市として行っている事

業でございますけれど、大きく分ければ

基礎年金に係る事業、もう一つは社会保

険事務所と協力、連携して執行していく

と、そういった事業でございます。

　この基礎年金に係る事業の一つとして

は、適用の事業。この適用の事業という

のは、国民年金に加入する、また、喪失

する、また、いろいろな変更をする、そ

ういった届け出の事務をやっておるとこ
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ろでございます。

　もう一つは、年金の給付に係る事業で

ございます。これは老齢、障害、遺族、

そういった基礎年金の裁定請求の受け付

け受理というところをやっておるわけで

ございます。それに伴う死亡であるとか、

そういった関連の部分も市の方で承って

おるところでございます。それと、その

年金の保険料に関して、これは納付一切

は市では承ることはできませんけれど、

その保険料に関しての免除に関しては、

市ですべて受理をしているところでござ

います。それらの事業は、全部、国民年

金事務処理基準という、そういう一定の

事務処理の中ですべてを処理している次

第でございます。

　もう一方の、国との連携協力という事

業でございますけど、これには、まず、

二十歳になった方、これは市でしかわか

りませんので、この摂津市内で二十歳に

なった方、その情報提供を社会保険庁に

やっております。先ほど委員の最初の話

の中で、例えば名前の間違いとか、住所

の間違いとか、そういったのが過去にあっ

た。でも、今現在においては、全部住民

基本台帳から私どもが社会保険庁に全部

提供しておる。これはあくまでも国民年

金でございますんで、その以前に厚生年

金の場合は、若干そういう違いもあるん

じゃないかなというふうに思う次第でご

ざいます。

　そのほかに、広報紙の掲載であるとか、

パンフレットを作成するとか、そういう

部分での事業、並びに年金の相談事業、

そういったものを今、市でやっておる次

第でございます。

　２点目のご質問でございますけれど、

その社会保険事務所の連携がどうなのか

ということでございます。

　まず、それらの事業の受け付け受理し

た書類の原本をすべて社会保険庁の方に

持参するわけでございます。それも、そ

の事業の受け付けしたものの、住民基本

台帳と間違いないか、そういったものを

全部こちらの方でデータ化した書類とと

もに、受理した原本を持参する。それを

社会保険庁が、その異動のあった箇所を

社会保険庁の要するにコンピューターの

上に今度は生かしていくと。そういう一

つの連携事業をやっておる次第でござい

ます。

　年金のそういう給付事業についても、

社会保険庁並びに大阪の社会保険事務局

というところの中で最終審査をし、処理

されていると、そういう関係にあるとこ

ろでございます。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　それでは、障害

者雇用助成金についてご答弁申し上げま

す。

　障害者雇用助成金につきましては、市

内在住の身体障害者手帳１・２級、また

は療育手帳を所持しておられる方を公共

職業安定所の紹介により常用労働者とし

て雇い入れ、既に国の特定求職者雇用開

発助成金の支給を受け、その支給期間終

了後も継続して当該障害者を雇用してい

る常用労働者３００人以下の事業主の方

に対しまして助成を行うものでございま

して、重度障害者の方を雇用していただ

いた場合につきましては、月額５万円を

２４か月、重度障害者以外の方を雇用し

ていただいた場合につきましては、月額

３万５，０００円を１２か月助成するも

のでございます。

　１７年度の実績といたしましては、重

度障害の方３名、１２か月分、計３６か

月分、それから重度以外の方お一人１か

月分の計１８３万５，０００円となって

おります。また、１６年度につきまして
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は、重度障害の方が３名、それ以外の方

が３名ということで１８２万５，０００

円。それから、１５年度につきましては、

重度の方が４名、その他の方が３名、計

７名で３０２万円の実績となっておりま

す。

　障害者雇用をめぐる状況につきまして

は、引き続き厳しい状況がございますが、

本市におきましても、平成１７年１月か

ら、ふれあいの里のくすのきの方で障害

者就業・生活支援準備センターを立ち上

げて、現在、障害者雇用の拡充に努めて

いるところでございます。実際に障害者

雇用につきましても、若干の成果をこの

間、上げてきておりますので、こうした

就職された方の職場の定着支援を引き続

き努めていきまして、それが順調に進め

ば、この雇用助成金の申請についてもふ

えてくるだろうというふうに認識してお

ります。

○上村委員長　紀田参事。

○紀田生活環境部参事　魚腸骨処理対策

協議会の負担金の関係でご質問いただい

ておりますが、魚腸骨につきましては、

基本的な仕組みとしましては、大阪市が

全体の費用の５５％を負担して、残りの

４５％のうち、その半分の２２．５％を

大阪府が負担していただく、残りの２２．

５％を大阪市以外の各市で負担するとい

うことになってございまして、若干その

負担比率が、以前、大阪府が２５％で大

阪府下の市が２０％ということで若干大

阪府の負担は減っているんですが、基本

的な流れとしては、そういう形の負担割

合となっております。

　それで、ただ、その負担する枠組みは

決まるんですが、幾ら負担していくかと

いうことが、やはり疑問点も多々あった

ということで、平成１４年度において見

直し検討委員会というのが設けられまし

て、その中の仕組みで、実際その向こう

の稼働状況を見る中で、例えば、でき上

がるのが、フィッシュミールであったり、

魚油といいまして魚から出るあぶらです

ね、そういったものが生産物として出て

くるんですが、基本的にその魚油という

のがフィッシュミールより市場価格的に

は高くなっていたんですけども、それは

自社内使用という形で、販売されておら

れなかったんですね。

　そういうことで、実際、販売した方が、

むしろコスト改善につながりますよとい

うような指導もしながら改善させていた

だく中で、送料の削減ということで、摂

津市の負担額から言いますと、平成１３

年度が１０７万１，０００円、１４年度

が８７万７，０００円、１５年度が１４

年度見直しにつきまして、およそ半額の

４６万２，０００円、１６年度につきま

しては４８万３，０００円、１７年度に

おきましては、今回、決算で上げさせて

いただいております４３万１，０００円

という数字になってございます。ある程

度その改善は図られているんですが、こ

の間、重立った施設改善費用というのが

出てないんですね。

　ところが、今、また議論されているの

が、どうもその対策費というのが、もう

抜本的に改善しないと、もうこの工場で

臭気が自然に漂うとか、そういう問題点

も指摘されておられまして、今現在その

魚腸骨で、北摂の場合ですと箕面市が幹

事市ということで、ブロックごとの委員

を選出して、どのような対応をしていく

かということで今、議論がされておられ

るように聞いております。

　基本的には、一民間企業を市がどこま

で支援するのかということに尽きようか

と思いますが、そこら辺の観点も含めて、

ただいま議論しておりまして、１８年度
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中に結論を出して、１９年度にどういう

形か、むしろその負担金がふえるやもし

れません。

　基本的には、負担比率で言いますと、

やはり、どうしても大阪市、大阪府が決

定権に近いものを持っておられるという

こともありまして、当然、府下各市の北

摂各市で議論してるんですが、その中で

は、やはりどこまでもつき合えるもんで

はないなというような、内々の事務担当

レベルの議論はそういう形で、まさしく

魚を食べて魚の骨がのどに刺さったよう

な状況で、各市苦しんでいるというよう

な状況にございます。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　本市の地域就労支

援事業についてでありますが、まず報道

がありました内容は、島本町における地

域就労支援事業での相談事業におきまし

て、推進会議の委員報酬とケース検討会

議の委員報酬の２分の１の補助金を不適

切に受けるとともに、同事業の業務委託

を受ける島本地域人権協会に、実対象日

数に対し１日多い分を支払っていたもの

でございます。

　本市におきましての地域就労支援事業

は、就労困難者に対し、産業振興課内に

地域就労支援センターを設置し、専門的

な研修を受けた地域支援コーディネーター

が各種相談を受ける相談事業、就労を実

現するためのさまざまな技能講習会を実

施する能力開発事業、そして就職フェア

での合同就職面接会を開催し、雇用就労

の創出事業の三つの事業を核に展開して

おります。

　この中で、島本町は地域人権協会に相

談業務等を業務委託という体制をとって

おりますが、本市の産業振興課内、地域

就労支援センターは直営で、相談員も専

門の嘱託員の配置ではなく、研修を受け

た職員が対応しておりますので、業務委

託料は発生しておりません。

　そして、推進会議につきましても、直

営で庁内関係部長及び課長が担当してお

りますので、委員報酬は発生いたしてお

りません。

　また、ケース検討会議におきましても、

委員については関係課長、並びにケース

会議につきましては地域就労支援コーディ

ネーターを中心に生活保護、母子家庭、

障害者にかかわるケースワーカー並びに

担当者と協議をしておりますので、これ

も委員報酬は発生しておりません。

　よりまして、本市が地域就労支援事業

として受け取ります補助金は、能力開発

事業における講座運営並びに講座によっ

て発生いたします保育の委託料、講師謝

礼、就労支援コーディネーターの研修旅

費等に対して受けておるものでございま

す。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　家庭児童相談室

の運営事業についてご説明させていただ

きます。

　家庭児童相談室は、ゼロ歳から１８歳

までの子どもと家庭に関する専門相談、

あるいは関係機関からの相談なども受け

ております。臨床心理士と現在では社会

福祉士で対応をしております。

　相談につきましては、乳幼児をお持ち

のご家庭の方から育児不安などへの対応、

そして学童期の方で不登校への対応、あ

るいは思春期のさまざまな悩みなどにも

対応をいたしております。

　乳幼児のご家庭への対応といたしまし

ては、一つには、くまさん親子教室とい

うのがございます。言葉の発達のおくれ

だとか、あるいは対人関係がうまくとれ

ないお子さんですとか、あるいは、この

まま置いておきますと障害になりかねな
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いというようなお子さんの問題ですとか、

あるいは、どうしても子どもが好きにな

れないとか、つい子どもをたたいてしま

うとか、そういうふうな悩みを持ってい

らっしゃる親御さんですとか、そういう

子どもさんや親の方に、一緒に遊びなが

ら臨床心理士が対応して具体的に問題の

解決を図っていくという、そういう教室

を毎日行っております。

　それから、発達のケアということでは、

いろいろな発達の問題、発達のおくれの

あるお子さんに対しまして発達検査を行っ

たりですとか、くまさん親子教室で対応

したりとか、あるいは障害児童センター

の方にお願いしたりとか、そういうよう

な業務も行っております。

　それから、障害のある方につきまして

も、１８歳までということで、いろいろ

なご相談にも応じさせていただいており

ます。

　それから、このところ心のケアという

ことがよく言われますけれども、子ども

さんに対しましても、心理療法といたし

まして遊戯療法ですとか、箱庭療法です

とか、あるいはカウンセリング、そうい

うようなことも行っております。

　また、保護者の方に対しましても、面

接ですとか、カウンセリングですとか、

あるいは必要な場合には箱庭療法ですと

か、そういうような心理療法も行ってお

ります。

　それから、養育困難なご家庭に対しま

しては、さまざまなところと連携をしな

がら、ケースワークということで、施設

の入所も含めまして関係機関との連携を

図ってきております。

　そして、このところいろいろな形で問

題になっておりますけれども、子どもの

虐待に対応する機関のネットワークとし

て、虐待防止連絡会というのがあるんで

すけれども、そこの事務局といたしまし

て、虐待の問題に関しましては中核的な

役割を担ってきております。また、虐待

をしてしまった、あるいは子どもをたた

いてしまう、いろいろな形で、そういう

意味での悩みをお持ちの親御さんに対し

まして、「ＭＹ　ＴＲＥＥ」という親学

習のプログラムも行ってきております。

　今いろいろな形で、もともと家庭児童

相談室が行ってきました業務よりも、心

の問題、虐待の問題、先ほどありました

育児訪問支援なども含めまして、いろい

ろな形で業務が広くもなってきておりま

すし、多くもなってきているという状況

でございます。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　それでは、要望と２回目の

質問をしたいと思います。

　まず最初に、国民年金の事務委託金に

ついて、よくわかりました。本当に命の

綱というか、長年働いてきてやっと年金

が受給される年齢になって窓口に行った

ら、えっというような一つの、そういう

ようなあなたは支払われてないというよ

うな形のことを聞かされたときに非常に

ショックを受けると思います。そういう

ふうに、きちっと今は事務作業を行って

おられるということで安心しましたし、

人間がやることですから、完璧に間違い

はないということはないとは思うんです

けど、ただ、二重三重の一つのチェック

機関をつくってやっておられるし、今は

社会保険事務所がそういう形で大部分は

そういうふうにやっておられるというこ

となんで、少しは安心しましたので結構

です。

　それから、次に民生児童委員の件なん

ですけど、非常に幅広いお仕事をボラン

ティアでされるということで、また、今

は非常に社会が複雑になってきてますよ
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ね、その複雑ないろんな問題を対応して

いかなあかん。責任問題とか、いろんな

もんが発生する中で、これからどんどん

どんどん委員さんは、今の状況から考え

たら減っていくんではないかという非常

に私は危惧を感じるんです。だから何ら

かの形でお仕事の軽減なり、また、一つ

の大きな決まりごとの中でやっていかな

あかんから、一つの摂津市がどこまで幅

があって、それを対応できるかというの

はわからんのですけど、そういう点をこ

れからしっかりと考えていかんと、ます

ますこれ、なり手がいないというか、そ

ういう状況になってしまうんではないか

という危惧を感じますんで、その点です

ね、今の段階で、ほんならどういうふう

にすべきだというのは、なかなか難しい

問題やからご答弁いただけないと思いま

すけど、しっかりと考えていただきたい

というふうに要望しておきます。

　それから、次に障害者の雇用助成なん

ですけど、非常に少しずつでもそういう

形の実績が上がっているということなん

で、非常にそれは結構だと思います。親

なき後というような形で非常にお苦しみ

のご家族の方も多いと思いますんで、で

きる限りそういう拡充して、少しでも多

くの障害者が雇っていただけるような企

業を発掘していただきたいというふうに

思います。これも要望しておきます。

　次に、家庭児童相談室ですけど、ゼロ

歳から１８歳と非常に年齢的な幅が広い

いということで、それぞれ今先ほどもお

話ありましたように、物すごく子どもた

ち、１８歳から０歳児の子どもたち、ま

た、若者たち、そういう方々の事件が今、

多発してますよね。虐待問題なんかでも

毎日ぐらい新聞やらニュースでいろいろ

言われてますし、それから親殺しとか子

殺しとか、そういうことが頻繁にある中

で、臨床心理士ということは専門的な知

識がある方というのは、それはもちろん

わかるんですけど、そういう多様化して

る、また、その事件が意識以上に先へ進

んでいってしまうというか、まさかとい

うような事件が次から次に起こるわけで

あって、そういうことで非常にその対応

自体が、より専門的に必要なんちゃうか

なというふうな私は危惧を感じるんです。

　だから、ちょっとお聞きしたいんです

けど、その臨床心理士というのは、どう

いう一つの過程を経た方で、それと具体

的に事例がオープンにできる面とできな

い面があるかもしれませんけど、摂津市

で、例えばこういう問題があって、こう

いう解決があってというような事例があ

るようでしたら、ちょっとお聞かせ願い

たいと思います。

　それから、次に生活保護の件なんです

けど、非常に年齢が若いからあかんとい

う一つのもんではないというのはわかる

んですけど、ただ、本当に生活保護を受

けに来られた方というのは、すごく長い

年月ですね、ご苦労なさって、非常にそ

ういう点では気持ちの中ですさんだもん

がある方もおられると思います。

　今の状況から考えて、これからずっと

生活保護を受けられる方がふえるという

ことは、それはもう当然仕方ないにして

も、今もう財政も非常に逼迫した状況の

中で年間５，０００万ぐらいの予算がふ

えていくわけですよね、摂津市独自の予

算としたらね。そういう形で、例えば、

今いろんなもんで財政が何とか人員削減

やら、いろんなことをやりながら財政再

建をやろうとしている中で、こんだけふ

えていくというのは、非常にもうやむを

得んのはわかっとるんですけど、非常に

痛いわけであって、そこできちっと生活

保護を受給するそのケースワーカーがしっ
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かりして、本当に、本当にやっぱり必要

な方に対しては的確に対応して、受給し

てあげる。

　しかし、いま一つの、新聞等で、そう

いう暴力団の方々の６割、７割が生活保

護を受給されているというような、新聞

記事で過去において出たわけです。その

ような中で、その若いケースワーカーの

方が、そういう方々にきちっと説得した

り、また、非常にそういう確信犯的な方

はいないと思うんですけど、そういう形

で何らかの受給を、不正じゃないんだけ

ど、そういう形をしたときに、すいも甘

いもじゃないんやけど、人生経験が少な

い若い人らが、そこをきちっと見破られ

るかとかね、そういうことを非常に私は

現実問題として不安に思うんです。

　で、ベテランの職員が後ろに控えて、

その方が対応するというご答弁いただい

たわけですけど、やっぱりその点がまだ

まだちょっと不安が残るわけであってね、

どのような一つのレクチャーなり、どの

ような一つのケースワーカーになるに際

しての教育なり、それから、なぜその若

い世代がケースワーカーをせなあかんの

かということが、もう一つご答弁の中で

しっかりと僕は受け取れてないんです。

いっぱい職員いてはるわけでしょ。それ

やのに何で、過去において私も質問した、

質問したけど、まだ現時点で、何遍も言

うようやけど、若いからあかんというん

じゃないんやけど、先ほどずっと言うた

説明の中で、ちょっとその辺が疑問に残

るんで、ちょっとご答弁いただきたいと

思います。

　それから、魚腸骨のことなんですけど、

私ね、物すごう理解できないんですよ。

もちろん、いろいろ市場からとか、いろ

んな商店から、そういう魚のアラとか肉

ですね、肉の内臓とか、そういうのが出

て、それを皆がお金を出しおうて処理す

る。処理するのは、民間の会社がそれ、

やるんですね。

　で、これ何か、魚油というんかな、そ

れは自分らで使うけど、このフィッシュ

ミールか、それ販売するんでしょ。販売

するのは、利益を上げるわけですね。そ

の利益を例えば出資しとる地方自治体な

り、そういうところに還元するんやった

ら、僕、物事わかるんですけど、こうい

う公が、民間の企業に金出して、そこが

利益上げるのに、何で、公の大阪府なり、

大阪市なり、また衛星都市が一生懸命そ

のお金を出し合わなあかんのかという、

非常に疑問があるんです。その点、ちょっ

と一遍ね、ご答弁をいただきたいという

ふうに思います。

　それから、一遍聞きたいなとずっと思っ

とったんですけど、私ね、１８年前に最

初に質問したんが、住民票とか印鑑証明

の自動発行機を窓口に設置したらどうや

というのを、僕、最初に議員になって言

うた質問がそれなんですよ。で、いろん

なとこ行って探してきたり、ほんで、私、

今いろいろ会派で視察に行ったときなん

か、その自動発行機がようさんあるんで

すね、いろんなところにね。ほんで、こ

れは先ほど村上委員から、質問あったよ

うに、非常に独身の方々が、なかなかそ

ういう住民票とか印鑑証明とか、いろん

なさまざまな書類を取りに行かれんから

いうことで、いろんな東京の千代田区に

行っても、それから杉並区に行っても、

全部自動発行機があって、２４時間とは

言わんけど夜間でも取れるようなことで

あるんですね。

　そういうことで、市民サービスコーナー

でどうこう言うより、私が１８年、１９

年前に言うた自動発行機の件を、もう一

遍ちょっと、考えるあれがあるんかどう
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か、ちょっと一遍お聞きしたいと思いま

す。

　就労支援は、もうそれで結構です。全

然島本と違うということがわかりました

んで、ありがとうございます。

○上村委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　生活保護のケー

スワーカーの問題でございますが、先ほ

どの答弁でも申し上げましたように、現

行のケースワーカーの配置によって、本

来の、いわゆる保護世帯に対する指導が

ちょっと後退したようになっているとい

うふうには、私は考えてはおりませんが、

適切な指導ができておるもんやというふ

うに考えておるところでございますが、

これは単なる感覚ということじゃなくて、

現行、摂津市の、いわゆる保護率という

のは１，０００分の１１．３。パーセン

トで直すと１．１、１００人に約１．１

人ぐらいの保護率なわけでございますが、

大阪府下平均の数値というのが、いわゆ

る１００分でいくと２．４、パーミルで

申しますと、２４というパーミルになり

ますから、これは当然それぞれの地域で

の市民の生活実態がありますから、平均

値でどういう議論できるようなものでは

ないんですが、必ずしも摂津がこういう

ケースワーカーの配置になっているため

に、本来的には生活保護を受給しなくて

もいいような方までも適用しているとい

うような実態に決してなっているわけで

はないというふうには考えているところ

でございます。

　ただし、日々、さまざまな保護世帯が

窓口に来られます。また、新たに生活の

困窮を訴えられて窓口に来られる方もご

ざいます。当然、全体で申しますと、総

体的には今のケースワーカーよりも年代

が大分上の方が多いのも現状です。

　そういう中で、大方が大学卒業した後、

民間会社等での社会人経験があるとはい

え、先ほど申しましたように、３０歳前

後というワーカーが多いわけでございま

すから、なかなかワーカーの方に対する

プレッシャーというのはすごいやろうな

と。まあ言えば、おじいさん、おばあさ

んと、お孫さんというような関係もあり

ますから。

　そういう中で、私としては、やはり現

行は先ほど申しましたようにベテランの

指導員がおって、チームワーク的な形で

対応はできておりますが、やはり将来も

見据えた中では、やはり一定、中堅クラ

スの職員も今後の業務に携わっていくよ

うな、もう少しバラエティーがあるよう

な配置も必要ではないかなというふうに

考えてますし、また、やはりこういう社

会福祉関係の大学で社会福祉関係の勉強

をされたような経歴をお持ちの方も配置

をしていくというような中で、ワーカー

一人ひとりがもうちょっと余裕を持った

中で、決して今が不十分やというふうに

考えてませんが、よりきめ細かな指導が

できるような体制に持っていきたいなと

いうような考えはいたしておりますが、

何分にもご承知のとおり、人事配置とい

うような中でもございますから、こうい

う思いは人事当局にも伝えていきたいと

いうふうに考えておりますので、よろし

くお願いいたします。

○上村委員長　紀田参事。

○紀田生活環境部参事　販売して利益を

上げておれば、当然、市が助成なりしな

くても運営できるということになるんで

すが、もともと全国各地にこういう施設

があったんですね。日本は漁場国ですか

ら、魚を大量に食べますし、ただ、それ

がどんどんつぶれていっていて、今現在

その自立的にできてるというのは、たし

か東北と北海道ぐらいのところはできて
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るんですね。

　その理由はなぜかと申し上げますと、

やはり漁場が近くにあって、漁獲したも

のを即そのままはねた魚が当然出るわけ

ですね、小魚であるとか。そういうのを

新鮮な間に工場に持ち込んで処理してフィッ

シュミールにすると、質のいいフィッシュ

ミールができる。当然、質がいいから全

国から見た場合、やはり需要がふえるん

ですけども、ところが、都市部近郊にあ

りますそういう工場については、一たん

スーパーであるとか、魚屋さん、そういっ

たところが解体して、それを保管してお

いて、夜中に回収して翌日持っていって、

どうしても死んでから期間がかかります

し、さばいてからまた時間がたつ、そう

なるとどんどんどんどん劣化するという

こともあって、できる製品自体、やっぱ

り市場競争力がないものしかつくれない

んですね。

　ほんなら、そのままもう、つぶれたら

それでええんじゃないかということには

なるんですが、ただ、やはり市町村とし

て、今までそういうところが処理してた

やつを市が引き受けて、これは一般廃棄

物ですから市町村の焼却炉に持ち込まれ

るということになるんですが、そうなる

と、やはりまず１点目が、においの問題

ですね。

　通常、我々、回収しているのがパッカー

車で回収してるんですが、今そういうシ

ステムですと、筒に入ったような、にお

いの外に出ないような形で、ふたをしめ

て持ち込まれるんですが、それを今許可

業者がやってるような形のパッカー車で

持ち込むと、持ち込む段階からかなりに

おいがする。まして、ピットにあけてお

くと、即そのまま焼却しませんので、ピッ

ト内が結構においがきつくなる。そういっ

た問題があるのと、あと、どうしても水

分が多いということで、燃やすと焼却効

率を落とすということもあって、各市、

燃やせれば燃やすだけのトン数の処理能

力は持っておられるんですが、特に大阪

市は大きな炉を持っておられるから、で

きそうなんですが、やはりそれは燃やす

よりも、当然、リサイクルもできるし、

今の体制の方が望ましいということで、

何とか思案をしていこうというようなス

タンスであるんですが。

　ただ、私の考え方を申し上げますと、

一定、その特定の私企業を支援というの

はいかがなもんかなというのも、当然、

疑問の部分もありますし、京都市がつい

最近とられたというのは、私企業に任せ

ておいたやつを、それを公社化するとい

うような形で、本当に必要であれば、広

域対応で、例えば大阪府が音頭をとって

いただいて広域処理する。そのコストが

どうなるかというのは当然比較した上の

話になるんですが、そういうことも踏ま

えた検討をした中で、どちらかを選択す

るという手法が望ましいかなということ

では考えております。それについても、

今後、北摂七市で取りまとめをする中で、

一定検討の素材にしていただければなと

いうふうには思っております。

○上村委員長　村江課長。

○村江市民課長　自動交付機の設置は考

えないのかというご質問でございます。

　自動交付機を導入する場合、その目的

によって検討事情が異なってきます。例

えば、市民課の窓口混雑を緩和する目的

で設置するのか、また、職員によるサー

ビス時間外に無人、監視サービスつきで

稼働させるために導入するのか、さらに

は機器導入で人件費等の節約効果を発揮

させる場合などがあります。

　ちなみに、自動交付機の導入について

は、平成３年に兵庫県伊丹市の導入が最
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初で、平成１７年１０月末の総務省調査

で、当時の市区町村２，１９１団体の中、

２６３団体が導入し、設置台数は６４４

台で、１年間の増加数は３７台となって

おります。

　大阪府下の自動発行機の導入数につい

て平成１７年１０月末現在調べでは、府

下４３自治体中、１１自治体、計４０台

であり、３年前の１４年１０月末の状況

では、１１自治体の３４台ですから、３

年間で府下では６台ふえた状況です。こ

れらの府下の導入実態からは、市役所や

支所の窓口混雑緩和と時間外サービスの

目的が大半であります。

　これまでも自動交付機を設置するよう

にとの要望でございましたが、無人運用

が認められていない等の設置場所やセキュ

リティーの制約をはじめ、自動交付機自

体、１台７００から８００万円程度です

が、交付内容の情報を送信するためのハー

ドウエアやこのソフトウエアの整備、ネッ

トワーク環境の整備、印鑑情報データの

再構成等の附随する諸問題の解決に係る

総費用が割高であって、現行の市民サー

ビスコーナーの非常勤職員による運用に

よる経費と比較した場合、数段に現行の

非常勤職員によるサービスの方が費用対

効果がよいところでございます。

　また、高齢者の方などに対して自動交

付機の機械操作をお願いすることを考え

ますと、人と人との触れ合いで対応する

現行方式の方がサービス上、臨機応変な

対応も期待でき、他課の業務との連携も

可能と考えております。

　これからも、当分は現行の市民サービ

スコーナーの方式で、引き続き運用して

いきますが、諸条件が異なれば可能性も

ありますので、なお、自動交付機の研究

を継続してまいりたいと思います。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　まず、臨床心理

士の資格とはどういうものなのかという

ご質問でございます。

　臨床心理士というのは、臨床心理学の

知識や技術を用いて心理的な問題を取り

扱う心の専門家というふうに言われてお

ります。

　これは、日本臨床心理士資格認定協会

というのがございまして、文部科学省の

方から公益法人格を持つ財団法人という

ふうに認められておりますが、ここで日

本臨床心理士資格の認定試験というのを

行っておりまして、この試験を受験する

ためには、この協会が認可する指定大学

の大学院のマスター課程を修了するなど

の条件を満たしている者というふうなこ

とになっております。一定の条件を大学、

あるいは大学院で学ばれた方が、その上

で試験を受けられて、審査の結果、ここ

で臨床心理士という資格を与えられると、

そういうふうな形になっております。

　確かに、ゼロ歳から１８歳まで本当に

幅広い問題でありまして、しかもこのと

ころ、いろいろな問題もございますし、

広く深くさまざまな問題が起こっている

というふうに思っておりますので、それ

に対応していくためには、ますます専門

的な知識ですとか、経験が必要になって

くるところだとは考えております。

　具体的な事例をというお話でございま

したが、余り細かなことはちょっとお話

しできませんけれども、子どもを好きに

なれないとか、子どもが何かをしても無

視をしてしまう、あるいは我慢してつき

合っていると、最後には爆発して、たた

いてしまう。それも思い切りたたいてし

まうことを繰り返してしまう、そういう

ようなことにずっと悩みを持たれていた

お母さんがいらっしゃいまして、どうし

てもそういうふうに育ってこられた子ど
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もさんは、子どもさん自身がとてもかわ

いく甘えてくれるとか、大人に寄り添っ

てくれるとか、なかなかそういうふうに

はなれませんので、お互いがより困難な

方に向いていってしまうといいますか、

ますます親子の関係が悪くなっていって

しまうといいますか、そういうような状

況におられて、外へ出かけても、その子

どもさんが自分の言うことも聞いてくれ

ない、外へ行けば、ますます何をしてし

まうのかわからないというような状況も

あって、また、周りの方からもいい目で

は見られないということから、ますます

孤立をしてしまう、子どもを外へ出さな

いし、家の中でお母さんも悩みを深めて

いくというような、そういう方がいらっ

しゃいました。

　それに対して、たまたま発達の問題で

すとか健康診断のこととかで保健師さん

がかかわられることがありまして、そう

いうことを通して家庭児童相談室ともか

かわるようになられまして、何度も面接

とか、カウンセリングですとか、あるい

はお子さんに対しての遊戯療法ですとか、

いろいろなことをやっていく中で、お母

さん自身のつらさを周りが認めるといい

ますか、お母さんも何で自分が苦しんで

いるのか、どうしてこういうことを自分

がしてしまうのか、その方の生い立ちで

すとか、いろんな小さいときから受けて

こられたさまざまな傷ですとか、そうい

うようなところに手当てを受けていただ

く、自分自身でもそこへ目を向けていた

だく、そういうようなことが少しずつで

きるようになってきますと、また、子ど

もさんも違った形で職員によって手当て

がされるというようなことを通して、お

互いが少しでもいい関係を持てていける。

お母さん自身が、そこで自分自身を認め

てもらい、自分自身が自分を認め、そう

いうようなことを通していくことで子ど

もも認めていくことができる、親子関係

を少しずつ、もちろん時間はとってもか

かることではありますけれども、修復し

ていく、そのことを周りが支えていくと

いいますか、そうしたことができていっ

てるようなケースがございます。

　別にこういうことに限らず、いろいろ

な形で、家庭児童相談室だけではござい

ませんけれども、いろいろな機関の職員

が連携をし合って支え合っていくといい

ますか、そういった状況でございます。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　それでは、質問します。

　生活保護のケースワーカーの件なんで

すけど、それなりに優秀な方を配置され

て対応されているというふうに私は思い

ます。何回も言うようですけど、若いこ

とがあかんとは限らんですけど、ただ、

本当に、それなりにきちっとした人生経

験を積まれた、これ人事の問題やから、

そちらに言うてもしゃあない面もあるん

ですけど、私としたら、それなりの経験

を積んで、経験豊かな職員の方がいっぱ

いおられる中で、今言うたようにバラエ

ティーに富んだ年齢層の方々をケースワー

カーとして配置されて、それから、いろ

んなケースがあると思うんですよね。

　だから、その生活保護の相談に来はる

人は、いろんなケースがあると思うから、

地域的な一つのエリアというか、テリト

リーで対応するんではなくて、それぞれ

ケースとか、それぞれの問題に応じて、

今言うたようなバラエティーのある職員

が、それなりに対応することが現実的な

対応ではないかというふうに思いますし、

やっぱし、いろんな話を聞くんです。あ

の人ちゃんときちっとした生活してはる

のに生活保護をもろてはるとかね。

　何か、今はちょっと景気が上向きになっ
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てるから余りそういう話は聞かんように

なったんですけど、過去においてはね、

非常にそういう話があったんですけど、

そういう点で、不公平な、不公平感が逆

に生まれるようなことではあかんわけで

すから、そういう点で、今後しっかりと、

これはそちらにばっかり言うてもあかん

やろうけど、要望としてそういう形を上

げていただきたいなというふうに思いま

す。これも要望しておきます。

　それから、魚腸骨のことなんですけど、

その理由はわかりました。理由は、そう

いう一つのね。

　ただ、先ほど紀田参事もおっしゃった

ように、民間企業に公がバックアップす

る、それは商売でけへんから。商売でき

ひんような企業って、やっぱり成り立つ

わけにいかへんわけですよね。これ、はっ

きり言うたら。商売で物事、売れんもん

を売るような企業なんかほとんどないわ

けであって、もちろん現実問題として、

そういう企業がなくなったときには困る。

それやったら、先ほど京都であったよう

な、管理公社じゃないけど、そういうよ

うな施設をつくってやるという形の方が、

費用はかかるかもしれんけど説明はつく

と思うんです、私は。説明が。今の場合

で民間企業に、過去の経緯があるから、

今言うたようにいろんなそういう問題が

あって、そこをあえてやってもろとんや

から、みんなで金出さなあかんねやとい

うようなことは、多分今の世の中では説

明がつかないんとちゃうかなと思うんで

すね。

　だから、もちろんそれは摂津市だけの

問題じゃないですよ。当然わかっている

わけです。だから、そういう点を一遍北

摂の市の方々と、しっかりと一遍話され

たり、そういうことをせんと、やっぱり

これも誤解を生じてしまうような危惧を

感じられるんですよ。だから、その辺も

要望しておきたいと思いますんで、よろ

しく。これ以上、僕言いませんけど、要

望しておきます。

　それから、自動発行装置の件は、もう

いいです。一生懸命やってわかるんです

けど。いいですいうことはあれなんです

けど、ただ、今言うたように、これから

人員を削減していかなあかん。市長は、

この数年来、１００人減らすという形で

言ってあるわけですから、そういう点も

考慮しながら、自動発行装置も考えてい

かなあかん。それと、人間と人間の触れ

合いというても、もちろんそれが大切な

ことはわかりますよ。ほんで、そういう

ことをやっぱり、市民との触れ合い、そ

れはわかるんですけど、それとやっぱり

その自動発行装置というのは意味合いが

違う。

　例えば、若い世代としたら、まどろっ

こしいということも。まどろっこしい言

うたらごっつい語弊なんですけど、そっ

ちの方が簡単に対応しやすいという方も

おられるわけであって、民間の銀行とか、

あらゆる施設は、そういうことにどんど

んどんどん移っていこうとしとるわけで

すから、そういう点も今後、研究をされ

る必要が、先ほど研究するいうて言うて

おられたから、研究する必要は十分ある

と思いますし、システムがまた変わって

くると思います。国のシステムもね。だ

から、それを先取ってやっていただきた

い。そういうことでお願いしたいと思い

ます。

　それから、臨床心理士の件なんですけ

ど、よくわかりました。それぞれ、もう

本当に今の世の中、何があっても不思議

でない世の中です。それをその臨床心理

士の方が、先ほどご答弁あったように、

事細かにいろんな悩みを受けて、それを
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対応されておるのはよくわかりましたけ

ど、ただ、本当にね、地域でそのような

虐待があって、その子どもたちが親の虐

待によって、もしか死亡やら、けがをす

るとか、そういうことがあったら、その

地域が物すごく責任を感じるというかね、

そういうもんがあると思うんです。だか

ら、そういう点を、その臨床心理士さん

だけで解決せんとね。これからやっぱり

いろんな、それぞれのいろんな課がある

と思うんですけど、またがっていろいろ

話し合いをしながら、具体的にそういう

お母さん、そういう家庭があるんやった

ら、みんなでそれを対応しようやないか

という、そういうような雰囲気をつくる

ことも大切だというふうに思いますんで、

これも要望にしておきますんで。

　私の質問を終わりたいと思います。

○上村委員長　渡辺委員の質問が終わり

ました。

　暫時休憩します。

（午後２時５２分　休憩）

（午後３時１６分　再開）

○上村委員長　それでは、再開します。

　質問される方。

　安藤委員。

○安藤委員　それでは、質問をいたしま

す。決算概要でちょっとページを追って

いきたいと思いますので、よろしくお願

いします。

　最初に、概要の３８ページになるんで

すが、水道料金の減免事業についてお聞

きしたいと思います。生活保護世帯等の

水道料金の減免が行われてまして、ひと

り暮らしの老人の方であったり、母子家

庭の医療費助成世帯であったり、幾つか

の条件に基づいて水道料金の減免が、基

本料金の半額だったと思いますけども、

行われていると思います。この水道料金

の減免について、その件数と、それから

それぞれ幾つかの条件があるかと思いま

すが、その条件ごとの数字を教えていた

だけないかなと思います。よろしくお願

いします。

　それから、概要の４８ページに行きま

す。地域活性化補助事業についてです。

一定の要項のルールに基づいて各地域、

連合自治会ごとに交付されている地域活

性化補助事業、具体的にどのようなもの

が１７年度行われてきたのか、その点、

お聞かせいただけないでしょうか。

　それから、執行率、大体その性格上、

連合自治会というのは摂津市内には限ら

れておりますので、大体、執行率もほぼ

１００％になるのではないかなというふ

うに勝手に想像するんですが、８３．９

％という執行率で、以前の委員会の審査

の中でも幾つかの小学校区で利用されて

いないというようなところがあったとい

うふうにも聞いておりますので、その点

についても、ちょっと一緒にお聞かせい

ただけないでしょうか。お願いいたしま

す。

　次が６２ページに行きます。障害者福

祉作業所運営補助事業についてです。

前年度決算と比べましても１，４６７万、

事業全体の数字ですけども増額になって

いますが、その具体的な中身について、

それから地域生活支援ステップアップ事

業についてもお聞かせをいただけたらと

思いますので、お願いいたします。

　続いて、６３ページの精神障害者居宅

生活支援事業についてです。午前中の質

疑の中でもありましたが、精神障害者の

方が自立のためにということでグループ

ホームを利用されていると。その事業も

この中に含まれているというようなお話

だったかと思いますが、府営の公営住宅

へのグループホームの開設、一津屋の味

生住宅で既に開設されていると。今年度
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も、さきの議会で補正予算として上がっ

ておりましたけども、正雀の府営住宅、

それから鳥飼西の府営住宅にも新たにグ

ループホームが開設されるというような

ことも先日ご提案もされ、可決されたと

ころでありますが、その味生住宅のグルー

プホームの、この間の経過とか、今の現

状とかについて、運営状況をちょっと教

えていただけたらと思います。

　あわせて、そのグループホームをその

公営住宅で開設する、摂津市では初めて

のケースであったわけですから、今後の

こういったグループホームを公営住宅に

開設をしていくというような中でも、か

なり参考になっていくものだと思います

ので、開設時の地元への説明であるとか、

協力体制、現在の協力体制の状況とかで

すね、その点もあわせてご紹介をいただ

けないかなと思います。よろしくお願い

します。

　続いて、６５ページ、介護保険の特別

会計の繰出金についてです。これも、ま

た介護保険の特別会計決算でもまた議論

になるかと思いますが、ちょっとお聞か

せいただきたいんですけども、基本的に

介護保険への一般会計からの繰り入れと

いうのは、いわゆる介護保険料財源の中

の法定で決められている市の負担の分、

それから事務費の部分であって、保険料

軽減であるとかいうことでは一般会計か

らの繰り入れというのはないというふう

にご説明をいただいてきたわけですが、

その点、今回の繰出金について、改めて

この繰出金の性格、それから分類をちょっ

とご説明いただけないでしょうか。

　次に、６５ページに行きます。訪問介

護利用料助成です。ちょっとこれ、前に

もお聞きしたかもしれませんが、前年か

ら比べても１８７万円減ってきています。

１４６万６，３９９円、訪問介護利用料

助成のその内容ですね。それから、減っ

てきていますので、その減ってきた要因

ですね、それをちょっと教えてください。

お願いいたします。

　次に、介護保険の相談員事業で、午前

中こちらも質疑応答があったと思います

が、お聞きしたいと思います。一月１回

ほどの相談員の連絡会があって、各施設

での事業所ごとの声を事業所さんにお届

けをしたり、改善点をお届けしたりする

中で、相談員さんの中でも連絡会を開い

て活動報告をやられたり、意見交換をさ

れているというふうに事務報告の中でも

書いてありますが、その相談員さんがつ

かんでおられるといいますか、問題になっ

ているような、この連絡会の中で出てく

るような内容について、どんな相談、そ

れからどんな問題があるのかという点、

ちょっとどのようなご認識なのかをお聞

かせいただけないでしょうか。お願いし

ます。

　それから、６５ページですが、これも

特別会計の繰出金について、国保特別会

計繰出金についてであります。国保の場

合は、今度は基準外、それから法定内の

繰出金というふうに分けていつもご説明

をいただいているわけですが、今回の繰

出金、国保の特別会計の決算を見ればわ

かることですけども、改めてこの場で、

この繰出金の基準外、それから法定内、

どういう内訳なのかをちょっとご説明い

ただけたらと思います。

　次に、６７ページの一番上の市立せっ

つ桜苑運営事業についてお聞きいたしま

す。こちらのせっつ苑は、公設民営の桜

苑を成光苑に委託をして、１８年度から

は指定管理者ということで事業をお願い

しているわけでありますが、同時に配食

サービスもお願いをしているというよう

な状況にあると思います。
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　せっつ桜苑におきましては、１７年の

予算議会の３か月ぐらい前ですか、平成

１６年の１２月の議会や委員会の中でも

少し問題になっていました、施設の中に

レジオネラ菌が発生した問題で、いろい

ろな対応に苦慮されたことかと思います

が、その際、担当部長が、この施設は公

設民営の施設であって、市が介護保険制

度に基づく介護老人福祉施設として、本

施設の事業者となっていることから、市

も一定の責任があると認識しております

と、このように述べられています。これ

議事録から拾ったものですが、そして、

市といたしましても、このようなことを

繰り返さないために、施設の日常的な運

営について、チェック機能を果たすこと

ができるように対応してまいりますと。

ほかの福祉施設などにつきましては、今

回の件を教訓とし、市といたしましては、

介護保険制度の保険者という立場から、

施設運営の指導監督庁であります大阪府

と連携して実態の把握に努め、施設の適

正な運営についての助言を行ってまいり

たいと考えておりますというふうにご答

弁をされています。

　その後、その予算の議会もあって、こ

のようなこともお話をされていて、１７

年度１年間たった状況で、このチェック

状況、それからその当時の問題点など、

どのように認識されて、今後にどのよう

に生かしていこうとされているのかにつ

いて、ちょっとお聞かせをいただけない

かなと思います。

　次に、７０ページですけども、身体障

害者日常生活支援事業、それから補装具、

日常生活用具、重度身障者等住宅改造、

費用助成等々あります。全体的にも昨年

と比べて８８０万ほどの増額となってい

ますので、その１７年度の増額となった

理由をお聞かせいただきたいと思います。

　あわせて、１８年度から今年度から自

立支援に移っておりますが、地域生活支

援事業の日常生活支援に移行する中身が

あるかと思いますので、その点を教えて

いただきたいのとあわせて、現在は補装

具で全額助成しているストマ用装具とい

うんでしょうか、そういったところも、

当面、今年度中は周知期間として無料と

いうことでありますが、来年の４月から

は有料になってくるというようなことに

なると思います。

　この決算の数字から見て、どのような、

この数字が来年の４月となった場合に、

どのような負担が市民に、その業者の方

に負担になるのか、ちょっとお聞かせい

ただけたらと思います。

　それから、７４ページに行きますが、

ファミリーサポートセンター運営事業に

ついてです。社協ニュースなどでもいろ

いろ報告もしていただいているわけです

が、会員の現在の実績など、この際、教

えていただけたらと思います。

　それから、同時に、平成１６年度まで

は国庫補助金という形で２１２万９，０

００円というのが平成１６年度、国庫補

助金がついていたんですが、平成１７年

度ではもうなくなっていて、これ、恐ら

くその期限が決まっていたのかなという

ふうに思うんですけども、その点につい

てもちょっとあわせてご説明をいただい

て、その国庫補助金がなくなった後のファ

ミリーサポート運営事業の展開について

もお教えいただけないでしょうか。お願

いいたします。

　続いて、７５ページの下の方の保育所

の管理運営事業と、それから民間保育所

をあわせてなんですけども、保育所の待

機児童のことについてお聞かせいただけ

たらと思います。１７年度は、先ほども

民間保育所の施設を増築する費用とかも
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多額に計上されていたわけですけども、

１８年度に入りまして新しい保育所が新

設されたり、増床によって定員をふやさ

れたりしておりますけども、その待機、

１７年度の状況ですね、待機児童はどう

だったのか。これは、いわゆる新定義、

旧定義とよくあわせてご説明いただくん

ですが、旧定義ですね、希望しているけ

ど入ってない、入れてない待機児童が何

人いたのか。で、参考に、１８年度、こ

れは新たに定員が大幅にふえています。

毎年４月当初は、新定義では待機児童は

ゼロで、ゼロで行くんだけども、やっぱ

り年度途中から保育所に入所を希望して

も、なかなかあきがないとか、年齢によっ

て入れないというようなことをよく聞き

ます。今年度、もしよろしければ、現段

階の増床の後の待機児童、どのようになっ

ているのかも、あわせてお願いできない

でしょうか。

　それから、７５ページの児童扶養手当

給付事業ですが、１８年度、先般も増額

補正が上がりました。全般的にやはり先

ほどの生活保護のお話でもあったように、

今の格差の状況、経済状況等々で、やは

り児童扶養手当受給者がふえていく傾向

にあるのではないかと推測するわけです

が、今後まだ、児童扶養手当については、

さらにその受給要件であったりとか、そ

れから受給期間ですとかというものが変

わってくるというふうに聞いております

ので、その点のご説明も一緒にいただき

たいのと、それから、先ほども母子自立

支援策等の質疑がありましたけども、児

童扶養手当の見直しをしていくのとセッ

トで、母子・ひとり親の家庭世帯が自立

できるようなものをつくっていくんだと

いうような話が法改正のときにあったと

思います。有効な母子自立支援策という

ものについて、先ほどもあったんですけ

ども、自立できる、仕事ができるという

ようなことでの具体的な事業を、ちょっ

とご紹介いただきたいと思います。

　７６ページの乳幼児医療費助成制度で

す。これも先ほどもありましたが、１６

年の１１月から、大阪府の制度改定によ

りまして、福祉医療助成で乳幼児の場合

は１歳年齢が引き上げられたと同時に、

１回５００円、一月上限で１，０００円

という一部負担金の制度、これも導入さ

れたことによって、前年比と比べても、

摂津市の今回の決算の数字でも若干減っ

てきています。

　やはり子育て支援ということで言えば、

先ほどもありましたけども、安心して子

どもを育てられる、病気になったときも、

早目に子どもを病院に連れていって健康

に生活できる、そういう保障をしてあげ

るということはすごく大事であって、こ

れはやはり全国の自治体で乳幼児医療助

成制度がつくられて、国に対しても、摂

津でも以前、議会で意見書が採択されま

したけど、国の制度として無料制度をつ

くってほしいということを上げています

ので、みんなの願いだと思うわけですが、

残念ながら大阪府は、その無料化の中で

１回５００円というものがつくられてき

ました。

　事務報告書を見ますと、一部負担の数

字が出てるわけです。見ますと、通院で

２，３８６万８，０００円、入院の方で

いきますと７２万４，９８６円ですか、

合わせますと２，４５９万３，０００円

が１年を通しての一部負担のお金になる

わけですね。

　私、単純に考えるんですけども、先ほ

ど１歳年齢引き上げに２，７００万とおっ

しゃっておりましたが、例えば、今の状

況で、この一部負担金の減免を摂津市独

自で、もとの無料に戻しますよというと
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きに、この一部負担金、市民の皆さんが

新たに負担をされている２，４５９万３，

０００円、この予算、単純にはいかない

かもしれませんけど、このお金、こんだ

けで無料化に、今の所得制限なしで対象

年齢は３歳児までという状況で無料化と

いうのができるのかどうか、そういう考

え方はありなのかどうか、ちょっとお聞

かせいただけないでしょうか。

　それから、生活保護事業です。７９ペー

ジです。これも午前、午後と議論が行わ

れています。先ほども渡辺委員がおっしゃっ

てたように、人生いろいろな経験をされ

た方との対応ということになりますから、

職員の方、ワーカーの方の能力や協力体

制というのは非常に重要だというふうに

思っているわけですが、一方で、国の制

度として生活保護そのものにおいて、給

付を抑制していこうというような考え方

からですね、平成１８年の３月、１７度

末ですか、厚生労働省が生活保護にかか

わって適正化に向けた手引というものを

全国の自治体に通知をされたというふう

に聞いています。

　その中には、今まで以上に申請をする

上での条件が厳しくなったり、もしくは

指導・指示の問題、同意書の問題などな

どが通知として、中身としてあるわけで

す。この運用によっても、非常に生活保

護の窓口の対応であったり、それから、

本当に親身となって、その受給者の方の

自立を促していくということにできない

ような状況に、とにかく生活保護の給付

を抑制していくんだというような圧力が

かかる中での仕事で、本来、受給しなけ

ればいけない方がそこから排除されてい

くという可能性も大変心配しているわけ

です。そういう意味で、今回、１７年度

末に厚労省から通知された手引書につい

て、どのような見解をお持ちなのか。そ

のとおりやる必要があるのかどうかです

ね、その点ちょっとお聞かせいただきた

いと思います。

　それから、事務報告書の中の生活保護

の欄で、申請、決定、それから廃止とい

う欄があります。廃止について、１７年

度は１２５世帯１６４人が、この１７年

度の中で生活保護の受給を廃止という形

になりました。先日、担当の方からも、

その廃止の書類をちょっといただきたい

ということでいただきましたら、廃止の

通知書というものが、廃止が決定したら

送られてくるということで見せていただ

きました。その通知書を見ますと、廃止

の理由というのがあるんですね。その廃

止の理由を書いて通知を送って、あなた

は受給はもう廃止ですよということにな

るかと思うんですが、その廃止理由の主

なもの、それから、その１２５世帯の中

で、その廃止理由、どういうような分類

になっているのか、わかればちょっと教

えていただきたいと思います。

　あと、同じく生活保護の問題で、先ほ

ども佐藤次長からもお話があったように、

摂津は大阪府下でも受給世帯の伸び率が

トップクラスになっています。いろいろ

なさまざまな理由があると思いますが、

その大幅増になっている主な要因を考え

る上で、ぜひ知りたいことがあるんです

が、それは、生活保護世帯の中で、年齢

構成ですとか、世帯構成というのが分類

されるかと思うんですけども、その年齢

層や世帯の構成ですね、その辺の分類し

た数字があれば、一緒に教えていただけ

ないかなと思います。

　あと、同じく生活保護にかかわってで

すが、一つ決算書の６３ページの雑収入

の中にあります返還金の生活保護法によ

る返還金・徴収金というのがあります。

９２５万７，７２１円と、かなりの多額
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の生活保護からの返還金・徴収金で雑入

として入っているわけですが、これの返

還金が入ってくる経緯というんですか、

その辺の説明をちょっとお願いできない

でしょうか。

　続いて、また概要に戻りますが、リハ

ビリテーション教室事業について、ちょっ

とお聞かせいただきたいと思います。診

療報酬の改定によりまして、今年度、リ

ハビリ診療、医療の期間が非常に狭くなっ

たり、もしくは診療報酬の低下によって、

医療機関によってはリハビリの医療をも

うやめてしまって、多くのリハビリを必

要としている、機能維持のために必要と

している方も、リハビリが受けられなく

なってきているというような問題があり

ます。

　先般の議会でも、このリハビリの問題

については、政府に対して実態調査して

くださいと、それに基づいた改善をとい

うような意見書も全会一致で摂津の議会

で採択したわけですけども、摂津の事業

の中に、こうしたリハビリテーション教

室事業というのがありますので、その事

業の内容と、その実績がどのような実績

になっているのか。それから、今回の、

こういう医療機関からリハビリが受けら

れなくなったような方々を吸収できるよ

うな事業として利用できるのか、もしく

は間口を広げていくような可能性がない

のかなというふうにちょっと思っている

んですけど、その点、全く違うものなの

か、その辺をちょっとお聞かせいただけ

ないでしょうか。お願いします。

　続いて、今度は事務報告書の１１９ペー

ジで環境対策について伺いたいと思いま

す。この事務報告書の環境対策、公害陳

情事務の欄ですね、件数であるとか、陳

情受付件数であるとか、解決であるとか。

非常に解決の分野では、１６年度の事務

報告を見ると、もうかなり高い確率で、

また、１７年度についても、かなり高い

確率で解決がなされているわけで、担当

の部署では本当にいろいろなご苦労があ

るのかなと思っているわけですけども、

この陳情受け付けがあったときの市とし

ての対応ですね。

　それから、地域別に見ますと、やはり

準工業地域がその陳情の中の半分を占め

ているわけですが、そうしたそれぞれの

準工業地域での陳情についての対策を、

なかなか法的に難しいような問題、いろ

いろぶつかる部分がたくさんあるかと思

いますが、その点についてどのような対

応がなされているのか。

　また、未解決で１０件ありますけども、

この未解決の１０件について、その困難

な原因等がどんなものがあったのか、お

聞かせいただきたいと思います。

　それから、公害環境対策という点では、

午前中もこれもありましたけども、市民

の環境を守る、摂津市にも条例がありま

す。企業と市と、それから住民と、それ

ぞれに責務をうたっている条例があるわ

けですが、例えば、今まで何度も環境汚

染という問題で問題を起こして、何度も

といいますか、１回、２回と起こしてい

るような企業に対してのチェックですね、

どのようになっているのか。

　もちろん、先ほどもお話ありましたよ

うに、これは大阪府の方の権限になって

いるというお話も今までも何度かお聞き

しているわけですけども、市として、や

はりそういった企業に対しての啓発であっ

たりとか、大阪府がしょっちゅう来ても

らえるわけではありませんから、チェッ

ク機能をきちんと果たしていくというこ

とが非常に大事なことじゃないかなとい

うふうに思うんですが、どうでしょうか。

　とりわけ、今回、三箇牧水路で、調査
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によって基準値を大きく上回るダイオキ

シンがその水路の底質の部分から検出さ

れたということで、いろんな今、原因分

析等をやっていただいているわけですけ

ども、そういったことについても、チェッ

クしてたからといって、わかるかわから

ないかは別にしましてもね、こういう重

大な環境汚染の問題について、大阪府に

預けっ放しではなくて、摂津市としてき

ちんとした対応や摂津市独自での権限が

なければ、大阪府や近隣の事業所に対し

てのさまざまな働きかけというものは、

自発的な働きかけというのは非常に必要

だと思うんですけども、そういった観点

からの環境対策という姿勢が１７年度と

られていたのかどうか、ちょっとお聞か

せいただけないでしょうか。

　概要の８８ページの葬祭、葬儀会館の

管理運営についてです。

　１８年度７月に葬祭費用、市営葬儀と、

それからメモリアルホールの使用料が引

き上げられたわけですが、１７年度の決

算というのは、まさにその引き上げられ

る前の年の決算であって、この間の葬儀

会館の老朽化、メンテナンスにも非常に、

それから大型改修等も必要になってくる

中で値上げというような判断をされたと

いうふうに理解しているわけですけども、

１７年度決算におきまして、葬儀会館で

収入と維持コスト、どのような状況になっ

ていたのか、お聞かせいただきたいと思

います。

　それから、あわせて、その葬儀会館も

かなり老朽化が進んできたということで、

大規模改善であったり、ちょっと改修を

大がかりにしなければいけないというこ

となどもご説明をいただいていたわけで

す。で、１７年度、１８年度にかけて、

今後、その葬儀会館についての改修等の

計画が立てられていかなければならない

のかというふうに思うわけですが、その

大規模改造改修計画について、今決まっ

ていることを教えていただけないでしょ

うか。

　それから、市民農園ですが、概要９７

ページです。先ほどもありましたけども、

団体だけだということだったんですけど

も、ちょっと個人の方の利用ができない

という、その理由はちょっと何なのか、

ちょっとお聞かせいただきたいと思いま

す。

　それから、あわせて、その生産緑地、

市内の農地がどんどん減少していく中で、

生産緑地という制度で緑や農地を守って

いるという状況にあるわけですが、その

生産緑地さえも今、農地転用で緑の空間

が少なくなってきつつあるということで

はないかと思っています。そうした中で、

生産緑地が農地転用する際の、農地転用

をしようかどうかというようなときに、

そういったところを市民農園として活用

していくと。そういった、ちょっと計画

をしていくというような考えはあっても

いいのかなと思うんですけども、ご見解

をお聞かせいただきたいと思います。

　あと、概要の１００ページになります、

中小企業金融対策であります。市の制度

としてあります市内の中小業者の方々へ

の融資で、利子補給や保証金の助成をし

ている制度だということで、非常にいい

制度だというふうに思っているわけです

が、１６年度で、実際に受けられた方が

２８件で６，９２０万円で、１７年度は

２６件で６，２５５万円となっています。

これは大阪府にも中小企業に対する支援

策、金融融資制度がありますけども、市

と府との制度の違いについて、それから、

融資の限度額や、希望者がもっとふえれ

ば、枠はどんどん広げていくことができ

るのか。預託金では１億ということになっ
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てるんですけども、この１億円が限度に

なっているのかですね、ちょっとそういっ

たシステム上のことで恐縮なんですが、

お聞かせいただきたいと思います。

　産業振興にかかわる問題で、先ほども

地域就労支援のお話がありました。それ

から雇用推進事業というものも１００ペー

ジの方で示されているわけですが、地域

就労支援の方については、先ほどもご説

明がありましたので、雇用推進事業につ

いてもお聞かせいただいて、市内の雇用

の拡大について、どのような努力を払っ

ておられるのかについて、お聞かせをい

ただきたいと思います。

　最後になりましたけども、最後の質問

ですが、１０１ページの消費相談ルーム

についてです。福祉会館から市役所の方

に移りましたが、相談件数、それから相

談内容について特徴があれば、お聞かせ

をいただきたいと思います。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　介護保険課に係り

ますご質問にお答えいたします。

　まず、介護保険特別会計繰出金の考え

方でございましたが、介護保険特別会計

の繰出金につきましては、まず介護給付

費の法定市負担分といたしまして、給付

費の全体の１２．５％を繰り出すもので

ございます。このほかに、職員の人件費

及び事務費については、全額一般会計か

ら特別会計へと毎年、概算で繰り出して

おります。これは、すべて翌年度に精算

をいたしまして、特別会計の方から今度

は逆に一般会計から繰り入れるという処

理を行っております。

　１７年度の内訳といたしましては、途

中で補正等も行っておるわけですが、最

終的な決算見込みに対する１２．５％と

いうことで、給付につきましては３億４，

３５２万円、それから職員給与費及び事

務費につきましては１億４，４７２万６，

０００円ということで、合計４億８，８

２４万６，０００円の繰り出しを行って

おります。これにつきましては、翌年度

ですから今年度ですね、１８年度、先日

の補正で精算した分については、人件費

で約１００万ほど、事務費で４００万ほ

ど、給付費で５００万ほどを精算する補

正をさせていただいております。

　次に、訪問介護利用料助成事業につい

てでございますが、これは介護保険制度

が始まったときからの低所得者への利用

者負担額の軽減策の一つとしてある制度

でございまして、内容的には２種類ござ

います。

　一つは、この法が始まった平成１２年

当時に、それまでにホームヘルプサービ

スをご利用されていた低所得の高齢者の

方の負担の激変緩和措置ということと、

２点目につきましては、６５歳までに、

若年のときに障害者となられた方でホー

ムヘルプサービスを利用されている低所

得者の方について、障害者制度との整合

を図るための措置ということで、２種類

ございます。

　いずれも生計中心者が所得税非課税で、

あと低所得者に対して利用者負担を減額

するというものでございまして、最初の

法施行時の激変緩和の対象者の方につい

ては、平成１２年度から１４年度におい

ては１割負担のところが３％、残りを公

費負担と。１５年度から１６年度におき

ましては、自己負担が６％、公費が４％

負担ということで、もう一つの若年で障

害になられた方については、平成１２年

度から１６年度まで自己負担が３％で公

費負担が７％ということになっておりま

した。

　最初の激変緩和措置につきましては、

これは１６年度までの５年間の措置とい
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うことで１６年度で終了しておるんです

けれども、１６年度末、１７年３月の利

用分につきましては、これは国保連合会

を通しての審査ということになりますの

で、１か月分だけが１７年度の負担とい

うことで、１７年度で執行しているとい

うことであります。

　ちなみに、２番目の若年の障害者の措

置につきましては、制度が一部改正され

まして、平成２０年６月までに延長され

ております。

　それから、認定者利用者についてでご

ざいますが、１番目の激変緩和措置の対

象者になられる方は、平成１７年の３月

の認定者６２名に対して実際の利用者は

４３名でございました。それから、若年

の障害者の方については、認定者につい

ては４９名で、月平均の利用者は２４名

というふうになっております。

　ですので、１６年度と比較して執行が

減っておりますのは、１番目の激変緩和

措置が通年ではなくて１か月分だけになっ

たということの影響が多いものというふ

うに考えております。

　それから、次に相談員派遣事業につい

てでございますが、具体的にどのような

相談があって、どのようにしておるのか

ということかと思いますが、ご指摘のよ

うに、毎月１回、相談員さんが市の方に

集まられて、市の担当職員とともに連絡

会を開いております。

　さまざまな施設でのご相談、ご質問が

あるんですが、例えば幾つか例を申し上

げますと、施設の中で相談事をできるよ

うな雰囲気がないというようなご相談が

あって、例えば、これについては、あい

ている部屋をお借りできるようにすると

か、ちょっとパーテーションでロビーな

んかを囲っていただくとかというような

ことをしていただいた例もございます。

　それから、食事に関することというこ

とで、ちょっと味つけが薄いであるとか、

おやつの時間の飲み物の味がちょっと合

わないとかいうこともございますが、こ

れはそれぞれ、その方の健康状態とか、

栄養指導とかのこともありますので、そ

ういうご説明をさせていただいていると

いうようなこともあります。

　それから、例えば、デイサービスで入

浴までの待ち時間、順番に入浴されます

ので、待ち時間の間、退屈だというよう

なお話があったときには、それを施設に

伝えまして、待ち時間の間に音楽を流し

たり、歌を歌ったり、レクリエーション

をしたりというようなことを工夫してい

ただいたりというようなこともございま

す。

　それから、直接の利用者の方からのご

相談ということではなくて、相談員さん

の気づきということで、例えば、トイレ

の近くのにおいが気になるということで、

施設の職員はもうなれてしまっておりま

して、ほとんど気がついていなかったん

ですが、相談員さんの指摘で換気に気を

配るようになったというようなこともあ

りますし、ちょっとカーテンの汚れが目

立ってるんでというような指摘をしたら、

ちゃんとクリーニングに出されたとかと

いうような改善も図られております。

　直接、市を通さずに相談員さんが橋渡

しということでサービス・施設の改善に

つながっているものというふうに理解し

ております。

　それから、保険者としての事業者の指

導というご質問があったかと思いますが、

これにつきましては、基本的には大阪府

の方が指定及び指導・監査の権限がござ

いまして、府の方では全事業者に対しま

して集団指導、それから書面指導という

のを行っております。そのうち、毎年幾
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つかの事業所を抽出しまして実地指導と

いうのを行っております。

　市の方では、昨年度、大阪府が昨年度

の１２月ごろから集中的に実地指導をやっ

ておるんですが、その大阪府の医務・福

祉指導室事業者指導課及び法人指導課の

方と連携をしまして、大阪府が実地指導

に行かれる場合に、摂津市の担当も同席

しまして、その施設の状況を把握してお

ると。で、指摘事項については、大阪府

に提出される書類と同様のものを市の方

にも報告を求めているというようなこと

の取り組みを行っております。

○上村委員長　前川参事。

○前川生活環境部参事　それでは、私の

方から公害陳情の関係についてご答弁申

し上げます。

　公害陳情の市の対応といたしましては、

電話なり、来庁された方からの陳情とい

う形で受付をいたしまして、まず、現地

調査及び事情聴取等行いながら現場調査、

立ち入り等をやって対応しているという

ところでございます。

　苦情におきましては、騒音とか振動、

大気、水質、悪臭、その他もろもろ多数

ございまして、対応ということで、それ

ぞれのケースに応じたような対応を素早

く実施して、できるだけ早く解決してい

きたいというふうには考えております。

　それと、準工業地域での陳情件数が多

いということですけれども、市域、ご存

じのように地域的に準工業地域が約４３

％を占めておりまして、工場地域を入れ

ますと五十数％になってございます。そ

の結果、必然的に準工業地域の苦情件数

が多くなってございます。

　一般的に言いますと、準工業地域の場

合は住居、倉庫、工場等混在している関

係上、どうしても公害的な苦情というの

は若干多くなってございます。その辺に

ついては、我々、いつも開発等の場にお

いて、いろいろ問題提起をしてるんです

けども、環境対策としては公害苦情を素

早く解決するという対応しか今のところ

ないかなと。用途地域的な変更が一番肝

心かなと思いますけども、それもなかな

かスムーズには行かないんだということ

を考えております。

　それと、未解決の部分なんですけども、

これにつきましても、一般的にはやはり

騒音とか大気とか、苦情件数の多い部分

については継続という形で、特に年度の

集計になってますんで、２月とか３月に

苦情を受けた分がどうしても３月末とか

次年度に繰り越しというケースが多く見

られるようでございます。

　それと、何度も繰り返しての苦情発生

源者というんですか、事業所に対しての

指導ということは、一義的には我々の方

が出向いて調査をやるんですけども、ど

うしても長引くとか困難な場合は大阪府

と合同で立ち入りしたり、必要に応じて

は勧告とか。ほんで、我々独自といたし

ましても、市の条例、独自の条例を持っ

ておりますんで、指定工場の規制とか、

あと協定等を大きい会社についてはやっ

てございますんで、我々独自の指導とい

う形では、かなり進んでやっているつも

りでございます。その都度、府と連携し

て、できるだけ早い対応をしていきたい

というふうに考えてございます。

　大阪府を初め、悪質の場合は摂津警察

も含めて連携していきたいというふうに

は考えております。

○上村委員長　佐藤次長。

○佐藤保健福祉部次長　生活保護に関す

る４点のご質問につきまして、お答えを

いたしたいと思います。

　まず、第１点目の、本年３月３１日付

で厚生労働省の方から出ております生活
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保護行政を適正に運営するための手引、

これについて、どう考えるのやというこ

とでございますが、この手引そのものに

つきましては、あくまでもこれまでの通

知などを整理したものであって、法的な

解釈を示したものであるというふうに考

えております。手引自体は、地方自治法

上の処理基準として示されたものではな

く、また、厚生労働省からの技術的助言

にも当たらないものと聞いております。

まさしく業務の参考、あるいは手引とな

るものでございます。

　ただし、暴力団に対する対応について

は、別途、同じ内容の通知が出ておりま

す。その通知は地方自治法上の処理基準

と位置づけられておりますので、地方自

治体としては、示された内容に沿って事

務を行う義務が生ずるものでございます。

　また、年金担保貸し付けについての対

応に関する部分も、生活保護の実施要領

の改正部分として盛り込まれましたので、

実施要領は処理基準と位置づけられてい

ることから、同じように地方自治体とし

ては実施要領に沿った事務を行う必要が

あるというふうに考えております。

　続きまして、１７年度に生活保護を廃

止いたしました１２５世帯の内訳でござ

いますが、廃止の理由はさまざまなわけ

でございますが、大きなものから申し上

げますと、１２５件のうち４２世帯につ

きましては、いわゆる生活保護適用の理

由でございました病気等の治癒によって

廃止をしているというのが４２件ござい

ます。次に多いのがケース移管、これは

他市等への転出というような場合のケー

ス移管が２３件、それから、次に多いの

は死亡が２１件、それから、保護の途中

ではございますが、失踪により廃止をい

たしたものが１８件、それから、まさに

その自立というようなことで、稼働収入

がふえたことによりまして、保護基準を

上回ったということで、自立したケース

が１２件、これら五つの事由で全体の９

３％を占めております。

　続きまして、保護世帯の年齢世帯構成

はどうなっているのかということでござ

いますが、まず一つは、年齢別のデータ

は把握をいたしておりません。それで、

概略的にご理解いただけるのは、この事

務報告にもございますが、１７年度、世

帯総数が６５０という数値を計上いたし

ておりますが、この６５０世帯の中で、

いわゆる高齢世帯が、全体の４４．５％、

世帯数としては２８９世帯を占めており

ます。続きまして多いのが、全体の２１．

７％、１４１世帯が傷病世帯、それから

その他というような形で入るのが１３．

５％、８８世帯、それから障害者世帯、

これが１０．１％の６６世帯、母子世帯

が１０．３％の６７世帯。

　ただし、今、世帯数を申し上げました

が、これ集計をいたしますと６５１にな

ります。これは縦横の集計の、いわゆる

６５０というのは年間平均値で計上して

いるため誤差が生じているというような

ことでございますので、ご理解をお願い

したいと思います。

　それから、次に歳入の雑収入で計上い

たしております９２５万７，７２１円、

これについてでございますが、これは、

いわゆる生活保護を適用している世帯に

ついて、生活保護法の６３条に基づく返

還金、これは、いわゆる資力があったと

いうようなことで返還をいただいたのが、

件数的には６８件、金額が６９５万２４

７円、それから生活保護法７８条の徴収

金、これは、いわゆる不正手段によって

保護費を受給したというみなしをいたし

まして徴収をしたものが１９件、金額で

２３０万７，４４７円、それから、あと
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１件につきましては、行旅死亡人の分と

して１件２７円、合計８８件の９２５万

７，７２１円と相なっておりますが、具

体例をご説明いたしますと、一番多いの

が、いわゆる保護世帯が就労をして収入

があるにもかかわらず、不申告であるた

めに保護費を過大に受給しておったとい

うことで返還を求めましたのが１１件、

金額で２０８万５，５５２円、それから、

次に多いのが、これは返還金に当たるわ

けでございますが、転居等、また、立ち

退きというような住居にかかわって住居

の敷金等の解約返戻金が生じたものにつ

いて、収入認定をいたしまして返還をい

ただいたのが１０件、１１５万８，５２

９円、この２件が大きなものでございま

して、あとは、例えば生活保護を適用す

る前に国民健康保険に入っておって、国

民健康保険の方から返戻金なり、そうい

うものが生じた場合については、これは

収入とみなしてお返しいただくと。また、

生命保険を解約というような場合の返戻

金もお返しいただくというような形で、

そういうものが積み上がったものでござ

います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　国民健康保険特別

会計の繰出金の内訳についてお答えさせ

ていただきます。

　繰出金の中には、法律で定められてい

る部分の繰り出しと、あと市独自で繰り

出している部分があるわけですが、その

うち法律で定められている法定の繰り出

しにつきましては、職員給与費等の係る

繰り出し、これは国保運営に係る人件費、

事務費等を繰り出すものですが、こちら

の方の金額が約１億５，１９６万円ほど

となっております。

　そして、給付の方の出産育児というこ

とで、お子さんお生まれになられると、

一人につき３０万円の給付をしておるわ

けですが、その部分の３分の２を義務的

に繰り出すというところでの出産育児一

時金が１７年度で３，３２０万と。

　そして、低所得者が多い等の事情に当

たる保険者に対しての財政支援措置とし

て繰り出す部分の国保財政安定化支援事

業、こちらの方が１，８１６万円ほどと

なっております。

　そして、低所得者の保険料の軽減措置

として行われている保険料の７割、５割、

２割の軽減に伴う保険料の減収部分につ

いての繰り出しとなります保険基盤安定

の部分が約３億１，２８９万円ほどとなっ

ております。

　そして、市独自に繰り入れております

法定外の部分になりますが、保険料の軽

減分として繰り出しているのが２億７，

７０４万円ほどとなっております。

○上村委員長　福永参事。

○福永保健福祉部参事　リハビリテーショ

ン教室事業の内容と実績はとのご質問に

お答えさせていただきます。

　リハビリテーション教室は、基本型機

能訓練と地域参加型訓練という２種類の

機能訓練を行っております。

　基本型機能訓練の方は、場所が市立保

健センターで、毎週金曜日の午後、対象

者が４０歳以上の介護保険サービス対象

外の方で、疾病や外傷、その他の原因に

よる身体の障害、または低下に対する訓

練を行う必要がある方ということで、内

容といたしましては、グループ体操や身

体状況に応じた訓練や指導、日常生活動

作訓練、レクリエーション、作業療法等々

行っております。

　地域参加型機能訓練の方におきまして

は、市内１２小学校区に出向きまして、

社会福祉協議会や校区福祉委員会等との

連携のもとに、地域で老化や疾病により
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心身機能が低下している方で実施会場の

近くにお住まいの方で、このようなリハ

ビリをご希望される方ということで１２

小学校区へ出向いてやっております。

　実績につきましては、先ほどの基本型

機能訓練が、実施回数が１７年度実績で

４９回、実人数が２０人、被指導延べ人

員が５４０名、地域参加型が、実施校区

数が１２小学校区で実施回数が１２２回、

実人員が６９９名で延べ人員が３，２８

０人という状況でございます。

　もう１点のご質問、診療報酬の改定で

医療機関へ行けなくなった方の受け入れ

は可能かということでございますが、そ

の方が保健センターでやっています機能

訓練をご希望された場合に、現状といた

しましては、ちょっと今、定員に余裕が

ないというのが現状でございます。先ほ

どの地域参加型、こちらはおおむね月１

回やっているわけでございますが、こち

らはご希望があれば、その地域の実情に

もよるんですが、ほぼ受け入れ可能では

ないかなと考えております。

　先ほどの実績のところでご説明いたし

ましたが、基本型機能訓練の方は、実数

が２０名と申しておりまして、それで週

１回金曜日と申しておりましたが、この

機能訓練は保健センターでやっておりま

して、そのほかの曜日は介護保険の通所

介護事業を実施しております関係で、会

場スタッフともども、そのほかの曜日に

実施することが今、不可能な状態にある

ということで、ご希望があっても、あき

が出れば大丈夫ですがということでお答

えさせていただきます。

○上村委員長　萩原参事。

○萩原自治振興課参事　平成１７年度の

地域活性化事業の内容についてご説明い

たします。

　補助金交付要項に基づきまして、各小

学校区ごとに限度額を設けております。

補助額は、均等割額が１校区当たり４５

万円、世帯割額は１世帯９０円となって

おります。

　それでは、各小学校区ごとに内容を説

明させていただきます。

　まず初めに、千里丘校区ですけれども、

限度額が７１万１，０００円。事業が、

防犯啓発活動事業、防災啓発活動事業、

地域環境美化活動事業の３事業を実施さ

れておりまして、補助金の合計額が６０

万８，１６９円となっております。

　次に、三宅校区ですけれども、補助金

の限度額が６２万１，０００円。事業名

が、盆踊り声かけ運動を通じて地域交流

を図る活性化事業の１事業を実施されて

おります。補助金の交付額は６２万１，

０００円となっております。

　次に、柳田小学校区ですけれども、限

度額が７４万７，０００円となっており

ますけれども、活性化事業は実施されて

おりません。

　続きまして、摂津校区ですけれども、

校区の限度額が８１万９，０００円。事

業名が、緑化推進事業、歩こう会事業、

摂津セーフティパトロール隊摂津小校区

防犯事業、防災事業の４事業を実施され

ておりまして、補助金交付額が７８万９，

０７９円でございます。

　次に、味舌校区ですけれども、限度額

が６６万６，０００円。事業が、正雀駅

前たそがれコンサート、緑化推進活動、

自主防災訓練、防犯啓発活動、好きやね

ん摂津味舌の楽市という５事業を実施さ

れておりまして、補助金の合計額が５９

万１３７円でございます。

　続きまして、味舌東校区ですけれども、

限度額が６２万１，０００円。事業が、

自主防災会防災訓練、味舌東小学校区連

合自治会緑化推進、摂津セーフティパト
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ロール隊味舌東発足会の３事業でござい

まして、補助金の合計額が５４万７，２

５６円となっております。

　次に、別府校区ですけれども、限度額

が７４万７，０００円。事業が、別府若

者みこしまつり、摂津セーフティパトロー

ル隊別府校区連合自治会発隊式、歩こう

会、防災訓練の４事業を実施されており

まして、補助金の合計額が７４万７，０

００円でございます。

　次に、味生校区ですけれども、限度額

が６６万６，０００円。事業が、第５回

味生校区ソフトボール大会、第６回味生

校区淀川ウオーキング、第２回味生校区

自主防災訓練の３事業でございまして、

補助金の合計額が４５万９，７１０円と

なっております。

　次に、鳥飼北校区ですけれども、補助

金の限度額が７１万１，０００円。事業

が、第７回鳥北ふるさとまつりという事

業を実施されております。補助金額が７

１万１，０００円でございます。

　続きまして、鳥飼西小校区、限度額が

７２万９，０００円。事業が、地域環境

美化事業、自主防災組織結成に伴う防災

訓練の二つの事業を実施されておりまし

て、補助金の交付額合計が６３万１７８

円となっております。

　次に、鳥飼校区ですけれども、限度額

が６４万８，０００円。事業名が、鳥飼

小学校区地域安全・安心事業という事業

を実施されておりまして、交付額が６４

万７，７１０円でございます。

　次に、鳥飼東校区ですけれども、限度

額が５９万４，０００円。自主防災組織

による災害時の防災強化訓練という事業

を実施されておりまして、補助金の額が

５９万４，０００円でございます。

　合計限度額が予算額となっております

けれども、８２８万円、補助金の合計額

が６９４万５，２３９円、残額が１３３

万４，７６１円、執行率が８３．９％、

１１小学校区で２８の事業が実施されて

おります。

○上村委員長　阪口参事。

○阪口健康推進課参事　それでは、葬儀

会館に係ります維持コストと収入の状況

につきましてご説明させていただきます。

決算概要の８９ページに葬儀会館に係り

ます経費の各費目ごとの決算額を記載し

ておりますが、主なものにつきましては、

葬儀会館管理運営事業委託料、あるいは

立体駐車場の土地借り上げ料、光熱水費

等々でございます。１７年度決算では、

これら経費の合計額が決算概要に記載の

とおり、４，３１８万９，６９９円でご

ざいました。

　そして、これらの維持コストのうち、

どの程度、市民の方からご負担いただい

ていますかと申しますと、決算書の３５

ページに記載をいたしております使用料

収入のところでございます。そこに記載

のとおり、会館使用料としては２，１８

３万２，１５０円を収納しております。

そのほかに、これまでいろいろとご議論

のあったところで、この７月から制度改

正を図ったところでございますが、１７

年度ではメモリアルホールでの葬儀、カ

トレアとアイリスをお使いになった市民

の方から、市営葬儀使用料のうち８，０

００円をメモリアルホールの祭壇使用料

として会館の祭壇の維持管理経費に充て

ていたというふうなことがございます。

その額が市営葬儀使用料のうちの２９５

万８，０００円というようなことで充当

させていただいております。合わせまし

て２，４７９万１５０円、これが葬儀会

館の運営経費に充当しております歳入と

いうことでございます。

　先ほどの葬儀会館運営事業経費、いわ
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ゆる維持コストでございます４，３１８

万９，６９９円に対しまして歳入の率と

申しますと、使用料で賄っております率

は、１７年度では５７．４０％となって

ございました。

　なお、会館の管理経費のうち、一般財

源で賄っております額は、この差額であ

ります１，８３９万９，５４９円を一般

財源で賄っておると、赤字ということで

ございます。

　それと、メモリアルホール、葬儀会館

は、平成２０年でちょうど１０年目を迎

えます。１７年度、１８年度、あるいは

今後の計画について、今決まっているこ

とというようなことでございますが、私

ども原課として、今後、議会にも提案を

していきたいなと考えておりますのが、

まず、１０年目で防水工事、これは必ず

取り組みたいというふうに考えておりま

す。そのほかに、会館の運営上、２４時

間空調が回りっ放しというふうな状況が

相当日数続いております。これの更新も

我々としてはご提案をさせていただきた

いというふうに考えております。

　そのほか、細かいことですけれども、

畳もかなり老朽化して、喪服にちりとか、

畳のあれがつくというふうな苦情も聞い

ておりますので、こういったことも改善

をさせていただきたいというふうなこと

でございます。

○上村委員長　中井参事。

○中井産業振興課参事　それでは、市民

農園の貸し付け方法についてのご質問に

お答えいたします。

　貸し付け方法で、団体貸しだけでなく、

個人にも拡充への考えでございますが、

現在は「老人会、子ども会、自治会等の

団体に貸し付ける」と摂津市の市民農園

設置要領に決められておりまして、個人

貸し付けを行っていません。しかし、個

人貸し付けをしてはどうかという声も、

きょうも聞いておりますので、今後の検

討課題と考えております。

　次に、生産緑地の転用をしていると。

その土地を市民農園に利用できないかと

いうことでございますが、生産緑地の管

理につきましては、私どもでなく、都市

計画の用途地域の観点から都市計画課の

所管でございます。一般的に生産緑地は、

今後も農地として、みずからが耕作する

ということで指定を受けておりまして、

市民農園としての使用は困難ではないか

と、このように考えております。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　それでは、高齢

者障害者福祉課に係る質問に対しまして、

ご答弁申します。

　まず１点目は、水道料金の減免事情で

ございますが、対象となりますのは６パ

ターンございまして、まず身体障害者の

方を含む世帯、身体障害者手帳１級、２

級の方でございます。

　対象者につきましては、水道部の方か

ら実績をいただいておりますのが調定件

数ということになっておりまして、２か

月に１回調定をされているということで、

１８年２月分と１８年３月分を足した数

が利用対象者になると思われますが、一

部、若干数字が実際の利用対象者と違う

分があるかもございませんので、ご了承

をお願いしたいと思います。

　身体障害者を含む世帯につきましては、

６９９世帯で５４０万７，１９８円、そ

れから、知的障害のＡ、Ｂ１の方を含む

世帯が１４３世帯で１１９万５，５０２

円、それから、精神障害の１級、２級の

方を含む世帯が１１８件で８５万１，０

６５円、特別児童扶養手当支給世帯が３

世帯で、４万９９円、それから、ひとり

暮らしの高齢者の世帯が７６２世帯で５
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６１万３２６円、それから、ひとり親家

庭の医療費助成世帯が４０６件で３７３

万８，２１２円、合計２，１３１件、１，

６８４万２，４０２円となっております。

　続きまして、障害者の福祉作業所につ

きまして、前年度に比べますと増額になっ

ているということで、その内容について

のご質問でございますが、まずは、先ほ

どもご答弁申し上げましたように、千里

丘三島線沿いの三島地域に、精神障害者

の方の相談業務もお願いしております福

祉作業所アシストを整備いたしました。

それの整備に当たっての改築補助金２０

０万円、それから年間の運営経費６５０

万円、それから施設借り上げ料というこ

とで毎月７万円の年間８４万円、それか

ら地域生活支援ステップアップ事業委託

料が１７年度から始まっておりまして、

これが６５０万円、以上が主な増額の内

容でございます。

　続きまして、地域生活支援ステップアッ

プ事業についてのご質問でございますが、

これは社会福祉法人光摂会の方に委託を

いたしておりまして、ばくの家の１室を

事務室といたしまして、相談事業を１７

年度から実施させております。

　この事業につきましては、２年間の国・

府の補助事業でございまして、２年後に

は身体障害者やその家族の方を主に対象

といたしました市町村障害者生活支援事

業へ移行するということが前提となって

おる事業でございます。

　ただ、この障害者自立支援法の施行に

伴いまして、この障害者生活支援事業が、

いわゆる市町村の相談支援業務の方に移

行することになりましたので、１９年度

以降につきまして、この事業をどのよう

に進めていくかにつきましては、現在、

法人の内部でも協議をしていただいてお

りまして、その協議の結果を待ちまして、

また、市とも協議をして、１９年度以降

の対応については決めてまいりたいとい

うふうに考えております。

　なお、１７年度の取り組みといたしま

しては、２名の職員がおられまして、相

談業務に応じるとともに、２名のうちの

１名の方が実際に身体障害をお持ちの方

でございまして、この方を中心に、身体

障害のある方が実際に身体障害のある方

のご相談を受けるという、ペアカウンセ

リングですね、こういった事業をやって

おりますとともに、新聞を３号発刊され

ております。

　また、自立生活についてという講演会

とワークショップ、障害のある子どもを

持ってワークショップを通じて自立につ

いて考えるという催し物を２回開催され

ております。

　決算概要の６３ページに、精神障害者

居宅生活支援事業がございますが、この

うちの一番上の精神障害者地域生活援助

事業補助金というのが、いわゆるグルー

プホームに該当する事業でございます。

現在、一津屋の府営住宅、味生住宅で、

あけぼの福祉会によって実施いたしてお

ります。

　これは、公営住宅法が改正されまして、

いわゆる社会福祉法人等が実施する社会

福祉事業に公営住宅を使用することがで

きるというふうになりまして、大阪府の

方が計画的に進めておられまして、事前

に大阪府の方から、こういう部屋があい

ているので、グループホームで活用する

考えはないかということを市を通じまし

て打診がございます。それで、市の方は

障害者のさまざまな事業をやっておられ

ます法人の方に、こうしたお話が府から

来ているということで提案をいたしまし

て、実際にあけぼの福祉会が手を挙げら

れて、１６年度から実施されたというこ
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とでございます。

　事前に市の方と法人の方で自治会長さ

んの方にご連絡をさせていただきまして、

今度こういった事業を考えているので、

一度地域でご説明をさせていただきたい

ということで、実際には２回の説明会を

開催させていただきました。その中では、

グループホームとはどういうものかとか、

あるいは、なぜ府営住宅を使ってグルー

プホームをするのかとか、あるいは実際

のグループホームの運営に当たっては、

運営する法人としては、どのような対応

で望むのかとか、そういったことをご説

明申し上げました。

　もちろん、２回の説明会の中では、さ

まざまなご質問やご意見が出ております

が、基本的にはやはり、新聞等では精神

障害のことについては話を聞いているが、

実際、日常的な中でのなかなかおつき合

いというのがない中で、よくわからない

というのが地元の方の本音でございまし

て、最終的には入居予定者の方もご紹介

をいたす中で一定のご理解を得て、事業

を展開している次第でございます。

　また、実際には、世話人が１名おりま

して、その世話人にプラスして法人の職

員がサポートをしてくれるという形で、

当初は宿泊することも含めたフォロー体

制を組む中で地元の理解を得て、現在は

輪番制ということでございますけども、

自治会の役員の方もさせていただきまし

て、地元の中でも徐々に溶け込んでいっ

ているということでございます。

　また、この先日の議会でご承認いただ

きました鳥飼西の方の府営住宅につきま

しても、市の方と法人の方で自治会長さ

んの方に一度ご説明に伺っております。

まだ説明会開催までは至っておりません

が、今後また説明会の開催等を行いまし

て、地元の合意を得た上で事業を実施し

てまいりたいというふうに考えておりま

す。

　続きまして、せっつ桜苑のことでござ

いますが、平成１６年１１月、１２月の

時期にかけましては、レジオネラ菌が発

生いたしまして、非常にご迷惑をおかけ

したところでございます。二度とこういっ

た事態を起こさないということで、まず

茨木保健所からのアドバイスといたしま

して、浴槽水の残留塩素濃度を０．４ミ

リグラム／リットル以上に保つように、

測定回数を日に３回とする、あるいは完

全換水を週に１回以上は実施する、ろ過

装置の配管洗浄を定期的に実施する、こ

ういった内容につきまして遵守をしてい

るところでございます。

　また、そうしたことを担保するために、

桜苑の方から毎月、このレジオネラ対策

だけではなくて、いわゆる法定等で決め

られております施設運営に関する定期チェッ

ク項目というようなものを設けまして、

ご報告をいただいております。

　具体的には、第一に、人員に関する基

準ということで、職員の配置等を含めま

した７項目、それから電気設備保守管理

業務等のビル設備等に関する基準が１０

項目、それから消防設備点検等の消防に

関する基準が２項目、それから飲料水の

水質検査、レジオネラ検査等を含む衛生

に関する基準が４項目、それから浴槽に

関する基準ということで２項目ですね、

これにつきまして毎月、添付資料とあわ

せてご報告をいただいております。

　もちろん、中には毎月毎月実施する必

要のないものもございますけれども、そ

ういったことも含めまして毎月ご報告を

いただく中で、先ほど申し上げました保

健所等からのアドバイスが遵守されてる

ことを確認させていただいております。

　続きまして、身体障害者の日常生活支
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援の事業につきまして、１６年度決算と

比べますと１７年度決算がふえていると

いうことで、その内容についてのご質問

でございますが、まず、補装具につきま

して、１７年度につきましては、障害者

の方が６４９件、障害児の方が１５２件

の計８０１件でございましたが、平成１

６年につきましては、障害者の方が５０

０件、障害児の方が１００件の計６４０

件ということで、約１６０件ふえており

ます。金額につきましても、１６年度は

２，９２４万２，４３３円ということで、

約８７０万円ほどの増になっております。

　一方で、日常生活用具につきましては、

１７年度が障害児３件、障害者５２件の

計５５件でございますが、１６年度につ

きましては、障害児が３件、障害者が６

６件ということで、１４件の減になって

おります。金額につきましても、１６年

度は４８４万１，８６６円ということで、

約７０万円の減となっております。

　それから、住宅改造につきましては、

１７年度が４件で、１６年度につきまし

ては２件となっております。金額につき

ましても、１６年度は９２万４，３７０

円で、約倍増という形になっております。

　なお、このうち補装具につきましては、

１８年１０月から、いわゆる障害者自立

支援法に基づく自立支援給付の中に組み

込まれることになっております。

　また、日常生活用具の交付費につきま

しては、地域生活支援事業として取り組

んでまいります。

　なお、これまで補装具として給付して

まいりました蓄便袋、蓄にょう袋、紙お

むつ等のストマ用具につきましては、１

０月から日常生活用具の方に移行いたし

ます。

　なお、先ほど委員のご指摘にありまし

たように、その移行しますストマ用具も

含めました補装具につきましては、１８

年度中につきましては周知期間というこ

とで、引き続き無料で対応させていただ

きます。また、この間の議会でも議決い

ただきましたように、市独自の、まず日

常生活用具については、低所得の方につ

いては１万２，０００円、一般の方につ

いては２万４，０００円という上限の設

定をはじめ、総合管理の利用者負担の軽

減措置を設けてまいります。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　中小企業金融対策

事業におけます市・府制度の違いという

ことですけど、まず、違いにつきまして

は、府の融資制度には、保証料並びに利

子の補助制度は備わっておりません。ま

た、融資限度額の引き上げにつきまして

は、現在、北摂ブロック融資担当者会議

におきまして、府への要望事項とし、市

長会経由で行っておりますが、大阪府中

小企業信用保証協会の債務保証リスクも

大きく、今現在、実現に至っておりませ

ん。

　続きまして、地域就労支援事業におけ

る雇用就労創出事業につきましては、本

来、ハローワーク茨木で行っております

職業紹介を、本市横、関西ポリテクセン

ターの会場をお借りする中、合同就職面

接会を年２回、障害者の合同就職面接相

談会を年１回実施しております。また、

週１回、ハローワーク茨木から情報提供

されます一般・パートの求人情報を１階

ロビー奥、産業振興課前、そして公民館、

正雀市民ルーム等の公共施設に張り出し、

迅速な情報提供に努めております。

　続きまして、平成１７年度の消費者生

活相談概要でございますが、平成１７年

度におきまして消費者相談ルームに寄せ

られた相談は８４５件で、前年度１，０

８２件から約２１．９％減っております。
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これは国の総務省、警察庁、法務省にお

ける預金口座の不正利用の防止等の取り

締まりの強化により、架空請求並びに不

当請求詐欺の被害が鎮静化に向かってい

るところが大きくウエートを占めている

理由でございます。

　また、１８年度からルームを本庁内に

移しておりますけども、半年経過後、相

談件数の約２割減の状況を示しておりま

す。これは、これまでの福祉会館内では、

保健センターや福祉会館での大きな催し

があったときに相談に立ち寄られるとい

う方もおりましたが、そういう方がなく

なったものであるという把握をしており

ます。

○上村委員長　稲村課長。

○稲村こども育成課長　こども育成課に

かかわる部分についてご説明させていた

だきます。

　まず、ファミリーサポートセンター事

業の１７年度の実績ということでござい

ます。

　会員数につきましては、依頼会員が６

２名、援助会員が９４名、両方の会員が

１９名ということで、合わせて１３７名

でございます。それから、活動回数につ

きましては、年間で３０１回ということ

になっております。

　次に、ファミリーサポートセンター事

業の国庫補助の問題でございます。

　平成１６年度は、国庫補助金として、

ご指摘のとおり約２２０万ほど歳入がご

ざいました。平成１７年度につきまして

は、この国庫補助金が次世代育成支援対

策ソフト交付金という形の補助に変わっ

ております。次世代育成支援対策ソフト

交付金におきましては、ファミリーサポー

トセンター事業は、その会員数ですとか、

あるいは複数預かりとか、そういうよう

なことを基準といたしまして、摂津市の

場合は１５ポイントで、１ポイントにつ

きまして１０万円という換算の仕方になっ

ておりまして、１５０万の補助というこ

とになっております。

　続きまして、保育所の待機児童につい

てでございますが、平成１７年の４月に

は、待機児童数が旧定義で３２名でござ

いました。平成１７年の１０月には７６

名となっておりました。本年の４月には

３４名、そして１園新設と、それから増

設がございまして、１０月には４５名と

いうふうになっております。昨年の１０

月と比べますと、３１名の減ということ

になっております。

　次に、児童扶養手当のことでございま

すが、平成１４年の１１月に母子及び寡

婦福祉法などの一部を改正する法律とい

うのがございまして、その中に児童扶養

手当の支給開始月の初日から起算して５

年、または手当の支給要件に該当するに

至った日の属する月の初日から起算して

７年を経過したときは、手当額の一部を

支給しないこととなります。支給されな

い額は、その方の手当額の２分の１を超

えることはありません。

　ただし、満３歳未満の児童を監護する

受給資格者については、児童が満３歳に

達した月の翌月の初日から起算して５年

を経過したときから手当の一部を支給し

ないこととなります。また、これにつき

ましては、今後、詳細は政令で定められ

るということになっております。

　それから、平成１５年の４月からこの

改正は適用ということになっております

ので、早い場合では平成２０年の４月か

ら適用される方が出てくるということに

なります。また、お母さんに身体上の障

害がある場合などは、その該当期間につ

いては制限は適用されないということに

もなっております。
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　ご指摘のとおり、こういう形で児童扶

養手当が変わっていく、母子になられて

急激に環境が変化することに対して児童

扶養手当を支給するというふうな形に変

わっていくということにあわせまして、

母子の方がいかに自立をしていかれるか

ということを支援していくかということ

でございますが、現在ございますのは自

立支援教育訓練給付事業というものと、

それから高等技能訓練促進費事業という

ので、いろいろな資格を取られる場合の

助成というものがございます。

　ただ、ちょうど今、ひとり親家庭の自

立促進計画を摂津市でも策定していると

ころでございまして、８月には母子家庭

の方にアンケートもとらせていただいて

おりますので、そこでの皆さんの声も聞

かせていただきながら、今後、その策定

委員会の中で、商工会の方ですとか、公

共職業安定所、あるいは母子福祉会や吹

田こども家庭センター、さまざまなとこ

ろの方々に参画していただいております

ので、そこでいろいろな有効な支援策と

いうものについてご協議いただきながら、

計画の中に盛り込んでいきたいというふ

うに考えております。

　４番目の乳幼児医療についてでござい

ますが、一部負担額につきましては、府

の制度でございますので、その支払い事

務、医療事務を統括していますのは国保

連合会でございまして、そこで摂津市だ

けを無料扱いにするということは難しい

ですので、例えば、それを実施する形に

なりましたら、窓口で償還払いというよ

うな形になりまして、かなりの件数を窓

口でやっていかなければいけないという

ふうにもなってまいります。それで、い

ろいろ形で無理な状態があるのではない

かということが考えられますのと、また、

同じように二千四、五百万、現在、平成

１７年度で見ますと２，４００万ぐらい

の一部自己負担額かと思いますけれども、

それを市が負担するのでしたら、その金

額をもって１歳の引き上げというふうな

考え方が今の周りの状況から見ましても

妥当性があるのではないかなというふう

に考えております。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　ありがとうございます。

　水道料金の減免、それから生活保護の

受給者の方、世帯構成であるとか、減免

を受けておられる方の世帯の構成なども

お話をいただきました。この間、格差が

どんどん広がっていく社会の大きな問題

になっている中で、一番大きな負担を強

いられてきているのが、やはり高齢者の

方や障害者の方々、社会的弱者の方だと

いうことが、改めてこうした今ご説明い

ただいた数字の中でも明らかになってき

たわけです。

　やはり、もちろん国の制度、さまざま

な問題に基づいての事業かとは思います

けども、しかし、市民の暮らしを守ると

いう自治体の役割というのを果たしてい

くのは非常に大事なことであると思いま

すので、介護保険、国保の繰出金につい

て、また特別会計の方でも、またいろい

ろご質問させていただきたいと思います

が、一般会計からの繰り出しというのは

非常にやっぱり重大なことだというふう

に思っています。とりわけ、国保の場合

ですと、平成１５年と比べると、その保

険料軽減分として今、１７年度決算で２

億７，７００万ですか、４，５００万ほ

どですかね、当時と比べても減っている

わけですね。で、１５年度と比べると４，

５００万ほど減ってきているというふう

にちょっと私、見ているんですけども、

基準外、保険料を軽減するための努力の

部分が削られていくと。実際、国保会計
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を見ますと、１６年、１７年と単年度赤

字で赤字基調になっていて、国保財政も

大変な状況のもとで、一般会計からの繰

り入れというのをなくしていくというの

も、やはり市民の負担を、現に１８年度

はふやしているわけですから、そういう

ものもやりながら、一般会計を下げたま

まにしておくというのは、おかしいのか

なと思いますので、その点、また特別会

計の方でやりますので答弁の方は結構で

す。

　それから、せっつ桜苑の運営事業につ

いて、残念な事件がありましたけども、

これを機に、公設民営で行っている委託

している事業者さん、今は指定管理者に

なりましたけども、なおさら指定管理者

の条例の審議のときにも各委員の方から

もいろいろご意見がありましたが、丸投

げ状態という形にならないで、市として

の関与をしっかりやっていただく、チェッ

ク機能を果たしていただく。とりわけ、

せっつ桜苑であったり、それから、みき

の路あったり、福祉施設というのは、や

はり健康と暮らし、命にかかわる分野で

ありますから、市としての責任も果たし

ていただくようなチェック機能、かかわ

りを強く持っていただきたいということ

を要望したいと思います。

　それから、生活保護事業につきまして

は、手引について、それに対する見解を

お示しいただいたわけです。ご説明いた

だいたように、高齢者の方々、社会的弱

者の方々がどんどん今、本当に生活保護

世帯になってきていると。さらに、現状

では生活保護基準以下の方で生活保護を

受けておられない方もどんどんふえてき

て、働いても働いても、給料もらっても

生活保護基準に満たないというワーキン

グプアというのが今、国会でも取り上げ

られています。ＮＨＫの番組にも取り上

げられているわけですが、そうした問題

が大きくなっている中で、生活保護の窓

口対応、それから廃止に至る経過でも、

先ほど山崎委員からもありましたけども、

九州の方では辞退届けを強要すると、生

活保護基準以下なのに強要をして書かさ

れて、生活保護が打ち切りになってしまっ

た。これ、裁判によって、そのやり方は

間違っているということで、そういう判

決が九州の方の高裁で下りていますけど

も、もちろん摂津市でそういうことが行

われるというふうに思っていません。き

ちんとした自立を促すための窓口対応を

やっていただきたいということだけお願

いをしておきたいと思います。

　それから、同時に、今ちょっとワーキ

ングプアのお話をさせていただいたんで

すが、就労支援で雇用対策の問題で、先

日も国会の中で議論をされていましたけ

ども、偽装請負というのが大きな問題に

なっています。

　雇用条件の流動化といいますか、規制

緩和によって、正規雇用から非正規雇用

の方にどんどんどんどんシフトしていっ

て、働いても働いても本当に低賃金で、

生活できないという若者が生まれている

中で、派遣であれば、１年間継続してそ

こに勤めれば、雇用している側、事業者

側から正規雇用になりますかということ

を確認するという義務があるそうなんで

す。しかし、そういったことを免れるた

めに、形は派遣なのに、請負という状況

をつくって、偽装してやっていたという

問題が今、国会で明らかになって、これ

はたださなきゃいけないと、安倍総理も

そのように答えておられましたが、実際

にやっていた企業は、全国的にも非常に

有名な、世界にも誇るような日本の一流

企業、大企業の関連で、そういった偽装

請負、悪意があったのか善意だったのか、
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それはわかりませんけども、実態として

あるわけです。こういった偽装請負の問

題なんかも、やはり基本は厚生労働省、

労働基準局などが監督権限あるわけです

けども、就労支援として市内の業者さん

に偽装請負の問題、それから、今までも

私たち問題にしていましたけども、働い

た分が賃金としてもらえないサービス残

業、ただ働きという違法行為ですね、こ

ういうところにも、やっぱりきちんとし

たメスを入れていくというのが就労支援、

雇用対策というのの、一つ重要なことだ

というふうに思うわけで、そういった観

点からの啓発というのを市としてもぜひ

取り組んでいただきたい。

　それから、働いておられる方、その偽

装請負状態で、非常に将来の生活設計も

立たない、生活もできない、それこそ年

金、国保料をその給料から払うことがで

きないという若い人たちの労働相談、今、

摂津市でも労働相談が持たれているかと

思いますけども、事務報告書を見ますと

年間に１９件だったと思うんですね。そ

の労働相談にも、もっと皆さんに周知し

て、若い人たちに来てもらえるような工

夫をして、そういう相談にも乗って、相

談事業も力を入れていただくことが大事

だというふうに思うわけです。その点だ

け、ちょっとご見解をお示しいただけた

らと思います。

　それからリハビリですけども、今の状

況では受け入れ態勢の方がなかなか難し

い、地域の方ではそういった受け入れは

可能なこともあるということであります。

もちろんリハビリを必要としている人で、

お医者さんからのリハビリが受けられな

かった方が、果たしてそういったところ

のリハビリと適応するのかどうかという

問題もあるかと思いますが、今、その医

療機関からリハビリを受けられなくなっ

た人が非常に路頭に迷ってしまっている

ような状況がありますので、この摂津の

リハビリテーションの事業を、今後の課

題として拡大していただいたり、もしく

は多くの人に知っていただくような広報

を強めていただきたいということもお願

いをしておきたいと思います。

　葬儀会館使用料については、値上げを

されたわけですので、大規模な改修であっ

たり、大きなお金がかかるような問題に

ついても、計画を立てていただいて、計

画的な、非常に使いやすい施設にしてい

ただきたいということを要望しておきた

いと思います。

　市民農園は、わかりました。

　それから、中小企業金融対策について

です。ご説明いただきましたけど、やっ

ぱり市の制度としては、非常にいい制度

だと思います。しかし、利用しようと思っ

ている事業者の方からお伺いすると、例

えば枠が小さかったり、例えば返済期間

が府の制度より短かったりということで、

ちょっと利用しづらいというような声も

聞いておりますので、保証協会との話も

あるかと思いますけども、いい制度です

ので利用しやすいようなものに、ぜひ工

夫をしていただきたいということを要望

して、終わりたいと思います。

　１件だけ、お願いします。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　就労支援にかかわ

ります企業等の啓発に対してでございま

すが、決算概要１００ページ、三島地域

の労働関係の予算がございます。そこに

おきまして、三島地域労連関連施策推進

事業といいますのは、三島地域、働く人

たちの法律セミナーを、吹田、茨木、高

槻、本市の４市で実行委員会を立ち上げ、

労働施策について広域的・効果的な展開

を図るとともに、三島地域における労働
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施策の充実、並びにだれもが安心して働

くことができる活力ある三島づくりを目

指しております。

　先般、１０月３日、このような中で、

「格差社会~増加する非正規労働者と法

的課題~」というテーマでフォルテ摂津

におきまして講演会を行ったところでご

ざいます。７３名の企業並びに労働者の

参加をいただく中、この中でも偽装請負

に対しての取り組みの喚起をしたところ

でございます。今後も引き続き、三島地

域における労働施策の情報提供、充実等

に努めてまいりたく思います。

　また、労働相談に関しましては、平成

１７年、相談件数１９件という数字が上

がっておりますけども、これは、ほかに

大阪府が個別労働紛争解決促進法に基づ

く支援の取り組みを強めたこともござい

まして、ほかに約４９件の件数を大阪府

労働事務所北大阪センターの方に紹介し

ております。

　いうことで、実質の数字はもっと多い

んですけども、今後も府の組織とともに

連携をとりながら、相談の充実を図って

まいりたく思います。

○上村委員長　安藤委員の質問が終わり

ました。

　ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　以上で、認定第１号所管

分の質疑を終わります。

　本日の委員会は、この程度にとどめ、

散会いたします。

（午後５時３分　散会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

民生常任委員長
 上 村 高 義

民生常任委員 
 山 崎 雅 数
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